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令令和和６６年年度度のの貸貸借借対対照照表表、、損損益益計計算算書書、、注注記記表表のの内内容容及及びび附附属属明明細細書書並並びびにに

会会計計監監査査人人のの監監査査報報告告及及びび監監事事のの監監査査報報告告ににつついいてて

　別紙のとおり報告する。 （資料25ページ～44ページ、46ページ～48ページ）

令令和和６６年年度度のの事事業業報報告告及及びび剰剰余余金金処処分分案案ににつついいてて

　令和６年度の事業報告及び剰余金処分案を確定させるために、別紙のとお

り承認を求める。 （資料３ページ～24ページ及び45ページ）

第第８８次次総総合合中中期期計計画画のの設設定定ににつついいてて

　別冊「第８次総合中期計画（案）」のとおり承認を求める。

令令和和７７年年度度事事業業計計画画のの設設定定ににつついいてて

　別紙のとおり承認を求める。 （資料61ページ～78ページ）

令令和和７７年年度度ににおおけけるる理理事事及及びび監監事事のの報報酬酬額額ににつついいてて

　次のとおり承認を求める。

①　理事の報酬については、地域運営協議会の代表６名、女性部代表１名及び

　学識経験者２名の計９名から構成される「役員報酬審議会」を設置し、そこ

　で昨年度の支給実績及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮し、

　「令和７年度の役員の報酬等にかかる答申」が出されている。これを踏まえ、

　令和７年度における理事の報酬については総額６６，０００千円以内とし、

　各理事の報酬額、支払方法等についてはその範囲内において理事会に一任す

　る。

　　なお、理事は24名である。

②　監事の報酬については、地域運営協議会の代表６名、女性部代表１名及び

　学識経験者２名の計９名から構成される「役員報酬審議会」を設置し、そこ

　で昨年度の支給実積及び事業実績、経済情勢の変化等諸般の事情を考慮し、

　「令和７年度の役員の報酬等にかかる答申」が出されている。これを踏まえ、

　令和７年度における監事の報酬については総額１８，０００千円以内とし、

　各監事の報酬額、支払方法等についてはその範囲内において監事の協議に一

　任する。

　　なお、監事は８名（うち員外監事は１名）である。

農農産産物物のの受受検検及及びび代代金金等等のの受受領領手手続続ききのの委委任任ににつついいてて

　次の権限をこの組合に委任することについて承認を求める。

①　令和６年産及び令和７年産米麦並びに大豆等農産物の受検に関する一切の

　権限

②　令和６年産及び令和７年産米麦並びに大豆等農産物の売渡し等に関して、

　政府並びに米穀安定供給確保支援機構等からの売渡代金、補助金等の交付申

　請、請求、受領及び返還に関する一切の権限

③　豊橋市からの補助金の交付申請、請求、受領及び返還に関する一切の権限

　この総代会において決議した事項のうち、権利義務に関係しない軽微な事項

の修正及び違算・誤字の訂正並びに法令その他行政庁の指示等により補正変更

を必要とする場合には、その主旨に反しない範囲内においてその変更を理事会

に一任する。

ＪＪＡＡババンンクク基基本本方方針針のの一一部部変変更更ににつついいてて

　別紙のとおり報告する。 （資料80ページ～100ページ）

報報 告告 事事 項項２２

第２８回通常総代会上程議案
（議決権行使についての総会参考書類）

報報 告告 事事 項項１１

決決 議議 事事 項項

第第 １１ 号号 議議案案

第第 ２２ 号号 議議案案

第第 ３３ 号号 議議案案

第第 ４４ 号号 議議案案

第第 ５５ 号号 議議案案

附附帯帯決決議議((案案))
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報告事項１及び第１号議案の別紙

１１．．組組合合のの事事業業活活動動のの概概況況にに関関すするる事事項項

（１）事業の全般的概況

①　当該事業年度末日における主要な事業活動の内容と成果

　令和６年度は、日本銀行による大規模金融緩和政策の大幅な転換による金融正常化移

行や訪日外国人観光客の増加によるインバウンド効果等が進む中、世界経済に目を向け

るとアメリカ新政権による政策変更、長期化する地域紛争、中国経済の減速等依然とし

て不透明な情勢が続いており、国内経済に影響を与えています。

　一方で、農業を取り巻く環境は、異常気象による農畜産物の生産力低下や国際情勢の

緊迫など地政学的リスクの高まりによる生産資材価格高騰が続く中、厳しい農業経営が

続いています。また、四半世紀ぶりに「食料・農業・農村基本法」が改正され、柱の一

つとして「食料の安定供給の確保」が明記されるなど、農業の在り方が大きく変わろう

としています。

　そのような中、当組合においては、最終年を迎える第７次総合中期計画の完遂に向け、

役職員一丸となって努力して参りました。また、第８次総合中期計画の策定を進め、今

総代会に上程させていただきました。

　事業別の状況につきましては、販売事業においては、主産地の記録的猛暑と冬期旱ば

つの影響で、秋冬野菜を中心に出荷量を大幅に減少させたことで需給バランスが崩れ、

単価高を誘発させました。また、この厳しい需給関係の中、産地としての供給責任を果

たすべく取引先との連携を強化しつつ消費者への啓蒙普及活動を進めた結果、販売品販

売取扱高２２２．３億円（前年比１１６．７％）の実績となりました。

　購買事業においては、資材費の高止まりが続く中、引き続き価格交渉及び物流確保に

取り組むとともに、新たにオータムフェアを開催するなど農家支援・利用拡大に努めま

した。また、「経済部感謝祭」を年２回開催するなど利用拡大に努めた結果、購買品供

給取扱高９５．６億円（前年比９７．５％）の実績となりました。

　信用事業においては、各種キャンペーンや年金友の会イベントの充実により「ＪＡ豊

橋ファン」づくりを進め、貯金残高３，１７８．１億円（前年比９９．０％）となりま

した。貸出金については、ローンセンターを中心とした住宅ローン推進及び農業融資専

任担当者を中心とした農業資金推進活動を展開した結果、貸出金残高５７３．６億円

（前年比１０６．８％）の実績となりました。

　共済事業においては、組合員・利用者への寄り添い活動を実践すべく、３Ｑ活動を軸

とした顧客本位の業務運営に努めた結果、保有ポイント合計で３２，２２５千ポイント

（前年比９９．２％）の実績となりました。また、組合員・利用者・地域住民とのつな

がり強化を目的に「ひと・いえ・くるま・くらし」に関する地域貢献活動に取り組みま

した。

　これら各事業の結果により、ＪＡ全体の事業総利益５５．１億円、事業利益５．８億

円、当期剰余金７．１億円となりました。

　上記のような決算結果となりましたのも、組合員各位の協同活動へのご理解とご協力

の賜物と感謝申し上げます。各事業実践の詳細について、以下、ご報告申し上げます。

令令和和６６年年度度
令令 和和 ６６ 年年 ４４ 月月 １１ 日日 かか らら

事事業業報報告告
令令 和和 ７７ 年年 ３３ 月月 ３３ １１ 日日 まま でで

報告事項１及び第１号議案の別紙
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ⅠⅠ．．営営農農部部

◎令和６年度営農・畜産販売取扱高上位２０品目 （単位：千円）

デルフィニューム 180,074

9 え ん ど う 533,177 19 冬 瓜 184,009

10 490,657 20 白 菜

189,609

7 ナ ス 625,865 17 米 294,450

8 肉 牛 590,302 18 西 瓜

321,198

5 肉 豚 1,186,514 15 子 牛 342,782

6 柿 765,002 16 ラ デ ィ ッ シ ュ

354,508

3 ト マ ト 2,474,930 13 大 葉 362,058

4 苺 1,230,404 14 ミ デ ィ ト マ ト

11 鶏 卵 387,704

2 ミ ニ ト マ ト 2,804,186 12 ブ ロ ッ コ リ ー 365,385

1 キ ャ ベ ツ 6,229,608

重点９品目部会において、部会員アンケート結果をもとに課題抽出・整理を行い、部会役員
を中心に品目別中長期基本構想の策定に取り組み、課題解決に向けた取組み方針や部会ス
ローガンを各部会反省会等にて共有しました。

喫緊の課題である高温化に伴う生育や品質不良対策を協議するため、関係機関協力のもと高
温化対策本部を立ち上げました。

④

⑤

取扱高順位 品目名 取扱高

⑥

労働力確保支援として、無料職業紹介所では49名（昨年度28名）、アグリトリオでは1,042名
（昨年度578名）と昨年度を上回るマッチングをすることが出来ました。また幅広く求職者を
求めるため、広報誌みのりへの掲載や豊橋まつりにてチラシを配布する等、情報発信に努め
ました。

担い手農家への農地集約・集積では、事業所・支店の窓口機能を活かし、農地所有者及び担
い手からの利用相談に応じ、関係機関と連携して農地集約・集積に努めました（新規集積面
積610ha）。また、次世代の担い手育成支援では、県・市・ＪＡが一体となって取組みを行
い、就農実績５件、就農相談報告書11件、就農面談４件（事業継承含む）の実績となりまし
た。

⑦

順位 品目名

①

豊橋産農畜産物をＰＲするため、組合長によるトップセールスを年３回（東京（青果・
柿）、大阪）実施した他、重点取引先を中心に各種ＪＡ豊橋フェアを開催しました（青果31
回、花き４回、米穀２回、畜産３回）。また、ＳＮＳ等を活用した情報発信を15回（インス
タグラム等）、学校給食懇話会を９回、イベント参加５回（豊橋市場まつり、モリコロパー
ク、全農マルシェ等）を通して、地域農業の魅力発信に努めました。

②

③

生産コスト低減のため、各種資材価格交渉に加え、物流確保について各業者との交渉を重ね
てきました。また、肥料では低コスト銘柄肥料の推進（目標25,000袋、実績40,509袋）、農
薬では特別取りまとめや秋冬作の需要期である９月から10月の期間でオータムフェアを実施
しました。生産資材では取りまとめ冊子に銘柄を集約し、仕入強化や各種キャンペーンを実
施しました。

生産から販売まで総合的な営農指導実践のため、露地品目では昨年度から開始した作付相談
会を実施し、昨年度を上回る51戸（昨年度34戸）の相談を受け付けました。また施設品目に
おいては42戸（昨年度36戸）の農家を選定し、課題解決と経営改善に向けた伴走支援を実施
しました。
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ⅡⅡ．．経経済済部部

ⅢⅢ．．金金融融部部

ⅣⅣ．．共共済済部部

④
事故直後の不安を解消するため、平日日中現場急行サービスを積極的に実施し、安心と満足
の提供を図りました。

⑤
組合員・利用者・地域住民とのつながり強化を目的に「ひと・いえ・くるま・くらし」に関
する地域貢献活動を展開しました。

①
組合員・利用者との長期的な関係づくりに向け、対面・非対面を組合わせた３Ｑ活動を実践
するとともにＷｅｂマイページの登録促進活動に取り組みました。

②
あんしんチェックと顧客ニーズに沿った複数保障提案を展開し、「ひと・いえ・くるま」の
万全な保障提供活動を実践しました。

③
事務処理の適正化や契約引受・共済金支払いの迅速化等に努め利用者満足度の向上を図りま
した。

①
日本銀行の金融政策の動向に伴い、多様化する利用者ニーズを的確に捉えた貯金キャンペー
ン金利の提供に努めました。

②
農業融資専任担当者の訪問活動を通じて農業者のニーズの掘り起こしを行い、農業を基盤と
する金融機関として、農業メインバンク機能の維持・拡大に努めました。

③
「よりそい活動」に基づく訪問活動による情報収集に努めるとともに、ＪＡの総合力を活か
したライフプランサポートによる相談機能の発揮に努めました。

⑤

資産相談事業では税相談・土地活用相談会を各支店巡回にて毎月実施し、組合員の税務・資
産活用に関する相談体制の充実を図りました。あわせて、組合員の最寄り支店での相続相
談、自宅や現場で土地活用相談を行ない、出向く体制の強化に努めました。また、組合員の
様々な相談に対応するため、資格取得や各種研修会に参加し職員の能力向上に努めました。

④

店舗産直事業では出荷者へ積極的な声掛けを行ない、新規会員加入希望者の情報収集に努め
ました。あわせて、産直指導員による栽培講習会の開催や圃場に出向いた指導・相談によ
り、産直品の品質向上と安定出荷に努めました。また、来店客目線に立った売場レイアウト
へ見直しを図り、試食販売やＳＮＳ発信によるイベント・キャンペーン案内により買上点数
増加に努めました。

①
農機事業では多様化する組合員のニーズを把握し、ニーズにマッチした付加価値サービスの
提案・提供に努めました。また、安定した質の高いサービスを維持するため、新たに自動操
舵システムの取付研修会に参加するなど職員の育成に努めました。

②
自動車事業では自動車管理保有台数の拡大に向け、他部署と連携した情報共有により新たな
顧客獲得に努めました。また、高機能・高性能化する自動車技術へ対応するため、整備主任
者・検査員研修等に参加し、技術・知識の向上に努めました。

③

生活燃料事業ではクミアイプロパン利用者を対象とした器具確認訪問を実施し、既存利用者
との関係深化に努めました。あわせて、令和６年度から取り扱いを開始した「ＪＡでんき」
とガスのセット加入提案を徹底し、クミアイプロパン利用者数の維持確保に努めました。ま
た、前年度の生活購買利用者を対象とした御用聞き訪問を実施し、事業利用の拡大に努めま
した。
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ⅤⅤ．．管管理理部部門門（（監監査査室室・・リリススクク管管理理部部・・総総合合企企画画部部・・総総務務部部））

（１）監査室

（２）リスク管理部

（３）総合企画部

（４）総務部

①
内部監査においては、内部統制の有効性を検証する為、業務手順が適切であり、部署長の検
証が適正であることを確認しました。またフォローアップ監査においては、指摘事項の再発
防止を促す事、指摘事項の減少に繋がる事を目的とし実施しました。

②
中央会業務監査と連携し、全国的にリスクが高いとされる米の在庫管理及び、融資管理に関
する内部統制の機能強化に努めました。

①
第７次総合中期計画実践最終年度として、進捗管理を通じ計画達成の後押しに努めました。
また、令和６年度事業計画に紐づく「自己改革工程表」及びＪＡ版早期警戒制度に対応した
中長期シミュレーションを作成し、各事業の課題および改善項目の把握に努めました。

③

子会社である㈱ＪＡあぐりパーク食彩村は、オープン16年目の年となり、好調な売上げが継
続している中、内装を中心としたリニューアルを行いさらなる店舗魅力度アップと来客数の
増加に努めました。また、工夫を凝らした催しと隣接する「道の駅とよはし」と一体となっ
た各種イベントを展開し、加えて国道23号名豊道路の全面開通の追い風もあり、売上高は計
画を大幅に超える結果になりました。

①
全般統制整備において、進捗管理と評価を行うとともに、リスク指標の設定およびモニタリ
ングを行い内部管理態勢の強化に努めました。

②
自己査定支援システム等を活用し、マニュアルに沿った適正な資産自己査定の実施に努めま
した。

③ 不良債権処理方針に基づいた取組みを行い、延滞債権の減少に努めました。

②
第７次総合中期計画実践中に見えた様々な課題と時々刻々と変化する経済・社会環境を踏ま
え、関係各所の様々な意見を取り入れつつ、次期中期計画となる、第８次総合中期計画の策
定を行いました。

④

新会計システムが導入され機能要件が大きく変化するなか、経理事務の合理化と会計処理の
適正化を目指し、継続的なサポートを実践しました。また、環境保全やコスト削減、業務効
率化など多くメリットが享受できるペーパーレス化を促進するため、ペーパーレス会議シス
テムを導入しました。あわせて、令和７年５月に予定されている農協情報システムのバー
ジョンアップに向け、関係各所と連携し準備を進めました。

③
採用については、他産業の動向等を参考に採用活動のあり方を見直すとともに、新卒者に加
えキャリア採用にも取り組み通年での獲得に努めています。また、関係法令の改正に合わせ
多様な働き方に対応できるよう、規程類を変更し制度の拡充を図りました。

④
不稼働資産処理方針を定め、条件の整った資産から手続きを進めました。また、各拠点施設
の修繕・改修を行うとともに、大規模修繕に向けた計画策定のための作業に着手しました。

①

ふれあいフェスタを開催し、組合員や地域住民のみなさまに身近に感じていただける機会を
設ける一方、食育ウォーキングを通じて豊橋の農業に対する理解促進に努めました。また、
女性部会の活性化に向け組合役員との意見交換会を開催するなど活動の見直しと新たな取組
みを進めました。

②
広報誌「みのり」「みのりプラス」「Ａじゃん」を発行し、正准組合員・地域住民のみなさ
まにＪＡ豊橋の今をお知らせしました。また紙媒体に加えＬＩＮＥ、インスタグラム等のＳ
ＮＳも活用しデジタルでの情報発信の充実を図りました。
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ⅤⅤ．．管管理理部部門門（（監監査査室室・・リリススクク管管理理部部・・総総合合企企画画部部・・総総務務部部））

（１）監査室

（２）リスク管理部

（３）総合企画部

（４）総務部

①
内部監査においては、内部統制の有効性を検証する為、業務手順が適切であり、部署長の検
証が適正であることを確認しました。またフォローアップ監査においては、指摘事項の再発
防止を促す事、指摘事項の減少に繋がる事を目的とし実施しました。

②
中央会業務監査と連携し、全国的にリスクが高いとされる米の在庫管理及び、融資管理に関
する内部統制の機能強化に努めました。

①
第７次総合中期計画実践最終年度として、進捗管理を通じ計画達成の後押しに努めました。
また、令和６年度事業計画に紐づく「自己改革工程表」及びＪＡ版早期警戒制度に対応した
中長期シミュレーションを作成し、各事業の課題および改善項目の把握に努めました。

③

子会社である㈱ＪＡあぐりパーク食彩村は、オープン16年目の年となり、好調な売上げが継
続している中、内装を中心としたリニューアルを行いさらなる店舗魅力度アップと来客数の
増加に努めました。また、工夫を凝らした催しと隣接する「道の駅とよはし」と一体となっ
た各種イベントを展開し、加えて国道23号名豊道路の全面開通の追い風もあり、売上高は計
画を大幅に超える結果になりました。

①
全般統制整備において、進捗管理と評価を行うとともに、リスク指標の設定およびモニタリ
ングを行い内部管理態勢の強化に努めました。

②
自己査定支援システム等を活用し、マニュアルに沿った適正な資産自己査定の実施に努めま
した。

③ 不良債権処理方針に基づいた取組みを行い、延滞債権の減少に努めました。

②
第７次総合中期計画実践中に見えた様々な課題と時々刻々と変化する経済・社会環境を踏ま
え、関係各所の様々な意見を取り入れつつ、次期中期計画となる、第８次総合中期計画の策
定を行いました。

④

新会計システムが導入され機能要件が大きく変化するなか、経理事務の合理化と会計処理の
適正化を目指し、継続的なサポートを実践しました。また、環境保全やコスト削減、業務効
率化など多くメリットが享受できるペーパーレス化を促進するため、ペーパーレス会議シス
テムを導入しました。あわせて、令和７年５月に予定されている農協情報システムのバー
ジョンアップに向け、関係各所と連携し準備を進めました。

③
採用については、他産業の動向等を参考に採用活動のあり方を見直すとともに、新卒者に加
えキャリア採用にも取り組み通年での獲得に努めています。また、関係法令の改正に合わせ
多様な働き方に対応できるよう、規程類を変更し制度の拡充を図りました。

④
不稼働資産処理方針を定め、条件の整った資産から手続きを進めました。また、各拠点施設
の修繕・改修を行うとともに、大規模修繕に向けた計画策定のための作業に着手しました。

①

ふれあいフェスタを開催し、組合員や地域住民のみなさまに身近に感じていただける機会を
設ける一方、食育ウォーキングを通じて豊橋の農業に対する理解促進に努めました。また、
女性部会の活性化に向け組合役員との意見交換会を開催するなど活動の見直しと新たな取組
みを進めました。

②
広報誌「みのり」「みのりプラス」「Ａじゃん」を発行し、正准組合員・地域住民のみなさ
まにＪＡ豊橋の今をお知らせしました。また紙媒体に加えＬＩＮＥ、インスタグラム等のＳ
ＮＳも活用しデジタルでの情報発信の充実を図りました。

令和６年 4月16日
4月17日
4月30日
5月13日～16日
5月15日～16日
5月20日

5月22日

6月7日
6月10日
6月11日

6月14日

6月17日

6月27日
7月1日
7月6日
7月17日
7月23日
7月30日
7月31日
8月5日～6日
8月19日

8月21日

8月30日

9月27日

10月7日～11日
10月15日
10月19日～20日
10月31日
11月8日
11月12日

11月14日
11月15日
11月16日
11月18日
11月20日～21日
11月21日
11月22日
11月27日～28日
11月29日
12月2日
12月7日～8日
12月9日～10日.12日
12月19日～20日
12月26日

令和７年 1月20日
1月25日
1月29日

11月13日

県常例検査

会計監査人監査 期中監査Ⅱ

ＪＡ豊橋生産組織連絡協議会総会
令和５年度活動報告及び令和６年度活動計画
について　他

上期事業報告会（第三事業所） 令和６年度上期事業報告　他

上期事業報告会（第二事業所） 令和６年度上期事業報告　他

上期事業報告会（第一事業所）

ガスとくらしの相談会（本店）

令和６年度上期監事監査結果について　他

監事会 令和６年度上期監事監査講評について
県常例検査

会計監査人監査 期中監査Ⅰ

とよはし産学校給食の日（米）

令和６年度仮決算結果について　他

とよはし産学校給食の日（柿）

定例理事会

②　事業の経過報告

定例理事会 令和６年ディスクロージャー誌について　他

日付 名称

年金友の会通常総会

処理事項
監事会 令和６年度監事監査計画について　他

定例理事会 令和５年度職員期末手当支給について　他

中央会監査 期末監査

経済部感謝祭（本店）

第27回通常総代会上程議案について　他

会計監査人の報酬額に関する同意について

第27回通常総代会上程議案について　他

とよはし産学校給食の日（ミニトマト）

地区別総代説明会（第五事業所） 第27回通常総代会上程議案について　他

定例理事会

監事会

とよはし産学校給食の日（トマト）

産直部会総会

定例理事会

定款及び定款附属書総代選挙規程の一部変更
について　他

定例理事会 役員報酬の配分について　他

女性部会総会

令和６年度上期事業報告　他

上期事業報告会（第五事業所）
令和６年度上期事業報告　他

役員賠償責任保険契約の更新について　他

令和６年度上期定期監査日程について　他

第27回通常総代会

監事会

とよはし産学校給食の日（とうがん）

監事会

とよはし産学校給食の日（なす）

地区別総代説明会
（第三事業所・第四事業所）

5月21日

5月31日

6月12日

令和５年度決算監査結果について　他

定例理事会 信用事業方法書の一部変更について　他

中央会監査 期中監査

定例理事会

会計監査人監査 外部確認、実証手続き

監事監査規程及び監事会規程の変更について

とよはし産学校給食の日（ブロッコリー）

監事会

予備調査
予備調査

会計監査人監査 期末監査

ＪＡ財務モニタリングについて　他

地区別総代説明会（第六事業所）
地区別総代説明会（第一事業所） 第27回通常総代会上程議案について　他
地区別総代説明会（第二事業所）

第27回通常総代会上程議案について　他

監事会 会計監査人監査の期末監査結果について　他

延滞債権処理方針に基づく和解について　他
経済部感謝祭（第六事業所）

定例理事会

監事の報酬額について

ＪＡ豊橋ふれあいフェスタ

定例理事会

6月24日

令和６年度上期事業報告　他

上期事業報告会（第四事業所） 令和６年度上期事業報告　他

上期事業報告会（第六事業所）

ええじゃないか豊橋まつり・農産物博覧会

当組合における取引のリスク評価書の改正に
ついて　他

夏季農産物品評会

監事会

中央会監査
会計監査人監査

とよはし産学校給食の日（キャベツ）
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2月6日～7日
2月12日～14日
2月13日
2月14日
2月18日

2月28日

3月8日
3月18日
3月24日～26日
3月26日
3月27日
3月31日

ええじゃないか豊橋まつり・農産物博覧会

ＪＡ豊橋ふれあいフェスタ

定例理事会 令和６年度県常例検査の結果について　他
会計監査人監査 期末監査（現金実査、棚卸立会）

第27回通常総代会

監事会 令和７年度内部監査計画について　他
会計監査人監査 期中監査Ⅲ
中央会監査 資産自己査定監査

監事会 令和６年度下期定期監査日程について　他

定例理事会
令和６年度中央会期中監査の結果について
他

ガスとくらしの相談会（第五事業所）

会計監査人監査 期中監査Ⅱ
役員報酬審議会
とよはし産学校給食の日（小松菜）

日付 名称 処理事項
冬季農産物品評会

 − 8  −



③　財務・事業成績の推移

（単位：千円）

④　組合が対処すべき重要な課題

 農家所得の更なる増大を目指した「自己改革工程表」を着実に実践し、組合員との徹底し

た対話を通じて評価を把握し、次の改革へ繋げて参ります。

 なお、本事業年度における農家所得の増大に関する事項及び組合の事業運営等に対する准

組合員の意見等の反映並びに事業の利用に関する事項については、「令和７年度　自己改革

工程表（案）」に記載しております。 （資料75ページ～78ページ）

財 務 事 業 利 益 698,949 904,577 720,083 585,385

区　分 項　目 令和３年度 令和４年度 令和５年度
令和６年度
（当期）

当 期 剰 余 金 790,439 812,911 792,794 714,449

経 常 利 益 1,004,548 1,123,460 974,076 872,915

純 資 産 23,434,235 23,468,813 23,703,828 22,883,131

総 資 産 355,907,867 355,216,700 355,553,224 352,002,696

信 用 事 業 貯 金 320,027,386 320,715,572 320,948,109 317,817,728

単体自己資本比率  17.92% 18.15% 18.10% 17.69% 

貸 出 金 52,590,088 52,323,537 53,678,237 57,366,895

預 金 253,665,473 251,876,453 247,306,074 233,877,132

うち国債 6,988,998 8,188,958 8,716,200 9,347,078

有 価 証 券 23,151,194 24,455,092 26,856,704 29,936,070

共 済 事 業 長期共済保有高 784,402,121 762,083,754 739,712,160 718,562,087

うちその他 16,162,196 16,266,134 18,140,504 20,588,992

購 買 事 業 購買品供給取扱高 8,630,165 8,935,376 9,809,123 9,566,576

短期共済新契約掛金 1,376,685 1,369,807 1,355,527 1,370,956

保 管 事 業 保 管 料 3,236 3,758 3,522 2,185

販 売 事 業 販売品販売取扱高 18,722,757 19,760,020 19,040,464 22,235,023

荷 役 料 1,648 1,947 1,986 1,653

利 用 事 業 利 用 料 723,253 770,464 734,063 698,271

宅地等供給事業 住宅等建設収益 5,225 15,875 2,355 12,552

そ の 他 収 益 12,035 12,958 12,292 11,697

宅地等受入手数料 16,428 19,914 24,864 26,959

仲介斡旋手数料 16,820 11,057 13,353 13,249

指 導 事 業 指導事業支出 20,468 22,347 24,963 24,354

そ の 他 収 益 2,149 1,849 2,944 356
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⑤　その他組合の事業活動の概況に関する重要な事項

　業務の適正を確保するための体制

　当組合では、内部統制システム基本方針を策定し、組合の適切な内部統制の構築・運用に

　努めています。

　　組合員・利用者の皆さまに安心して組合をご利用いただくために、全国農業協同組合中央会がＪＡ

　グループの経営管理の指針として定める「会員の行動規範」を遵守し、経営戦略の策定及び見直し・

　実践に向け、法令遵守等コンプライアンス態勢・内部管理態勢・持続可能な経営基盤を構築・確立し

　ます。そのための内部統制システムに関する基本方針を以下のとおり策定し、組合の適切な内部統制

　の構築・運用に努めます。

　　１１．．理理事事及及びび使使用用人人のの職職務務のの執執行行がが法法令令及及びび定定款款にに適適合合すするるここととをを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　組合の基本理念及び組合のコンプライアンスに関する基本方針を定め、役職員は職務上のあらゆ

　　る場面において法令・規則、契約、定款等を遵守する。

　②　重大な法令違反、その他法令及び組合の諸規程の違反に関する重要な事実を発見した場合には、

　　直ちに監事に報告するとともに、理事会等において協議・検討し、速やかに是正する。

　③　内部監査部署は、内部統制の適切性・有効性の検証・評価を行う。監査の結果、改善要請を受け

　　た部署は、速やかに必要な対策を講じる。

　④　「マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、反社

　　会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。また、マネー・ローンダリ

　　ング等の金融犯罪防止及び排除に向けた管理体制を整備・確立する。

　⑤　組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員等が相談もしくは

　　通報を行うことができる制度(ヘルプライン)を適切に運用し、法令違反等の未然防止に努める。

　⑥　監事監査、内部監査、会計監査人が密接に連絡し、適正な監査を行う。

　⑦　業務上知り得た当組合及び関連会社の取引先に関する未公表の重要事実を適切に管理する体制を 

　　整備する。

　【運用状況について】

　　・基本理念及びコンプライアンス規程、倫理綱領、行動規範等を定め、役職員に法令等遵守を周知

　　　している。コンプライアンスにかかる具体的な実施計画として「全般統制整備」を毎年度策定し、

　　　その進捗状況を各部署が管理、定期的にコンプライアンス委員会にて協議・検討のうえ理事会へ

　　　報告している。また、重要な事実を発見した場合の監事・理事会への報告・協議体制を整備して 

　　　いる。

　　・マネー・ローンダリング管理システムの導入により随時利用者の動向を注視し、金融犯罪防止の

　　　管理態勢を構築している。また、年２回理事会にてマネー・ローンダリングリスク管理にかかる

　　　取組状況を報告することで理事の積極的な関与も図っている。

ＪＪＡＡ豊豊橋橋のの内内部部統統制制シシスステテムム基基本本方方針針
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⑤　その他組合の事業活動の概況に関する重要な事項

　業務の適正を確保するための体制

　当組合では、内部統制システム基本方針を策定し、組合の適切な内部統制の構築・運用に

　努めています。

　　組合員・利用者の皆さまに安心して組合をご利用いただくために、全国農業協同組合中央会がＪＡ

　グループの経営管理の指針として定める「会員の行動規範」を遵守し、経営戦略の策定及び見直し・

　実践に向け、法令遵守等コンプライアンス態勢・内部管理態勢・持続可能な経営基盤を構築・確立し

　ます。そのための内部統制システムに関する基本方針を以下のとおり策定し、組合の適切な内部統制

　の構築・運用に努めます。

　　１１．．理理事事及及びび使使用用人人のの職職務務のの執執行行がが法法令令及及びび定定款款にに適適合合すするるここととをを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　組合の基本理念及び組合のコンプライアンスに関する基本方針を定め、役職員は職務上のあらゆ

　　る場面において法令・規則、契約、定款等を遵守する。

　②　重大な法令違反、その他法令及び組合の諸規程の違反に関する重要な事実を発見した場合には、

　　直ちに監事に報告するとともに、理事会等において協議・検討し、速やかに是正する。

　③　内部監査部署は、内部統制の適切性・有効性の検証・評価を行う。監査の結果、改善要請を受け

　　た部署は、速やかに必要な対策を講じる。

　④　「マネー・ローンダリング等及び反社会的勢力等への対応に関する基本方針」等に基づき、反社

　　会的勢力に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の関係を持たない。また、マネー・ローンダリ

　　ング等の金融犯罪防止及び排除に向けた管理体制を整備・確立する。

　⑤　組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、役職員等が相談もしくは

　　通報を行うことができる制度(ヘルプライン)を適切に運用し、法令違反等の未然防止に努める。

　⑥　監事監査、内部監査、会計監査人が密接に連絡し、適正な監査を行う。

　⑦　業務上知り得た当組合及び関連会社の取引先に関する未公表の重要事実を適切に管理する体制を 

　　整備する。

　【運用状況について】

　　・基本理念及びコンプライアンス規程、倫理綱領、行動規範等を定め、役職員に法令等遵守を周知

　　　している。コンプライアンスにかかる具体的な実施計画として「全般統制整備」を毎年度策定し、

　　　その進捗状況を各部署が管理、定期的にコンプライアンス委員会にて協議・検討のうえ理事会へ

　　　報告している。また、重要な事実を発見した場合の監事・理事会への報告・協議体制を整備して 

　　　いる。

　　・マネー・ローンダリング管理システムの導入により随時利用者の動向を注視し、金融犯罪防止の

　　　管理態勢を構築している。また、年２回理事会にてマネー・ローンダリングリスク管理にかかる

　　　取組状況を報告することで理事の積極的な関与も図っている。

ＪＪＡＡ豊豊橋橋のの内内部部統統制制シシスステテムム基基本本方方針針

　　・組織内の「ＪＡ内部通報窓口」と組織外の「愛知県下ＪＡホットライン」２つの相談窓口の設置・

　　　運営により、不法行為の早期発見及び改善に努めている。

　　・取引先に関する未公表の重要事実を適切に管理する体制整備について、 内部者取引管理規則を

　　　策定し、役職員への周知徹底により対応している。 

　　・各事業部門から独立した内部監査部署にて、法令等遵守体制も含めた内部統制の適切性・有効性

　　　の検証・評価を実施している。監査の結果については、理事会に報告するとともに、不備事項に

　　　ついては速やかに必要な対策を講じている。また、定期的な三者（監事、内部監査人、会計監査

　　　人）の打合せに加え、中央会業務監査との情報連携を図っている。

　　２２．．理理事事のの職職務務のの執執行行にに係係るる情情報報のの保保存存及及びび管管理理にに関関すするる体体制制

　①　文書・情報の取扱いに関する方針・規程に従い、職務執行に係る情報を適切に保存・管理する。

　②　個人情報保護に関する規程を整備し、個人情報を適切かつ安全に保存・管理する。

　③　サイバーセキュリティを確保するための体制を整備し、適切な対策を実施する。

　【運用状況について】

　　・文書管理規程に基づき、職務執行にかかる文書情報を適切に保存・管理している。

　　・情報セキュリティ基本方針及び個人情報保護方針、関連規程等に基づき、重要情報を保存・管理

　　　し、重要性に応じてリスクの対応を図るとともに、サイバーセキュリティ事案の未然防止と発生

　　　時の迅速な復旧対応ができるようサイバー保険の加入等による態勢を整備している。

　　３３．．損損失失のの危危険険のの管管理理にに関関すするる規規程程そそのの他他のの体体制制

　①　認識すべきリスクの種類を特定するとともに管理体制の仕組みを構築し、リスク管理の基本的な

　　態勢を整備する。

　②　理事は組合のリスクを把握・評価し、必要に応じ、定性・定量それぞれの面から事前ないし事後

　　に適切な対応を行い、組合経営をとりまくリスク管理を行う。

　【運用状況について】

　　・組合をとりまく各リスク（財務リスク、オペレーショナルリスク、戦略リスク、ハザードリスク）

　　　を把握、分析、評価し、重要なリスクを理事会で選定したうえで各リスクの指標を定め、そのモ

　　　ニタリングを行い四半期ごとに理事会に報告・協議している。

　　４４．．理理事事のの職職務務のの執執行行がが効効率率的的にに行行わわれれるるここととをを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　職制、機構、業務分掌、指示命令系統を明文化し、役職員の職務執行を効率的に遂行する。

　②　中期経営計画及び同計画に基づく部門別事業計画を策定し、適切な目標管理により、戦略的かつ

　　効率的な事業管理を行う。

　【運用状況について】

　　・職制規程の適宜見直しにより、業務分掌、指示命令系統を明文化し、役職員の職務執行を効率的

　　　に遂行している。また、第７次総合中期計画に基づく令和６年度事業計画（部門別計画含む）を

　　　策定し、月次で進捗管理している。
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　　５５．．監監事事監監査査のの実実効効性性をを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　監事が円滑に職務を執行し、監事監査の実効性を確保するための体制を整備する。

　②　監事が効率的・効果的監査を遂行できるよう支援する。

　③　理事や内部監査部署等は監事と定期的な協議、十分な意思疎通をはかることにより、効率的・効

　　果的監査を支援する。

　【運用状況について】

　　・当組合では、監事監査を実効的なものとするため、理事会等の重要な会議を通じて、監事に対し

　　　情報提供を行うとともに、監事と代表理事との定期的な意見交換の場を設けている。また、内部

　　　監査部署は、監事との緊密な連携を通じて監査機能の実効性の向上に努めている。

　　６６．．子子会会社社等等ににおおけけるる業業務務のの適適正正をを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　子会社等における規程やマニュアル、業務フロー等の管理態勢が整備され、適正かつ効率的に業

　　務が執行されるよう、必要な助言・指導を行う。

　②　「子会社管理規程」に基づき、関連事業に係る重要な方針、事項を監督し適切な指導・助言を行

　　い、相互の健全な発展を推進する。

　③　「子会社管理規程」に基づき、子会社等の統括管掌を定め、事業計画の達成、法令及びその他事

　　項の遵守、その他運用事項を監督する。

　【運用状況について】

　　・子会社等において、当組合に準じた規程・マニュアル等を整備し、当組合の内部監査部署が監査

　　　を行うことにより業務執行の適正性・有効性を確保している。 

　　・子会社管理規程に基づき、子会社等の管理業務を統括する総合企画部が、子会社における内部統

　　　制構築・運用の支援やリスクの把握に努め、重要な事項については理事会に報告している。 

　　７７．．財財務務情情報報そそのの他他組組合合情情報報をを適適切切かかつつ適適時時にに開開示示すするるたためめのの体体制制

　①　会計基準その他法令を遵守し、経理規程等の各種規程等を整備し、適切な会計処理を行う。

　②　適時・適切に財務報告を作成できるよう、決算担当部署に適切な人員を配置し、会計・財務等に

　　関する専門性を維持・向上させる人材育成に努める。

　③　法令の定めに基づき、ディスクロージャー等を通じて、財務情報の適時・適切な開示に努める。

　④　財務諸表の適正性、財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認し、その旨をディスクロージ

　　ャーに記載する。

　【運用状況について】

　　・経理規程や決算基準等を整備し、それらに基づき適切な会計処理を行っている。また、適切な財

　　　務諸表を作成する体制を構築するために、決算担当部署である経理課に適切な人員を配置すると

　　　ともに、外部研修の受講等により人材育成に取り組んでいる。

　　・財務諸表作成にかかる正確性を検証するために、チェックリスト方式による確認を行うとともに、

　　　内部監査部署が決算業務にかかる内部管理体制の適正性・有効性を検証している。これらの過程

　　　を経て、適切な財務情報とその適正性、内部監査の有効性について、毎年度、ディスクロージャ
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　　５５．．監監事事監監査査のの実実効効性性をを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　監事が円滑に職務を執行し、監事監査の実効性を確保するための体制を整備する。

　②　監事が効率的・効果的監査を遂行できるよう支援する。

　③　理事や内部監査部署等は監事と定期的な協議、十分な意思疎通をはかることにより、効率的・効

　　果的監査を支援する。

　【運用状況について】

　　・当組合では、監事監査を実効的なものとするため、理事会等の重要な会議を通じて、監事に対し

　　　情報提供を行うとともに、監事と代表理事との定期的な意見交換の場を設けている。また、内部

　　　監査部署は、監事との緊密な連携を通じて監査機能の実効性の向上に努めている。

　　６６．．子子会会社社等等ににおおけけるる業業務務のの適適正正をを確確保保すするるたためめのの体体制制

　①　子会社等における規程やマニュアル、業務フロー等の管理態勢が整備され、適正かつ効率的に業

　　務が執行されるよう、必要な助言・指導を行う。

　②　「子会社管理規程」に基づき、関連事業に係る重要な方針、事項を監督し適切な指導・助言を行

　　い、相互の健全な発展を推進する。

　③　「子会社管理規程」に基づき、子会社等の統括管掌を定め、事業計画の達成、法令及びその他事

　　項の遵守、その他運用事項を監督する。

　【運用状況について】

　　・子会社等において、当組合に準じた規程・マニュアル等を整備し、当組合の内部監査部署が監査

　　　を行うことにより業務執行の適正性・有効性を確保している。 

　　・子会社管理規程に基づき、子会社等の管理業務を統括する総合企画部が、子会社における内部統

　　　制構築・運用の支援やリスクの把握に努め、重要な事項については理事会に報告している。 

　　７７．．財財務務情情報報そそのの他他組組合合情情報報をを適適切切かかつつ適適時時にに開開示示すするるたためめのの体体制制

　①　会計基準その他法令を遵守し、経理規程等の各種規程等を整備し、適切な会計処理を行う。

　②　適時・適切に財務報告を作成できるよう、決算担当部署に適切な人員を配置し、会計・財務等に

　　関する専門性を維持・向上させる人材育成に努める。

　③　法令の定めに基づき、ディスクロージャー等を通じて、財務情報の適時・適切な開示に努める。

　④　財務諸表の適正性、財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認し、その旨をディスクロージ

　　ャーに記載する。

　【運用状況について】

　　・経理規程や決算基準等を整備し、それらに基づき適切な会計処理を行っている。また、適切な財

　　　務諸表を作成する体制を構築するために、決算担当部署である経理課に適切な人員を配置すると

　　　ともに、外部研修の受講等により人材育成に取り組んでいる。

　　・財務諸表作成にかかる正確性を検証するために、チェックリスト方式による確認を行うとともに、

　　　内部監査部署が決算業務にかかる内部管理体制の適正性・有効性を検証している。これらの過程

　　　を経て、適切な財務情報とその適正性、内部監査の有効性について、毎年度、ディスクロージャ

　　　ー誌にて開示等を行っている。

　　８８．．県県中中央央会会のの業業務務監監査査、、経経営営相相談談ととのの連連携携

　当組合の適切な内部統制の構築・運用を図るため、県中央会の業務監査、経営相談と連携する。

　【運用状況について】

　　・県中央会の業務監査による経営上の重大なリスクに対する統制状況の検証、拠点往査等により、

　　　内部統制システムの運用状況について外部目線による評価を受けている。また、県中央会の業務

　　　監査の指摘事項について、改善に取り組むとともに、内部監査も活用してその改善状況をフォロ

　　　ーしている。　

　　・経営上の各種課題について、県中央会からの情報提供及び経営相談により早期にリスクを認識し、

　　　課題解決を図っている。
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２２．．組組合合のの運運営営組組織織のの状状況況にに関関すするる事事項項

（１）総代会の開催状況及び重要な事項の決議状況

第２７回通常総代会（令和６年６月２４日　午前９時３０分開催）

重要な議事及び決議事項

令和５年度の貸借対照表、損益計算書、注記表の内容及び附属明細書並

びに会計監査人の監査報告及び監事の監査報告について

令和５年度の事業報告及び剰余金処分案について

定款及び定款附属書総代選挙規程の一部変更について

令和６年度事業計画の設定について

令和６年度における理事及び監事の報酬額について

農産物の受検及び代金等の受領手続きの委任について

　この総代会において決議した事項のうち、権利義務に関係しない軽微

な事項の修正及び違算・誤字の訂正並びに法令その他行政庁の指示等に

より補正変更を必要とする場合には、その主旨に反しない範囲内におい

てその変更を理事会に一任する。

上記の議案については、原案のとおり承認可決されました。

附帯決議(案)

第３号議案

第４号議案

第５号議案

 　名

 　名

 　名

　 名

総代会日現在総代数 500  　名

第２号議案

第１号議案

報 告 事 項

出席総代数

実 際 に 出 席 し た 総 代 150

-             

321

471

代 理 人

書 面

計
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（２）組合員の状況

①　組合員の数及びその増減 （単位：組合員数）

摘　要　　　１．当期末正組合員戸数
　　　　　　２．当期末准組合員戸数

②　出資口数とその増減、その他の出資の状況 （単位：口）

摘　要　　　１．出資１口金額
　　　　　　２．当期末払込済出資総額
　　　　　　３．１正組合員当たり出資金額
　　　　　　４．１正組合員の持口最高限度

288

-   -   

-             969農事組合法人

その他の法人

-   -   -   -   -   1 -     

1   67 1

個 人 11,712 597 103 27 179

-   

除名 合計

個 人

当期末 増減

7,158 109 35 32 215 -   282

当期脱退

6,985 ▲ 173

資格区分 前期末
当期
加入

持分
全部の
譲渡

資格
喪失

死亡
又は
解散

正
組
合
員 66 2

1 -     

-   

-   -   2

72 -     -   1

-   309 12,000

-     

農 事 組 合 法 人 4 -     -   -   -   

農 業 協 同 組 合 2 -     -   -   -   

法
人

農事組合法人

その他の法人 1

394 -   593 19,130 115合 計

-   1 71 ▲ 1

准
組
合
員

19,015 708 139 60

-   -   4 -     

そ の 他 の 団 体

6,937
10,295

戸
戸

資格区分

個 人

前期末 当期増加

正
組
合
員

計 1,936,423 29,693

法
人

74,964 1,891,152

当期減少 当期末

1,933,138

3,235

28,774

-             

74,914

50

1,886,998

3,185

50 919

1,092 -             -             1,092

個 人

農 業 協 同 組 合

農 事 組 合 法 人

そ の 他 の 団 体

460,543

359

2,388,315

2,388,315,000
1,000

処 分 未 済 持 分 11,602 10,808 11,602 10,808

計 468,292 41,241 23,178 486,355

准
組
合
員

-             -             359

6,298 -             869           5,429

41,241 22,309 479,475

268,134
1,000

円
円
円
口

合 計 2,416,317 81,742 109,744
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（３）役員の状況

（注１）農業経営基盤強化促進法第13条第１項に定める認定農業者10名、農業協同組合法（以下、「農協法」とい
　　　　う。）第30条第12項第２号で定める実践的能力者12名の計22名により、農協法第30条第12項の要件を満た
　　　　している。
（注２）理事のうち、農協法第30条第12項第２号の規定に該当する者（実践的能力者）は次のとおりである。当該
　　　　理事については、経験や実績等から、当組合の行う事業又は法人の経営に関し実践的な能力を有すると判
　　　　断している。　①農業協同組合（連合会含む）に従事した者　②当組合の常勤又は非常勤役員経験者
　　　　③株式会社の代表取締役又は管理職以上であった者
（注３）常務理事兵藤信一は、農協法第30条第３項の信用事業を担当する専任の理事である。
（注４）当組合では、当組合の理事及び監事の全員を被保険者とする農協法第35条の８第１項に規定する役員賠償
　　　　責任保険契約を保険会社との間で締結している。当該保険契約は、被保険者が組合の役員の地位に基づき
　　　　行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償
　　　　金や争訟費用の損害等を補填するものである。

（４）職員の状況

①職員数の増減、その他職員の状況 （単位：人）

備　考

（注１）職員数は出向者、休職者及び常勤嘱託等を含んでおり、被出向者及び臨時的又は季節的雇用者を含んで
　　　　いない。
（注２）「平均年齢」及び「平均勤続年数」は常勤嘱託等を除いた値である。

17 年 5 ヶ月

前期末

-            2           5

当期末
38 歳 10 ヶ月
17 年 3 ヶ月

-    5

38 歳 11

534
うち常勤嘱託
う ち 出 向 者

132 14           14          60 72 132
7

合 計 538 44           48          307 227

ヶ月

1    

488
13

1

1            

-            

38
1           

1           

266
11

-    

伊 藤 光 代
小 林 信
早 川 智 洋

西 郷 和 久
鷹 羽 紀 美 子

大 林 克 至
林 和 久
中 島 康
小 柳 津 香 奈

監 事

夏 目 陽 一 郎

金 子 親 夫
柴 田 隆 夫
山 本 浩 司
那 須 博 人

㈱ＪＡあぐりパーク食彩村監査役

〃

〃

〃
〃

〃

役 職 名

代 表 監 事

〃
〃
〃

〃
〃
〃

〃
〃

平 均 勤 続 年 数
平 均 年 齢

〃
〃

代表理事組合長
常 務 理 事
常 務 理 事
常 務 理 事
理 事

〃

〃

〃
〃
〃
〃

一 般 職 員
営 農 指 導 員

生 活 指 導 員

489
13

2

〃
〃

常 勤 監 事

氏　  名

伊 藤 友 之
山 口 浩
兵 藤 信 一
繁 原 好 幸
岡 本 睦 子
山 口 兵 庫
天 野 能 伸
宮野 久留美
稲 垣 雅 也
青 木 伸 浩
小 栁 津 裕 次
福 井 直 子
鈴 木 正 吾
中 島 芳 松
長 坂 和 則
髙 井 正 和
松 井 敏 宏

〃
〃
〃
〃
〃
〃

〃
〃
〃

常勤・非
常勤の別
常　勤

〃
〃
〃

〃
非常勤

〃
〃

金融共済・経済委員
金融共済・経済委員
金融共済・経済委員

代表権
の有無

有

常　勤
非常勤

〃
〃
〃
〃
〃
〃

〃
〃
〃

〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃

〃
〃
〃
〃
〃
〃

〃
〃
〃
〃
〃
〃

総務・経済委員
金融共済・経済委員

無
兼職42先
管理担当、兼職６先
信用・共済事業担当
経済事業担当、兼職８先
総務・金融共済委員
総務・金融共済委員
総務・経済委員
総務・経済委員
金融共済・経済委員
総務・金融共済委員
金融共済・経済委員
総務・経済委員
総務・経済委員
総務・金融共済委員
総務・金融共済委員
総務・経済委員
金融共済・経済委員

〃
総務・金融共済委員

担当その他

金融共済・経済委員

農協法第30条第12項
に基づく要件

実践的能力者
　　 〃
　　 〃
　　 〃
　　 〃
　　 〃
認定農業者
実践的能力者

認定農業者
　　 〃

認定農業者
　　 〃
　　 〃
　　 〃
　　 〃

　　 〃
　　 〃
　　 〃
認定農業者
実践的能力者
認定農業者
実践的能力者

当期増加 当期減少

中 村 美 恵 〃
〃
〃
〃
〃

営 農 相 談 員 34          6            8           30 2 32

員外監事

37 222
2

男 女 計
当 期 末

区　  分

〃
〃

前 期 末
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（５）組織の構成

①　組合の機構 （令和７年４月１日現在）

（注）㈱ＪＡあいちエネルギーに給油所６ヶ所を経営移管しており、施設を貸与している。

中央支店

石巻支店
岩田支店

磯辺支店

吉田方支店

西支店
前芝支店

東田支店

二川支店

高師原支店 いなみ支店

高豊支店

大津支店

ローンセンター

大村、石巻各給油所

普 及 課

基幹支店 一般支店 地区支店

信用業務課

資金運用課
金 融 部

常

務

事務指導課

融　資　課

共済事務課

共 済 部 査 定 課

自動車課

資産相談課
（経営移管）

㈱ＪＡあいちエネルギー

不動産センター

いなみ、豊南、野依、神野新田

第六事業所

理

事

会

店舗産直課

生活燃料課

経 済 部 農 機 課

指導推進課

畜 産 課

第一事業所

総

(

代

)

会

組

合

長

常

務

第二事業所

第三事業所

第四事業所

第五事業所

監

事

会

代

表

監

事

常

勤

監

事

営 農 部
営農企画課

営農資材課

総 務 部 総 務 課

人 事 課

営農販売課

審 査 課常

務

企 画 課
総合企画部

経 理 課

組合員課

監 査 室
経営支援課

リスク管理部 リスク管理課

産直プラザ二川、JAファーマーズマーケット吉田方店

調理実習室、加工室

農産物検査員

育苗センター、ライスセンター、低温倉庫

予冷センター、選果場、野菜集出荷場

花き集出荷場

いちご育苗施設、土壌診断室

野菜育苗センター

飼料倉庫

フルーツショップゆめ彩館、産直プラザ岩田、米販売所

生活センター、ジョイフル杉山、グリーンセンター磯辺

ＬＰガス、生活購買

農業機械整備工場、西部農機センター

自動車整備工場
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（令和７年３月３１日現在）

（注）㈱ＪＡあいちエネルギーに給油所６ヶ所を経営移管しており、施設を貸与している。

監 査 室
経営支援課

リスク管理部 リスク管理課

調理実習室、加工室

農産物検査員

育苗センター、ライスセンター、低温倉庫

審 査 課常

務

企 画 課
総合企画部

経 理 課

組合員課

総 務 部 総 務 課

人 事 課

営農販売課

畜 産 課

第一事業所

総

(

代

)

会

組

合

長

常

務

第二事業所

第三事業所

第四事業所

第五事業所

監

事

会

代

表

監

事

常

勤

監

事

営 農 部
営農企画課

営農資材課

指導推進課

産直プラザ二川、ＪＡファーマーズマーケット吉田方店

フルーツショップゆめ彩館、産直プラザ岩田、米販売所

生活センター、ジョイフル杉山、グリーンセンター磯辺

ＬＰガス、生活購買

農業機械整備工場、西部農機センター

第六事業所

理

事

会

店舗産直課

生活燃料課

経 済 部 農 機 課

大村、石巻各給油所

ローンセンター

自動車課

資産相談課
（経営移管）

㈱ＪＡあいちエネルギー

自動車整備工場

不動産センター

いなみ、豊南、野依、神野新田

信用業務課

資金運用課
金 融 部

常

務

事務指導課

融　資　課

共済事務課

共 済 部 査 定 課

普 及 課

基幹支店 一般支店 地区支店

二川支店

高師原支店 いなみ支店

高豊支店

大津支店
中央支店

石巻支店
岩田支店

磯辺支店

吉田方支店

西支店
前芝支店

東田支店

予冷センター、選果場、野菜集出荷場

花き集出荷場

いちご育苗施設、土壌診断室

野菜育苗センター

飼料倉庫
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②　組合員組織 （令和７年３月３１日現在）

（単位：人）

【第五事業所管内】

【第六事業所管内】

【花き】

【畜産】

【その他】

（注）当組合の組合員組織を記載している。

6

肉牛部会 岩 瀬 浩 10

年金友の会

303

101

52

高品質豚勉強会 鈴 木 達 矢 2

　黒潮牛研究会 下 澤 吉 孝 4

　肉牛ヘルパー研究会 鈴 木 陸 郎 7

111

120

19

42

茄子部会 中 岡 達 雄 6

17

22

37

27

29

37

52

61

5

洋菜部会 山 田 秀 実 12

第五冬瓜同好会 河 邊 敏 明 12

大村茄子部会

組 織 名 代表者名

生産部会 支部代表者38名

女性部会 内 藤 美 子

6

16

2

69

54

45

31

216

11

446

6,985

構成員数

1,115

豊橋農協受託協議会 小 林 和 仁

ミニトマト部会 伊 藤 浩 治

トマト部会 河 合 昌 英

キャベツ部会 伊 藤 政 志

青年部会 佐 藤 和 樹

大葉部会 角 谷 和 久

玉ねぎ部会 内 藤 雅 文

白菜部会 岩 瀬 守 雄

柿部会 小 林 伸 嘉

ハウスエンドウ部会 河 合 章 夫

いちご部会 山 本 茂 義

梨部会 今 川 誠 司

加工トマト部会 船 井 辰 哉

ぶどう部会 守 田 作 丞

ハウスキュウリ部会 彦 坂 孝 之

イチジク部会 平 川 浩 明

桃部会 坂 田 至

二川みかん研究会 岡 下 敏 彦

洋菜部会 尾 崎 哲 也

スイートコーン部会 鈴 木 啓 文

メロン部会 宮 下 孝 弘

にがうり同好会 加 藤 浩 二

【第一～第四事業所管内】

小松菜同好会 鈴 木 延 安 4

代表者名 構成員数

水耕部会 長 坂 稔 5

西瓜連絡協議会 渡 辺 孝 弘 54

東海みかん組合 尾 崎 守 彦

荒茶研究会 長 坂 頼 伸

組 織 名

琉球冬瓜同好会

大村園芸部会 鈴 木 謙 吉

アールスメロン部会 夏 目 一 男

茄子部会

17

岡 野 慎 吾 24

彦 坂 直 良

温室柿研究会 印 貢 大 起 5

白ねぎ部会 内 藤 雅 嗣 2

苗物研究会 山 本 健 児 3

2

カーネーション部会 小清水 泰記

　肉牛青年部 鈴 木 陸 郎 5

3岩 瀬 浩　和牛研究会

内 藤 充 洋 3

かすみ草部会 尾 川 正 典 3

菊部会 松 橋 陸 典

バラ部会 天 野 嘉 也 9

スイートピー部会 松 井 一 朗 4

デルフィニューム部会 外 山 崇 22

切花部会 大 橋 利 広 37

グロリオサ部会 白 井 真 次 10

産直部会 村 松 大 輔 726

大 野 庄 一 10,188

資産管理部会 田 邊 安 孝 97
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（６）施設の設置状況

①　組合の施設の状況 （令和７年３月３１日現在）

野 菜 育 苗 ハ ウ ス 野依町字南丸山323他

Ａ Ｔ Ｍ

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 花 き 集 出 荷 場 野依町字南丸山337 平成21年度強い農業づくり事業

〃 野 菜 集 出 荷 場 野依町字南丸山457-1

集 出 荷 場 予 冷 セ ン タ ー 野依町字南丸山327-1

育苗センター 水 稲 育 苗 セ ン タ ー 神野新田町字ソノ割28

〃 い ち ご 育 苗 施 設 石巻本町字茶ノ木80

〃

〃 明 治 低 温 倉 庫 牟呂町字東明治川添26

〃 明 治 農 業 倉 庫 牟呂町字東明治川添27

〃 西部ライスセンター 牟呂町字東明治川添28

農 業 倉 庫 寺 沢 農 業 倉 庫 寺沢町字深沢52

ライスセンター 南部ライスセンター 寺沢町字深沢47-1

事 業 所 第 一 事 業 所 細谷町字井ノ上117-1

〃 第 二 事 業 所 伊古部町字東荒子183-1

〃 第 五 事 業 所 牟呂町字東明治川添89

〃 第 六 事 業 所 石巻本町字太夫橋1-2

〃 第 三 事 業 所 老津町字西高縄51

〃 第 四 事 業 所 野依町字南丸山317-1

〃 東田支店アピタ向山店 向山町字中畑1-1

〃 吉 田 方 支 店 菰口町六丁目32

〃 磯 辺 支 店 中野町字野中40

〃 東 田 支 店 東郷町8

〃 石 巻 支 店 石巻本町字東野14-4

〃 前 芝 支 店 前芝町字堤上121-1

〃 岩 田 支 店 中岩田二丁目7-3

〃 大 津 支 店 杉 山 店

支 店 二 川 支 店 雲谷町字ハシヅメ3-78

〃 い な み 支 店 細谷町字近見山40-1

種  　別 名　  称 所 在 地 摘  　要

本 店 本 店 野依町字西川5

〃 高 豊 支 店 伊古部町字東荒子195

〃

〃 中 央 支 店 野依町字西川5

〃 高 師 原 支 店 浜道町字沢東7-1

大 津 支 店 老津町字薬師前64-1

〃 西 支 店 牟呂公文町12-1

自動化機器店舗 高 豊 支 店 食 彩 村 店 東七根町字一の沢113

杉山町字谷下145-1

〃 石 巻 支 店 北 店 石巻西川町字道上81

〃 中央支店ピアゴ大清水店 南大清水町字富士見700-1

〃 前 芝 支 店 大 村 店 大村町字松浦13

〃 磯 辺 支 店 福 岡 店 鴨田町44
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（令和７年３月３１日現在）

②　共済事業の委託施設の状況

ア　代理業者数の推移

イ　当期新規代理業者

自動車修理

名　  称

共 済 代 理 店 リノベースオート 豊橋市浜道町字南側125

主たる事務所の所在地

合　  計 64箇所

44 1         1         44        

項　  目 前 期 末 当期増加 当期減少 当 期 末

共 済 代 理 店 数

代理業以外の主要業務

購 買 店 舗 産 直 プ ラ ザ 二 川 雲谷町字ハシヅメ3-78

その他営農施設 飼 料 倉 庫 野依町字西川5

〃 産 直 プ ラ ザ 岩 田 中岩田二丁目7-3

〃 ＪＡファーマーズマーケット吉田方店 菰口町六丁目30

種　  別 名  　称 所 在 地 摘　  要

平成26年度強い農業づくり事業選 果 場 ト マ ト 選 果 場 野依町字南丸山340-2

〃 果樹等総合集出荷場 石巻本町字太夫橋1-2

〃 な す 選 果 場 老津町字西高縄1

集 出 荷 場 大 村 出 荷 場 大村町字仲田38

給 油 所 い な み 給 油 所 小島町字小舟111

〃 ジ ョ イ フ ル 杉 山 杉山町字谷下145-1

〃 フルーツショップゆめ彩館 石巻本町字中田44-1

〃 グリーンセンター磯辺 中野町字野中40

〃 野 依 給 油 所 野依町字花ノ木126-1

〃 豊 南 給 油 所 西赤沢町字堂田391-1

〃 農 業 機 械 整 備 工 場 野依町字西川5

〃 神 野 新 田 給 油 所 神野新田町字ロノ割80

〃 研 修 棟 野依町字西川5

〃 大 村 給 油 所 大村町字仲田41-2

〃 石 巻 給 油 所 石巻本町字中田48-1

そ の 他 経 済 部 棟 野依町字西川5

〃 自 動 車 整 備 工 場 野依町字西川5

〃 資 料 保 管 庫 野依町字西川5

子 会 社 ㈱ＪＡあぐりパーク食彩村 東七根町字一の沢113

〃 不 動 産 セ ン タ ー 野依町字西川5

〃 西 部 農 機 セ ン タ ー 牟呂町字東明治川添89

〃 ロ ー ン セ ン タ ー 東郷町8
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（７）子会社等の状況

①　子会社の概況

（令和７年３月３１日現在）

所 在 地 豊橋市東七根町字一の沢１１３番地

主 要 な 事 業 内 容 農産物、畜産物の加工、販売　ほか

施 設 の 概 要 鉄骨造平屋建て　１，２８６㎡

会 社 名 株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村

代 表 者 名 伊藤　友之

設 立 年 月 日 平成２０年７月４日

（ 保 有 議 決 権 数 ／ 総 議 決 権 数 ） （７５０株／１，０００株）

当 組 合 の 議 決 権 比 率 ７５．００％

資 本 金 総 額 ５０，０００，０００円（１，０００株）

 − 23  −



（１）役員に対する報酬等の明細 （単位：千円）

１．退任役員に対して理事在任期間に応じて支給した退職慰労金
２．退任役員に対して監事在任期間に応じて支給した退職慰労金

（２）役員等の兼職又は兼業の明細（当期末現在）

（３）役員との間の取引の明細 （単位：千円）

経営管理委員

合 計 84,00080,640

－〃 兵藤　信一 〃 〃 －

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村常務理事

愛知県経済農業協同組合連合会

愛知県厚生農業協同組合連合会

全国共済農業協同組合連合会愛知県本部

東三河縦貫道路建設促進期成同盟会

ほか４先

西郷　和久

令令和和６６年年度度
令令和和６６年年４４月月１１日日かからら
令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで

事事業業報報告告のの附附属属明明細細書書

取締役

幹事

兼職等先
での役職名

副会長理事

経営管理委員

経営管理委員

運営委員

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村 代表取締役

ほか36先

農業

監査役

〃 繁原　好幸 〃 〃

株式会社東三河食肉流通センター 取締役

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村

常勤監事 〃 株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村

取締役

ほか６先

なし
なし

役 職 名 氏  　名
常勤・非
常勤の別

代表権
の有無

兼職先名又は兼業事業名

愛知県信用農業協同組合連合会

代表理事
組合長

伊藤　友之

山口　浩 〃 無

愛知県農業協同組合中央会

有常　勤

総代会で定められた報酬等限度額

理 事 66,000

監 事 18,000

区　  分 当期中の報酬等支払額

63,240

17,400

役 職 等

監 事 （ １ 名 ）

▲ 38,715

1,480

2,400

理 事 （ ６ 名 ）

取引金額

当期首残高

当期末残高

当期増減額

3,202

802

当期取引額

当期首残高

当期末残高

当期増減額

当期取引額

金銭の貸付

-       

162,491

201,206

金銭の貸付

取引の種類
摘　  要

取引内容及び金額
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（１）役員に対する報酬等の明細 （単位：千円）

１．退任役員に対して理事在任期間に応じて支給した退職慰労金
２．退任役員に対して監事在任期間に応じて支給した退職慰労金

（２）役員等の兼職又は兼業の明細（当期末現在）

（３）役員との間の取引の明細 （単位：千円）

経営管理委員

合 計 84,00080,640

－〃 兵藤　信一 〃 〃 －

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村常務理事

愛知県経済農業協同組合連合会

愛知県厚生農業協同組合連合会

全国共済農業協同組合連合会愛知県本部

東三河縦貫道路建設促進期成同盟会

ほか４先

西郷　和久

令令和和６６年年度度
令令和和６６年年４４月月１１日日かからら
令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで

事事業業報報告告のの附附属属明明細細書書

取締役

幹事

兼職等先
での役職名

副会長理事

経営管理委員

経営管理委員

運営委員

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村 代表取締役

ほか36先

農業

監査役

〃 繁原　好幸 〃 〃

株式会社東三河食肉流通センター 取締役

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村

常勤監事 〃 株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村

取締役

ほか６先

なし
なし

役 職 名 氏  　名
常勤・非
常勤の別

代表権
の有無

兼職先名又は兼業事業名

愛知県信用農業協同組合連合会

代表理事
組合長

伊藤　友之

山口　浩 〃 無

愛知県農業協同組合中央会

有常　勤

総代会で定められた報酬等限度額

理 事 66,000

監 事 18,000

区　  分 当期中の報酬等支払額

63,240

17,400

役 職 等

監 事 （ １ 名 ）

▲ 38,715

1,480

2,400

理 事 （ ６ 名 ）

取引金額

当期首残高

当期末残高

当期増減額

3,202

802

当期取引額

当期首残高

当期末残高

当期増減額

当期取引額

金銭の貸付

-       

162,491

201,206

金銭の貸付

取引の種類
摘　  要

取引内容及び金額

（豊橋農業協同組合）

（単位：千円）

( ) ( )

令令和和６６年年度度　　（（令令和和７７年年３３月月３３１１日日現現在在））　　貸貸借借対対照照表表

負負 債債 及及 びび 純純 資資 産産 のの 部部 合合 計計 335522,,000022,,669966

金　  額

(3) その他の信用事業負債

そ の 他 の 負 債

２２．． 共共 済済 事事 業業 負負 債債

(1)

(2)

(3)

共 済 資 金

未 経 過 共 済 付 加 収 入

その他の共済事業負債

３３．． 経経 済済 事事 業業 負負 債債

(3) その他の経済事業負債

４４．．

▲ 10,808

▲▲  22,,339977,,558800

▲ 2,397,580

2222,,888833,,113311

(3) 処 分 未 済 持 分

２２．． 評評 価価 ・・ 換換 算算 差差 額額 等等

その他有価証券評価差額金

純純 資資 産産 のの 部部 合合 計計

4,794,550

3,600,000

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

施 設 投 資 積 立 金

9,906,456

12,996,748

2255,,228800,,771111

(1) 出 資 金 2,388,315

22,903,204

１１．． 組組 合合 員員 資資 本本

(2) 利 益 剰 余 金

(4) ポ イ ン ト 引 当 金 59,802

(5) 特例業務負担金引当金 281,905

332299,,111199,,556655負負 債債 のの 部部 合合 計計

（（ 純純 資資 産産 のの 部部 ））

(1) 賞 与 引 当 金 138,796

508,475

(3) 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 36,512

(2) 退 職 給 付 引 当 金

(3) 資 産 除 去 債 務 1,092

(4) そ の 他 の 負 債 568,508

11,,002255,,449922５５．． 諸諸 引引 当当 金金

55,750

888800,,002222

(1) 未 払 法 人 税 等 69,768

240,652(2) リ ー ス 債 務

12,453

11,,337788,,554411

(1) 経 済 事 業 未 払 金 1,196,570

(2) 経 済 受 託 債 務 126,220

雑雑 負負 債債

997755,,660066

375,191

587,961

(2) 借 入 金 5,255,592

1,786,581

未 払 費 用 187,916

1,598,665

科  　目

（（ 負負 債債 のの 部部 ））

１１．． 信信 用用 事事 業業 負負 債債 332244,,885599,,990033

(1) 貯 金 317,817,728

335522,,000022,,669966資資 産産 のの 部部 合合 計計

子 会 社 等 出 資 37,500

７７．． 繰繰 延延 税税 金金 資資 産産 11,,332222,,993311

系 統 出 資 14,455,000

系 統 外 出 資 171,975

(2) 無 形 固 定 資 産 6,173

６６．． 外外 部部 出出 資資 1144,,666644,,447755

その他の有形固定資産 2,116,466

減 価 償 却 累 計 額 ▲ 9,605,070

リ ー ス 資 産 637,376

878,483当期未処分剰余金

う ち 当 期 剰 余 金 714,449

機 械 装 置 2,574,602

土 地 3,975,761

595,944

2,620,000

81,093

376,676

50,000

情報システム対策積立金

リスク対策積立金

固定資産圧縮積立金

税効果調整積立金

記 念 事 業 積 立 金

(1) 有 形 固 定 資 産 9,399,708

建 物 9,700,570

４４．． 雑雑 資資 産産 441111,,112299

５５．． 固固 定定 資資 産産 99,,440055,,888822

(4) その他の経済事業資産 8,470

(5) 貸 倒 引 当 金 ▲ 173,530

購 買 品 362,460

そ の 他 の 棚 卸 資 産 47,603

(1) その他の共済事業資産 11,579

(2) 経 済 受 託 債 権 75,081

(3) 棚 卸 資 産 410,064

３３．． 経経 済済 事事 業業 資資 産産 22,,556699,,447700

(1) 経 済 事 業 未 収 金 2,249,384

(6) 貸 倒 引 当 金 ▲ 203,302

２２．． 共共 済済 事事 業業 資資 産産 1111,,557799

1,452,265

そ の 他 の 資 産 112,859

(4) 貸 出 金 57,366,895

(5) その他の信用事業資産 1,565,125

未 収 収 益

244,377

受 益 証 券 474,418

社 債 12,382,336

株 式

地 方 債 6,586,970

政 府 保 証 債 900,890

(3) 有 価 証 券 29,936,070

国 債 9,347,078

系 統 預 金 233,837,276

系 統 外 預 金 39,855

科  　目

（（ 資資 産産 のの 部部 ））

金　  額

(1) 現 金 1,075,308

(2) 預 金 233,877,132

332233,,661177,,222288１１．． 信信 用用 事事 業業 資資 産産
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（豊橋農業協同組合）

（単位：千円）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

774400,,774411

11,,119977,,113344

11,,336677,,559900

55,,551133,,995544

11,,889933,,117733

77,,998844,,888844

66,,661177,,229944

776655,,663399

2244,,889988

11,,225544,,114477

5577,,001133

金　  額

440022,,884477

1,391,837

194,593

455,854

51,400

13,041,917

7,527,962

2,093,685

96,298

資 金 運 用 収 益

信信 用用 事事 業業 総総 利利 益益

共共 済済 事事 業業 総総 利利 益益

購購 買買 事事 業業 総総 利利 益益

販販 売売 事事 業業 総総 利利 益益

((77)) 販販 売売 事事 業業 収収 益益

((55)) 購購 買買 事事 業業 収収 益益

((66)) 購購 買買 事事 業業 費費 用用

購 買 品 供 給 原 価 6,496,167

((33))

そ の 他 の 収 益

令令和和６６年年４４月月１１日日かからら

販 売 費 11,017

そ の 他 の 費 用 13,880

▲ 170

そ の 他 の 収 益 212,166

((88)) 販販 売売 事事 業業 費費 用用

販 売 手 数 料 553,473

そ の 他 の 費 用 79,789

▲ 12,586

22,,229966,,002200

科  　目

１１．． 事事 業業 総総 利利 益益

((11)) 信信 用用 事事 業業 収収 益益

事 業 収 益

事 業 費 用

((22)) 信信 用用 事事 業業 費費 用用

そ の 他 事 業 直 接 収 益 6,947

そ の 他 経 常 収 益 99,088

役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用 308,598

27,975

66,272

う ち 給 付 補 填 備金 繰入

う ち 借 入 金 利 息

う ち そ の 他 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 費 用

298,376

127

4,503

5,590

((44)) 共共 済済 事事 業業 費費 用用

1,175,494共 済 付 加 収 入

共共 済済 事事 業業 収収 益益

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益 ▲ 50,809

78,652

購 買 品 供 給 費

購 買 品 供 給 高 7,587,224

購 買 手 数 料 290,183

共 済 推 進 費

そ の 他 の 費 用

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益

令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで
令令和和６６年年度度 損損益益計計算算書書

う ち 預 金 利 息

う ち 有 価 証 券 利 息

う ち 貸 出 金 利 息

う ち そ の 他 受 入 利 息

う ち 貯 金 利 息

8,559

48,453

41,337

そ の 他 の 収 益 107,476
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（豊橋農業協同組合）

（単位：千円）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

774400,,774411

11,,119977,,113344

11,,336677,,559900

55,,551133,,995544

11,,889933,,117733

77,,998844,,888844

66,,661177,,229944

776655,,663399

2244,,889988

11,,225544,,114477

5577,,001133

金　  額

440022,,884477

1,391,837

194,593

455,854

51,400

13,041,917

7,527,962

2,093,685

96,298

資 金 運 用 収 益

信信 用用 事事 業業 総総 利利 益益

共共 済済 事事 業業 総総 利利 益益

購購 買買 事事 業業 総総 利利 益益

販販 売売 事事 業業 総総 利利 益益

((77)) 販販 売売 事事 業業 収収 益益

((55)) 購購 買買 事事 業業 収収 益益

((66)) 購購 買買 事事 業業 費費 用用

購 買 品 供 給 原 価 6,496,167

((33))

そ の 他 の 収 益

令令和和６６年年４４月月１１日日かからら

販 売 費 11,017

そ の 他 の 費 用 13,880

▲ 170

そ の 他 の 収 益 212,166

((88)) 販販 売売 事事 業業 費費 用用

販 売 手 数 料 553,473

そ の 他 の 費 用 79,789

▲ 12,586

22,,229966,,002200

科  　目

１１．． 事事 業業 総総 利利 益益

((11)) 信信 用用 事事 業業 収収 益益

事 業 収 益

事 業 費 用

((22)) 信信 用用 事事 業業 費費 用用

そ の 他 事 業 直 接 収 益 6,947

そ の 他 経 常 収 益 99,088

役 務 取 引 等 収 益

資 金 調 達 費 用 308,598

27,975

66,272

う ち 給 付 補 填 備金 繰入

う ち 借 入 金 利 息

う ち そ の 他 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 経 常 費 用

298,376

127

4,503

5,590

((44)) 共共 済済 事事 業業 費費 用用

1,175,494共 済 付 加 収 入

共共 済済 事事 業業 収収 益益

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益 ▲ 50,809

78,652

購 買 品 供 給 費

購 買 品 供 給 高 7,587,224

購 買 手 数 料 290,183

共 済 推 進 費

そ の 他 の 費 用

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益

令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで
令令和和６６年年度度 損損益益計計算算書書

う ち 預 金 利 息

う ち 有 価 証 券 利 息

う ち 貸 出 金 利 息

う ち そ の 他 受 入 利 息

う ち 貯 金 利 息

8,559

48,453

41,337

そ の 他 の 収 益 107,476

( ) ( )

( ) ( )

2244,,005555

5511,,004488

▲▲  77,,556644

12,039

9922,,114433

179,057

35,573

60,254

1,485

16,044

13,182

226688,,555500

771144,,444499

561

33,,228811

558855,,338855

331188,,224433

868

６６．． 特特 別別 損損 失失

５５．． 特特 別別 利利 益益

(1) 一 般 補 助 金

(1) 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

(1) 固 定 資 産 処 分 損

税税 引引 前前 当当 期期 利利 益益
(2) 固 定 資 産 圧 縮 損

4477,,883355

887788,,448833

金  　額

887722,,991155

556611

11,,442299

887722,,004477

115577,,559988

3300,,771122

44,,992288,,556699

109,762

47,835

561

▲ 15

3,296,002

484,469

193,947

919,395

34,754

441,418

▲ 1,417

53,118

2,069

16,789

24,354

709,968

3,839

558

当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

(2) 法 人 税 等 調 整 額

当当 期期 剰剰 余余 金金

当当 期期 首首 繰繰 越越 剰剰 余余 金金

税税 効効 果果 調調 整整 積積 立立 金金 取取 崩崩 額額

７７．． 法法 人人 税税 等等 合合 計計

情情 報報 シシ スス テテ ムム 対対 策策 積積 立立 金金 取取 崩崩 額額

経経 常常 利利 益益

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益

(5) 雑 収 入

４４．． 事事 業業 外外 費費 用用

(3) 雑 損 失

(1) 寄 付 金

(2) 賃 貸 費 用

(1) 受 取 雑 利 息

(2) 受 取 出 資 配 当 金

(3) 賃 貸 料

事事 業業 利利 益益

３３．． 事事 業業 外外 収収 益益

(3) 諸 税 負 担 金

(4) 施 設 費

(5) そ の 他 事 業 管 理 費

２２．． 事事 業業 管管 理理 費費

(1) 人 件 費

(2) 業 務 費

(15) 指 導 事 業 収 入

(16) 指 導 事 業 支 出

指指 導導 事事 業業 収収 支支 差差 額額

(13) 宅 地 等 供 給 事 業 収 益

(14) 宅 地 等 供 給 事 業 費 用

宅宅 地地 等等 供供 給給 事事 業業 総総 利利 益益

(11) 利 用 事 業 収 益

(12) 利 用 事 業 費 用

利利 用用 事事 業業 総総 利利 益益

(10) 保 管 事 業 費 用

保保 管管 事事 業業 総総 利利 益益

科　  目

(9) 保 管 事 業 収 益

(4) 商 権 利 用 料 31,320

う ち 貸 倒 引 当 金戻 入益
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１１．．重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　①　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法

　　　　　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有区分ごとに次の

　　　　とおり行っている。

　　　　・満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）

　　　　・子会社株式……………………………移動平均法による原価法

　　　　・その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの……………………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）

　　　　　　市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

　　　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・購買品…………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　　　　　　　　　　　　ただし、店舗在庫、営農・生活物資の一部については、売価還元法による原価法（収

　　　　　　　　　　　　益性の低下による簿価切下げの方法）

　　　　・その他の棚卸資産…………最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　定率法により償却している。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物・建物附属設備並びに平

　　　　成28年４月１日以降に取得した構築物については、定額法により償却している。

　　　　　主な耐用年数は以下の通りである。

　　　　　・建物　　　　　３年～65年

　　　　　・機械装置　　　２年～15年

　　　②　無形固定資産

　　　　　定額法による。なお、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に

　　　　基づく定額法により償却している。

　　　③　リース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法により償却している。

　（３）引当金の計上基準

　　　①　貸倒引当金

　　　　　貸倒引当金は、あらかじめ定めている自己査定基準及び決算基準に則り、次のとおり計上している。

　　　　　個別貸倒引当金については、破産・特別清算等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務

　　　　者（破綻先）及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）にかかる債権について、債権額から担

　　　　保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除しその残額を計上している。また、現在、経

　　　　営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

　　　　務者（破綻懸念先）にかかる債権については債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

　　　　見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上している。

　　　　なお、債務者の支払能力の判断にあたっては、直近の返済実績に基づき回収可能額を算定している。

　　　　　上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上し

　　　　ており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率等の平均値に基づき損失

　　　　率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定している。

　　　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独

　　　　立した監査室が査定結果を監査している。

　　　②　賞与引当金

　　　　　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち支給対象期間が今年度に帰属する

　　　　額を計上している。

注注記記表表
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１１．．重重要要なな会会計計方方針針にに係係るる事事項項にに関関すするる注注記記

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　①　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法

　　　　　有価証券（株式形態の外部出資を含む）の評価基準及び評価方法は、有価証券の保有区分ごとに次の

　　　　とおり行っている。

　　　　・満期保有目的の債券…………………償却原価法（定額法）

　　　　・子会社株式……………………………移動平均法による原価法

　　　　・その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの……………………時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均法により算定）

　　　　　　市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法

　　　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　・購買品…………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　　　　　　　　　　　　ただし、店舗在庫、営農・生活物資の一部については、売価還元法による原価法（収

　　　　　　　　　　　　益性の低下による簿価切下げの方法）

　　　　・その他の棚卸資産…………最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　①　有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　定率法により償却している。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物・建物附属設備並びに平

　　　　成28年４月１日以降に取得した構築物については、定額法により償却している。

　　　　　主な耐用年数は以下の通りである。

　　　　　・建物　　　　　３年～65年

　　　　　・機械装置　　　２年～15年

　　　②　無形固定資産

　　　　　定額法による。なお、自組合利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）に

　　　　基づく定額法により償却している。

　　　③　リース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法により償却している。

　（３）引当金の計上基準

　　　①　貸倒引当金

　　　　　貸倒引当金は、あらかじめ定めている自己査定基準及び決算基準に則り、次のとおり計上している。

　　　　　個別貸倒引当金については、破産・特別清算等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務

　　　　者（破綻先）及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）にかかる債権について、債権額から担

　　　　保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除しその残額を計上している。また、現在、経

　　　　営破綻の状況にはないが、経営難の状態にあり、今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債

　　　　務者（破綻懸念先）にかかる債権については債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能

　　　　見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上している。

　　　　なお、債務者の支払能力の判断にあたっては、直近の返済実績に基づき回収可能額を算定している。

　　　　　上記以外の債権については、今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上し

　　　　ており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率等の平均値に基づき損失

　　　　率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定している。

　　　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、資産査定部署が資産査定を実施し、当該部署から独

　　　　立した監査室が査定結果を監査している。

　　　②　賞与引当金

　　　　　職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち支給対象期間が今年度に帰属する

　　　　額を計上している。

注注記記表表 　　　③　退職給付引当金

　　　　　職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

　　　　計上している。

　　　　　ア　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法について

　　　　　は、期間定額基準によっている。

　　　　　イ　数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　　　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一定の

　　　　　年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の事業年度から費用処理することとし

　　　　　ている。

　　　④　役員退職慰労引当金

　　　　　役員退職慰労金の支払いに備えるため、役員退職慰労金規程の定めに基づく期末要支給額を計上して

　　　　いる。

　　　⑤　ポイント引当金

　　　　　組合員・利用者の事業利用促進等を目的とする総合ポイント奨励制度に基づき、組合員・利用者に付

　　　　与したポイントの使用による費用発生に備えるため、当事業年度末において将来発生すると見込まれる

　　　　額を計上している。

　　　⑥　特例業務負担金引当金

　　　　　特例業務負担金の拠出に備えるため、当事業年度末において将来発生すると見込まれる額を計上して

　　　　いる。

　（４）収益及び費用の計上基準

　　　①　収益認識関連

　　　　　当組合の利用者等との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び収益

　　　　を認識する通常の時点は、以下のとおりである。

　　　　　ア　購買事業

　　　　　　農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業であり、当組合は

　　　　　利用者等との契約に基づき、購買品を引き渡す義務を負っている。この利用者等に対する履行義務は、

　　　　　購買品の引き渡し時点で充足することから、当該時点で収益を認識している。

　　　　　イ　販売事業

　　　　　　委託販売取引

　　　　　　　組合員が生産した農畜産物の販売を受託し、当組合が集荷して卸売市場等に販売する取引であり、　　　　　　

　　　　　　当組合は利用者等との契約に基づき、農畜産物を卸売市場等に売り渡す義務を負っている。この利

　　　　　　用者等に対する履行義務は、農畜産物の卸売市場等への売り渡し時点で充足することから、当該時

　　　　　　点で収益を認識している。

　　　　　ウ　利用事業

　　　　　　ライスセンター・育苗センター・共同選果場等の施設を設置して、共同で利用する事業であり、当

　　　　　組合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っている。この利用者等に対する履行義務

　　　　　は、各種施設の利用が完了した時点で充足することから、当該時点で収益を認識している。

　　　　　エ　宅地等供給事業

　　　　　　組合員の委託に基づき行う宅地等の売渡しの仲介サービス事業であり、利用者等との契約に基づい

　　　　　て当該役務を提供する履行義務を負っている。この利用者等に対する履行義務は、売買当事者間にお

　　　　　いて宅地等の売渡しが完了した一時点において充足されると判断し、仲介した物件の引渡時点で収益

　　　　　を認識している。

　（５）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式を採用している。ただし、固定資産に係る控除対象外消費

　　税等は当期の費用に計上している。
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　（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

　　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額が千円未満の科目については「０」で表示してい

　　る。

　（７）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　　　①　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について

　　　　　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業相互間取引の相殺表示を行っていない。よって、事

　　　　業別の収益及び費用については、事業相互間の内部取引も含めて表示している。

　　　　　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事業相互

　　　　間の内部損益を除去した額を記載している。

　　　②　当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について

　　　　　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額で収益を認

　　　　識して、購買手数料として表示している。

２２．．会会計計方方針針のの変変更更にに関関すするる注注記記

　（１）法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：133,700 千円　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を当事

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報業年度の期首から適用しております。これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

３３．．会会計計上上のの見見積積りりにに関関すするる注注記記

　（１）貸出金の一般貸倒引当金計上にあたっての貸倒実績率の補正

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：133,700 千円

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　　　貸出金の一般貸倒引当金は、過去の実績をもとにした貸倒実績率を算出し、これに将来見込み等必要

　　　　な修正を行ったうえで計上している。将来見込み等必要な修正は、当ＪＡの貸出金のポート・フォリオ、

　　　　主な内訳及び過去の貸倒状況や地域の人口動向・地価動向、主要貸出業種の収支見込み等に起因する貸

　　　　倒リスクを合理的に見積っている。このうち、地域の人口動向・地価動向、主要貸出業種の収支見込み

　　　　等は一定の仮説に基づいており、将来の不確実な地域経済状況等により、翌年度以降の計算書類におい

　　　　て計上する金額に重要な影響を与える可能性がある。

　（２）繰延税金資産の回収可能性

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：1,354,342  千円（繰延税金負債との相殺前）

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　　　繰延税金資産は、翌年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積り額を限度とし

　　　　計上している。

　　　　　翌年度以降の課税所得の見積りについては、地域の人口動向、経済情勢等組合の外部要因に関する情

　　　　報や組合が作成した内部資料（過去実績、収支見込み等）をもとに作成した中期計画及び事業計画を基

　　　　礎として、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積っている。このうち、地域

　　　　の人口動向、経済情勢及び収支見込み等は一定の仮説に基づいており、将来の不確実な経営環境及び組

　　　　合の経営状況の影響を受ける。よって、将来の課税所得が見積りと異なった場合には、翌年度以降の計

　　　　算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がある。

４４．．貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

　（１）資産から直接控除した引当金

　　　雑資産から控除されている貸倒引当金の額　　　 千円

　（２）固定資産の圧縮記帳額

　　　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額の総額は2,948,253千円であり、その内訳は次のと

　　おりである。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

25

土 地

18,123

256,669 建 物 1,505,992 構 築 物 166,121

機 械 装 置 998,896 車輌運搬具 2,449 器 具 備 品

 − 30  −



　（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

　　　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しており、金額が千円未満の科目については「０」で表示してい

　　る。

　（７）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　　　①　事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について

　　　　　当組合は、事業別の収益及び費用について、事業相互間取引の相殺表示を行っていない。よって、事

　　　　業別の収益及び費用については、事業相互間の内部取引も含めて表示している。

　　　　　ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則に従い、各事業相互

　　　　間の内部損益を除去した額を記載している。

　　　②　当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について

　　　　　購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、純額で収益を認

　　　　識して、購買手数料として表示している。

２２．．会会計計方方針針のの変変更更にに関関すするる注注記記

　（１）法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：133,700 千円　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日）等を当事

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報業年度の期首から適用しております。これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

３３．．会会計計上上のの見見積積りりにに関関すするる注注記記

　（１）貸出金の一般貸倒引当金計上にあたっての貸倒実績率の補正

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：133,700 千円

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　　　貸出金の一般貸倒引当金は、過去の実績をもとにした貸倒実績率を算出し、これに将来見込み等必要

　　　　な修正を行ったうえで計上している。将来見込み等必要な修正は、当ＪＡの貸出金のポート・フォリオ、

　　　　主な内訳及び過去の貸倒状況や地域の人口動向・地価動向、主要貸出業種の収支見込み等に起因する貸

　　　　倒リスクを合理的に見積っている。このうち、地域の人口動向・地価動向、主要貸出業種の収支見込み

　　　　等は一定の仮説に基づいており、将来の不確実な地域経済状況等により、翌年度以降の計算書類におい

　　　　て計上する金額に重要な影響を与える可能性がある。

　（２）繰延税金資産の回収可能性

　　　①　当事業年度の計算書類に計上した金額：1,354,342  千円（繰延税金負債との相殺前）

　　　②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　　　繰延税金資産は、翌年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所得の見積り額を限度とし

　　　　計上している。

　　　　　翌年度以降の課税所得の見積りについては、地域の人口動向、経済情勢等組合の外部要因に関する情

　　　　報や組合が作成した内部資料（過去実績、収支見込み等）をもとに作成した中期計画及び事業計画を基

　　　　礎として、当組合が将来獲得可能な課税所得の時期及び金額を合理的に見積っている。このうち、地域

　　　　の人口動向、経済情勢及び収支見込み等は一定の仮説に基づいており、将来の不確実な経営環境及び組

　　　　合の経営状況の影響を受ける。よって、将来の課税所得が見積りと異なった場合には、翌年度以降の計

　　　　算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性がある。

４４．．貸貸借借対対照照表表にに関関すするる注注記記

　（１）資産から直接控除した引当金

　　　雑資産から控除されている貸倒引当金の額　　　 千円

　（２）固定資産の圧縮記帳額

　　　有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額の総額は2,948,253千円であり、その内訳は次のと

　　おりである。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

25

土 地

18,123

256,669 建 物 1,505,992 構 築 物 166,121

機 械 装 置 998,896 車輌運搬具 2,449 器 具 備 品

　（３）貸付有価証券

　　  期末に消費貸借契約により貸し付けている有価証券は次のとおりです。

　　　　科　　　　目　　　　　　　　貸借対照表計上額

　　　　国　　　　債　　　　　　 千円

　　（うち貸付有価証券分）　　　　　 千円

　（４）子会社等に対する金銭債権・債務の総額

　　　・子会社に対する金銭債権の総額 千円

　　　・子会社に対する金銭債務の総額 千円

　（５）役員との間の取引による役員に対する金銭債権・債務の総額

　　　・理事及び監事に対する金銭債権の総額 千円

　　　・理事及び監事に対する金銭債務はない。

　（６）農協法等開示債権の状況

（単位：千円）

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立

　等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権である。

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及び経営成績が悪化

　し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権（破産更生債権

　及びこれらに準ずる債権を除く。）である。

３．三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出

　金である。（上記１及び２の債権を除く。）

４．貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息

　の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金である。

　（上記１、２の債権及び、３の貸出金を除く。）

５．なお、上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額である。

５５．．損損益益計計算算書書にに関関すするる注注記記

　子会社等との取引高の総額

（単位：千円）

６６．．金金融融商商品品にに関関すするる注注記記

　（１）金融商品の状況に関する事項

　　　①　金融商品に対する取組方針

　　　　　当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業や団体などへ貸付

　　　　け、残った余裕金を愛知県信用農業協同組合連合会へ預けているほか、国債や地方債などの債券、投資

　　　　信託、株式等の有価証券による運用を行っている。また、農家組合員への農業制度資金の転貸を目的と

　　　　した借入れを行っている。

事業取引以外の取引高 2,002 -                  

総　　　額 25,376 1,923

合　　　計 1,246,409

収  　益 費　  用

事 業 取 引 高 23,374 1,923

危 険 債 権 356,014

三 月 以 上 延 滞 債 権 -                    

貸 出 条 件 緩 和 債 権 31,419

9,347,078

3,071,890

104,696

444,224

165,693

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 858,975
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　　　②　金融商品の内容及びそのリスク

　　　　　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、

　　　　貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されている。

　　　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的（その他有価証券）

　　　　で保有している。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒さ

　　　　れている。

　　　　　借入金は、長期間にわたり金利の変動リスクに晒されている。

　　　③　金融商品に係るリスク管理体制

　　　　ア　信用リスクの管理

　　　　　　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定している。また、

　　　　　通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行

　　　　　っている。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うととも

　　　　　に、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っている。貸出取引において資産の健

　　　　　全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っている。不良債権については管理・回収

　　　　　方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいる。また、資産自己査定の結果、必要額を貸倒引

　　　　　当金として計上し、資産及び財務の健全化に努めている。

　　　　イ　市場リスクの管理

　　　　　　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることによ

　　　　　り、収益化及び財務の安定化を図っている。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランス

　　　　　を重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対

　　　　　応できる柔軟な財務構造の構築に努めている。

　　　　　　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有

　　　　　有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、

　　　　　経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っている。

　　　　　運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券

　　　　　の売買やリスクヘッジを行っている。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

　　　　　を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告している。

　　　　＜市場リスクに係る定量的情報＞

　　　　（トレーディング目的以外の金融商品）

　　　　　　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品である。当組合におい

　　　　　て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券

　　　　　のうちその他有価証券に分類している債券、貯金、借入金である。

　　　　　　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動

　　　　　幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用している。

　　　　　　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.37

　　　　　％上昇したものと想定した場合には、経済価値が424,417千円減少するものと把握している。

　　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数

　　　　　の相関を考慮していない。

　　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可

　　　　　能性がある。

　　　　ウ　資金調達に係る流動性リスクの管理

　　　　　　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な

　　　　　流動性の確保に努めている。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素

　　　　　と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討

　　　　　を行っている。

　　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

　　　　合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれている。当該価額の算定において

　　　　は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ

　　　　る。
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　　　②　金融商品の内容及びそのリスク

　　　　　当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金及び有価証券であり、

　　　　貸出金は、顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されている。

　　　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託であり、満期保有目的及び純投資目的（その他有価証券）

　　　　で保有している。これらは発行体の信用リスク、金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒さ

　　　　れている。

　　　　　借入金は、長期間にわたり金利の変動リスクに晒されている。

　　　③　金融商品に係るリスク管理体制

　　　　ア　信用リスクの管理

　　　　　　当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定している。また、

　　　　　通常の貸出取引については、本店に融資審査部署を設置し各支店と連携を図りながら、与信審査を行

　　　　　っている。審査にあたっては、取引先のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うととも

　　　　　に、担保評価基準など厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っている。貸出取引において資産の健

　　　　　全性の維持・向上を図るため、資産の自己査定を厳正に行っている。不良債権については管理・回収

　　　　　方針を作成・実践し、資産の健全化に取り組んでいる。また、資産自己査定の結果、必要額を貸倒引

　　　　　当金として計上し、資産及び財務の健全化に努めている。

　　　　イ　市場リスクの管理

　　　　　　当組合では、金利リスク、価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロールすることによ

　　　　　り、収益化及び財務の安定化を図っている。このため、財務の健全性維持と収益力強化とのバランス

　　　　　を重視したＡＬＭを基本に、資産・負債の金利感応度分析などを実施し、金融情勢の変化に機敏に対

　　　　　応できる柔軟な財務構造の構築に努めている。

　　　　　　とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及び当組合の保有

　　　　　有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会において運用方針を定めるとともに、

　　　　　経営層で構成するＡＬＭ委員会を定期的に開催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っている。

　　　　　運用部門は、理事会で決定した運用方針及びＡＬＭ委員会で決定された方針などに基づき、有価証券

　　　　　の売買やリスクヘッジを行っている。運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行

　　　　　を行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告している。

　　　　＜市場リスクに係る定量的情報＞

　　　　（トレーディング目的以外の金融商品）

　　　　　　当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品である。当組合におい

　　　　　て、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金融商品は、預金、貸出金、有価証券

　　　　　のうちその他有価証券に分類している債券、貯金、借入金である。

　　　　　　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の合理的な予想変動

　　　　　幅を用いた経済価値の変動額を、金利の変動リスクの管理にあたっての定量的分析に利用している。

　　　　　　金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、当事業年度末現在、指標となる金利が0.37

　　　　　％上昇したものと想定した場合には、経済価値が424,417千円減少するものと把握している。

　　　　　　当該変動額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、金利とその他のリスク変数

　　　　　の相関を考慮していない。

　　　　　　また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可

　　　　　能性がある。

　　　　ウ　資金調達に係る流動性リスクの管理

　　　　　　当組合では、資金繰りリスクについては、運用・調達について月次の資金計画を作成し、安定的な

　　　　　流動性の確保に努めている。また、市場流動性リスクについては、投資判断を行う上での重要な要素

　　　　　と位置づけ、商品ごとに異なる流動性（換金性）を把握したうえで、運用方針などの策定の際に検討

　　　　　を行っている。

　　　④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　　金融商品の時価（時価に代わるものを含む）には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場

　　　　合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含まれている。当該価額の算定において

　　　　は一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあ

　　　　る。

　（２）金融商品の時価等に関する事項

　　　①　金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　　　　　当事業年度末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりである。

　　　　　なお、市場価格のない株式等は、次表には含めていない。

（単位：千円）

（注）貸倒引当金は、一般貸倒引当金と個別貸倒引当金の合計額を記載している。

　　　②　金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明

　　　【資産】

　　　　ア　預金

　　　　　　満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっている。

　　　　　満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、リスクフリーレートである翌日物金利スワッ

　　　　　プ（Overnight Index Swap、以下、「ＯＩＳ」という。）のレートで割り引いた現在価値を時価に代

　　　　　わる金額として算定している。

　　　　イ　有価証券

　　　　　　上場株式や国債については、活発な市場における無調整の相場価格を利用している。

　　　　　　地方債や社債については、公表された相場価格を用いている。相場価格が入手できない場合には、

　　　　　取引金融機関等の第三者から入手した評価価格を用いている。

　　　　　　上場投資信託は取引所の価格、非上場投資信託は取引金融機関等から提示された価格によっている。

　　　　ウ　貸出金

　　　　　　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実

　　　　　行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっている。

　　　　　　一方、固定金利によるものは、貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額をリス

　　　　　クフリーレートであるＯＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当金を控除して時価に代わる金額と

　　　　　して算定している。

　　　　　　また、延滞債権・期限の利益を喪失した債権等について帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を時

　　　　　価に代わる金額としている。

　　　【負債】

　　　　ア　貯金

　　　　　　要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしている。ま

　　　　　た、定期性貯金については、期間に基づく区分ごとに、将来のキャッシュ・フローをリスクフリーレ

　　　　　ートであるＯＩＳのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定している。

　　　　イ　借入金

　　　　　　借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当組合の信用状態は実

　　　　　行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価

　　　　　額によっている。

　　　　　　固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借入金の元利金の合計額をリスクフリーレ

　　　　　ートであるＯＩＳのレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定している。

負 債 計 323,073,321 321,838,626 ▲ 1,234,694

貯 金 317,817,728 316,736,443 ▲ 1,081,284

借 入 金 5,255,592 5,102,182 ▲ 153,409

貸 倒 引 当 金 控 除 後 57,163,592 56,862,375 ▲ 301,216

資 産 計 320,976,795 320,056,931 ▲ 919,861

貸 出 金 57,366,895

貸 倒 引 当 金 （ 注 ） ▲ 203,302

満期保有目的の債券 1,198,066 1,180,150 ▲ 17,916

そ の 他 有 価 証 券 28,738,003 28,738,003 -

差　  額

預 金 233,877,132 233,276,402 ▲ 600,729

有 価 証 券 29,936,070 29,918,153 ▲ 17,916

貸借対照表計上額 時  　価
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　　　③　市場価格のない株式等

　　　　　市場価格のない株式等は次のとおりであり、これらは①の金融商品の時価情報には含まれていない。

（単位：千円）

　　　④　金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

（単位：千円）

（注１）貸出金のうち、当座貸越（融資型を除く）554,440千円については「１年以内」に含めている。

（注２）貸出金のうち、三月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等265,081千円は償還の予定が

　　　見込まれないため、含めていない。

　　　⑤　借入金及び有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：千円）

（注）貯金のうち、要求払貯金については「１年以内」に含めている。

７７．．有有価価証証券券にに関関すするる注注記記

　（１）満期保有目的の債券

　　　　満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

　　　おりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

合　　　計 1,198,066 1,180,150 ▲ 17,916

小　　　計 1,098,066 1,080,120 ▲ 17,946

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

債券 1,098,066 1,080,120 ▲ 17,946

　社債 1,098,066 1,080,120 ▲ 17,946

　社債 100,000 100,030 30

小　　　計 100,000 100,030 30

926,365

種  　類
貸借対照表

計上額
時価 差額

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

債券 100,000 100,030 30

合　　　計 253,955,090 33,842,541 24,116,488 559,734 9,673,101

142,620

借 入 金 384,962 353,965 3,239,180 275,924 217,813 783,745

貯 金 （ 注 ） 253,570,127 33,488,575 20,877,307 283,810 9,455,287

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内
４年超

５年以内
５年超

39,767,150

合　　　計 240,071,040 4,399,992 4,172,498 4,624,784 5,743,479 64,727,150

貸 出 金 （ 注 １ 、 ２ ） 5,193,908 3,399,992 3,172,498 2,924,784 2,643,479

そ の 他 有 価 証 券 の
うち満期のあるもの

1,000,000 500,000 600,000 1,600,000 3,100,000 24,760,000

有 価 証 券
- 500,000 400,000 100,000 - 

預 金 233,877,132 - - - - - 

200,000
満期保有目的の債券

外 部 出 資 14,664,475

１年以内
１年超

２年以内
２年超

３年以内
３年超

４年以内

貸借対照表計上額

４年超
５年以内

５年超
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　（２）その他有価証券

　　　　その他有価証券において、種類ごとの取得原価又は償却原価、貸借対照表計上額及びこれらの差額につ

　　　いては、次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　（３）当事業年度中に売却したその他有価証券

　　　　当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりである。

（単位：千円）

合　　　計 644,272 37,224 -                  

受 益 証 券 23,118 15,859 -                  

株 式 19,026 14,417 -                  

政 府 保 証 債 -                  -                  -                  

地 方 債 -                  -                  -                  

社 債 -                  -                  -                  

債 券 602,128 6,947 -                  

国 債 602,128 6,947 -                  

合　　　計 28,738,003 32,081,838 ▲ 3,343,834

売 却 額 売 却 益 売 却 損

▲ 853,085

株式 12,299 12,741 ▲ 441

小　　　計 27,445,435 31,070,274 ▲ 3,624,839

受益証券 14,648 17,770 ▲ 3,122

貸借対照表計上
額が取得原価
又は償却原価
を超えないもの

債券 27,418,488 31,039,762 ▲ 3,621,274

　国債 9,347,078 11,000,895 ▲ 1,653,817

　社債 11,184,270 12,110,609 ▲ 926,339

　政府保証債 900,890 1,088,921 ▲ 188,031

　地方債 5,986,250 6,839,335

281,004

　政府保証債 -               -               -               

受益証券 459,770 325,024 134,745

600,720 599,359 1,360

　社債 -               -               -               
貸借対照表計上
額が取得原価
又は償却原価
を超えるもの

債券 600,720 599,359 1,360

　国債 -               -               -               

　地方債

株式 232,077 87,179 144,897

小　　　計 1,292,568 1,011,563

種  　類
貸借対照表

計上額
取得原価又は

償却原価
差額
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８８．．退退職職給給付付にに関関すするる注注記記

　（１）退職給付に係る注記

　　　①　採用している退職給付制度の概要

　　　　　職員の退職給付に充てるため、職員退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用している。また、

　　　　この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部に充てるため特定退職金共済制度及び確定給付企業年

　　　　金制度を採用している。

　　　②　退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 千円

　勤務費用 千円

　利息費用 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における退職給付債務 千円

　　　③　年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 千円

　期待運用収益 千円

　数理計算上の差異の発生額 千円

　特定退職金共済制度への拠出金 千円

　確定給付企業年金制度への拠出金 千円

　退職給付の支払額 千円

期末における年金資産 千円

　　　④　退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

退職給付債務 千円

年金資産 千円

　（特定退職金共済制度） （ 千円 ）

　（確定給付企業年金制度） （ 千円 ）

未積立退職給付債務 千円

未認識数理計算上の差異 千円

貸借対照表計上額純額 千円

退職給付引当金 千円

　　　⑤　退職給付費用及びその内訳項目の金額

勤務費用 千円

利息費用 千円

期待運用収益 千円

数理計算上の差異の費用処理額 千円

　　　合計 千円

　　　⑥　年金資産の主な内訳

　　　　ア　特定退職金共済制度

債券 ％

年金保険投資 ％

現金及び預金 ％

その他 ％

　　　　合計 ％

　　　　イ　確定給付企業年金制度

一般勘定 ％

　　　　合計 ％１００

７２

２５

３

０

１００

１００

508,475

147,154

21,469

▲ 28,864

▲ 78,029

61,729

▲ 2,663,999

▲ 958,425

▲ 1,705,573

308,300

200,175

508,475

▲ 1,242

84,946

80,149

▲ 212,866

2,663,999

2,972,299

21,469

▲ 173,663

▲ 261,803

2,972,299

2,684,148

28,864

3,239,142

147,154
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　　　⑦　長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

　　　　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資産を構

　　　　成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮している。

　　　⑧　割引率その他の数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 ％

長期期待運用収益率

　特定退職金共済制度 ％

　確定給付企業年金制度 ％

　（２）特例業務負担金の将来見込額

　　　　厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法

　　　等を廃止する等の法律附則第57条の規定に基づき、旧農林共済組合（存続組合）が行う特例年金給付等の

　　　業務に要する費用に充てるため拠出した特例業務負担金は40,272千円であり、特例業務負担金引当金から

　　　取り崩している。

　　　　なお、同共済組合より示された令和７年３月現在における令和14年３月までの特例業務負担金の将来見

　　　込額は270,125千円となっている。

９９．．税税効効果果会会計計にに関関すするる注注記記

　（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

　　　　繰延税金資産

　　　　　　　貸倒引当金超過 千円

　　　　　　　退職給付引当金 千円

　　　　　　　賞与引当金 千円

　　　　　　　役員退職慰労引当金 千円

　　　　　　　特例業務負担金引当金 千円

　　　　　　　固定資産減損損失 千円

　　　　　　　貸出金未収利息不計上額 千円

　　　　　　　未払費用否認額 千円

　　　　　　　未収収益計上額 千円

　　　　　　　未払事業税等 千円

　　　　　　　有価証券減損損失 千円

　　　　　　　その他有価証券評価差額金 千円

　　　　　　　その他 千円

　　　　　　　繰延税金資産　小計 千円

　　　　　　　評価性引当額 千円

　　　　　　　繰延税金資産　合計 千円

　　　　繰延税金負債

　　　　　　　固定資産圧縮積立金 千円

　　　　　　　資産除去債務相当資産 千円

　　　　　　　繰延税金負債　合計 千円

　　　　繰延税金資産の純額 千円

　（２）法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

　　　　　法定実効税率 ％

　　　　　　（調整）

　　　　　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 ％

　　　　　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 ％

　　　　　　　事業分量配当 ％

　　　　　　　法人税額の特別控除 ％

　　　　　　　評価性引当額の増減 ％

　　　　　　　税率変更による期末繰延税金資産の増額修正 ％

　　　　　　　その他 ％

　　　　　税効果適用後の法人税等負担率 ％

０．４９～２．７９

０．７５

１．２５

66,363

142,496

946,254

50,376

1,502,905

38,030

10,260

78,933

46,200

17,792

67,674

▲１．０

▲１．３

▲０．６

０．１

１８．１

1,322,931

２７．４

１．４

▲２．９

▲５．０

▲ 148,563

1,354,342

▲ 31,387

▲ 24

▲ 31,411

3,223

7,465

27,836
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　（３）税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債への影響額

　　　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が令和７年３月31日に国会で成立したこと

　　　に伴い、令和８年４月１日以後に開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることとな

　　　りました。これに伴い、令和８年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等に係る

　　　繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の27.4％から28.1％に変更されまし

　　　た。

　　　　この税率変更により、当事業年度の繰延税金資産（繰延税金負債の金額を控除した金額）は29,189千円

　　　増加し、その他有価証券評価差額金は23,572千円減少し、法人税等調整額は5,617千円減少しております。

1100．．収収益益認認識識にに関関すするる注注記記

　　「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　（４）収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載して

　いるため、注記を省略している。　
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１．組合員資本の明細 （単位：千円）

摘　　　　要： 出資１口金額　　　1,000円

（注１）令和５年度の剰余金処分に基づき、施設投資積立金705,157千円、リスク対策積立金320,000千円、

　　　　情報システム対策積立金6,639千円増加している。

（注２）令和６年度に情報システム対策積立金24,055千円、税効果調整積立金47,835千円を取崩している。

　　　　

出 資 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

特 別 積 立 金

-           

1,288,689

令令和和６６年年度度
令令和和６６年年４４月月１１日日かからら

令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで
貸貸借借対対照照表表等等のの附附属属明明細細書書

-           

2,416,317

12,467,302

4,794,550

2,894,843

613,360

2,300,000

81,742

リスク対策積立金

固定資産圧縮積立金

税効果調整積立金

施 設 投 資 積 立 金

合　  計 24,778,473 1,889,070

81,093

424,512

50,000

利
 
益
 
剰
 
余
 
金

利 益 準 備 金 9,906,456 -           

1,818,136

-           

705,157

6,639

320,000

-           

利 益 剰 余 金 計

1,308,942

22,373,758

-           

786,340

1,818,136

記 念 事 業 積 立 金

当期未処分剰余金

情報システム対策積立金

当期末残高当期減少額当期増加額当期首残高種  　類

-           

24,055      

2,388,315

9,906,456

12,996,748

4,794,550

3,600,000

595,944

109,744

-           

処 分 未 済 持 分 ▲ 11,602 ▲ 10,808 ▲ 11,602 ▲ 10,808

1,386,831 25,280,711

2,620,000

81,093

376,676

50,000

878,483

22,903,204

-           

1,216,798

1,288,689

-           

-           

47,835

 − 39  −



２．有形固定資産及び無形固定資産の明細 （単位：千円、％）

（注１）当期償却額には、事業外費用に計上している県域共同出資会社賃貸資産償却10,608千円が含まれている。
（注２）リース資産の当期増加額は、主に信用事業における営業店システム導入に関する機器の取得によるもの

　　　　である。　

合　  計 18,787,825 332,344

計 11,857 - 

109,216 19,010,953 450,692 9,605,070

5,683 6,173 5,683

666 2

9,605,07019,004,779

その他無形固定資産 669 - 2

水道施設利用権 120 - 82 38 82

11,067 - 5,598 5,468 5,598

計

リ ー ス 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

258,973 

52.22

75.16

96.68

92.05

85.64

55,991

445,008

5,065,498

1,090,797

2,489,172

15,360

555,424

61.00388,817

236,035

53,133

54,981

1,325

43,541

11,823 

103,532

9,700,570

1,451,250

2,574,602

16,686

648,530

3,975,761

637,376

30,319

2,735

19,826

- 

20,489

- 

9,713,514

1,468,583

2,563,663

17,467

646,750

3,975,761

当期首
残高

種  　類

有
 
形
 
固
 
定
 
資
 
産

償却
累計率

減価償却
累計額

当期
償却額

当期末
残高

当期
減少額

当期
増加額

332,344

43,263

20,068 

8,887

780 

18,708

- 

390,226

18,775,968

無
 
形
 
固
 
定
 
資
 
産

ソフトウェア
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３．外部出資の明細 （単位：千円）

当期末残高当期減少額当期増加額当期首残高

-         

0 -         -         

株式会社東三河食肉流通センター

大 一 青 果 株 式 会 社

株 式 会 社 農 協 観 光

株式会社ＪＡハートホームサポート

株式会社ＪＡあいちエネルギー

全国開拓農業協同組合連合会

計

-         

3,096,980

出 資 先

3,096,980

-         

-         

-         

-         

-         

系
 
統
 
出
 
資

8,707,260

600,000

500

21,050

500

2,018,900

9,810

11,358,020

愛知県信用農業協同組合連合会

愛知県経済農業協同組合連合会

愛知県厚生農業協同組合連合会

農 林 中 央 金 庫

全 国 農 業 協 同 組 合 連 合 会

全国共済農業協同組合連合会

-         

-         

11,804,240

600,000

500

21,050

500

2,018,900

9,810

14,455,000

-         

-         

-         

-         

-         

-         

系
 
統
 
外
 
出
 
資

株
 
式

そ
の
他

計

3,000 -         

41,100 -         

株 式 会 社 日 本 農 業 新 聞

豊橋協同プロパンガス有限会社

豊橋ケーブルネットワーク株式会社

愛 知 県 農 業 信 用 基 金 協 会

愛 知 県 養 豚 農 業 協 同 組 合

305 -         

50,000 -         

-         305

0 -         -         0

-         3,000

4,600 -         -         4,600

-         41,100

-         50,000

72,820 -         -         72,820

50 -         -         50

100 -         -         100

0

171,975 -         -         171,975

株
式

株式会社ＪＡあぐりパーク食彩村 37,500 -         
子
会
社
等

11,567,495 3,096,980 -         14,664,475

37,500

計 37,500 -         -         37,500

合  　計
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４．引当金の明細 （単位：千円）

（注１）引当金の計上理由及び算定方法は、重要な会計方針に係る事項に関する注記に記載している。

（注２）貸倒引当金の当期減少額その他は、洗替処理による戻入額である。なお、損益計算書の表示上、繰入額と

　　　　戻入額を相殺した額で表示している。

（注３）ポイント引当金の当期減少額その他は、洗替処理による戻入額である。

（注４）特例業務負担金引当金の当期減少額その他は、当期末時点の計算による戻入額である。

1,676

69,602

155,880

25

227,159

うち販売事業

うち利用事業

1,424

84

う ち 事 業 外

1,595

239

41

当期末残高

貸 倒 引 当 金

一般貸倒引当金

うち信用事業

うち購買事業

376,858

149,699

133,700

種　  類 当期首残高 当期増加額
目的使用 そ の 他

14,464

当期減少額

9441,867

159,402

141,087

16,438

-         

-         

-         

-         

-         

-         

239

41

376,858

149,699

133,700

14,464

1,424

84

25

441,858

159,402

141,087

16,438

1,595

227,159

69,602

155,880

1,676

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

138,796

508,475

9

-         

9

-         

282,455

113,024

166,492

2,939

個別貸倒引当金

うち信用事業

うち購買事業

うち利用事業

282,464

113,024

166,501

2,939

役員退職慰労引当金

特例業務負担金引当金

140,385 138,796 140,385

660,778 61,729 214,033

28,547

314,808

ポ イ ン ト 引 当 金 62,447

7,965 -         36,512

7,369 -         281,905

59,802 59,80262,447

40,272

-         

-         

-         

-         
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５．子会社等との間の取引の明細並びに子会社等に対する債権及び債務の増減

　（１）子会社との取引の明細 （単位：千円）

　（２）子会社に対する債権及び債務の増減 （単位：千円）

うち購買事業 16,750

1,213 広報品代等

25,376 1,923

-           ガス代、米等

う ち 賃 貸 料 2,002 -           地代

197そ の 他

うち販売事業

会 社 名 取引内容 収益総額 費用総額 摘　  要

1,269 710 貸出金利息、貯金利息等

野菜等5,157 -           
㈱ＪＡあぐり
パーク食彩村

合　　計

合  　計 130,796

販 売 未 収 金

㈱ＪＡあぐり
パーク食彩村

会 社 名 取引内容

金 銭 の 貸 付

債  　権

当期首残高 当期末残高 当期増減額

購 買 未 収 金

貯 金

うち信用事業

48,971

- - - 

444,224

569

104,696

- 130,034

- 

104,032

- 

167

593

▲ 26,002

- 

▲ 24

▲ 26,100 395,253

▲ 7394

- 

債　  務

当期首残高 当期末残高 当期増減額

- 

48,971

- - - 

395,253 444,224
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６．事業管理費の明細 （単位：千円）

( )

支 払 賦 課 金

特 例 業 務 負 担 金 引 当 金 繰 入 7,369

34,754

4,928,569

21,016

94,045

142,541

9,943

22,797

51,247

143,997

18,159

合  　計

水 道 光 熱 費

賃 借 料

消 耗 備 品 費

車 輌 費

施 設 管 理 費

そ の 他 施 設 費

計

そ の 他 事 業 管 理 費

業 務 費

諸 税 負 担 金

施 設 費

分 担 金

計

減 価 償 却 費

長 期 前 払 費 用 償 却 費

保 守 修 繕 費

保 険 料

業 務 委 託 費

旅 費

組 合 員 福 利 厚 生 費

計

租 税 公 課

通 信 費

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 7,965

計 3,296,002

8,320

損益計算書
科目

内訳科目 金  　額

人 件 費

役 員 報 酬 80,640

給 料 手 当 2,228,310

福 利 厚 生 費 474,057

退 職 給 付 費 用 61,729

138,796

雑 給 435,929

（ う ち 賞 与 引 当 金 繰 入 ）

22

919,395

134,499

484,469

6,164

393

31,790

193,947

440,083

3,198

321,455

会 議 費

接 待 交 際 費

宣 伝 広 告 費

印 刷 ・ 消 耗 品 費

図 書 ・ 研 修 費

1,533

35,931

41,066

45,418

24,185
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（単位：円）

（注１）出資配当金は年2.3％の割合とする。
（注２）事業分量配当金基準
　　・営農販売　1,000円につき　　　　8円78銭
　　・畜産販売　1,000円につき　　　　3円60銭
　　・産直販売　1,000円につき　　　　8円78銭
　　　※事業分量配当金については、外税扱いとして別途消費税を支払う。
（注３）任意積立金のうち、目的積立金の種類、積立目的、積立基準、取崩基準、積立目標額及び剰余金処分後積立
　　　　額は次のとおりである。

（単位：円）

（注４）次期繰越剰余金には、営農指導、生活･文化改善の事業の費用に充てるため繰越額40,000,000円が含まれて
　　　　おり、地域農業の振興のための取組みを進めていく。

３．

項  　目 金　  額

１．当 期 未 処 分 剰 余 金

剰 余 金 処 分 額

878,483,748

787,340,937

２．任 意 積 立 金 取 崩 額 781,891

(1) 固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 781,891

情 報 シ ス テ ム 対 策 積 立 金

574,055,054

24,055,054

(1) 任 意 積 立 金

施 設 投 資 積 立 金

リ ス ク 対 策 積 立 金

100,000,000

450,000,000

50,000,000

施 設 投 資 積 立 金

情報システム対策積立金

リ ス ク 対 策 積 立 金

固定資産圧縮積立金

税 効 果 調 整 積 立 金

　経済動向の悪化に伴う債権の貸倒や有
価証券の処分・減損、地震・台風等の大
規模自然災害、法令改正、会計基準の変
更等による多額の損失等の発生に備えて
相当額を積立る。多額の損失等が発生し
た場合には、相当額以内で取崩す。

　固定資産を取得し、税務上圧縮記帳す
る金額を積立て、減価償却資産に係るも
のは各事業年度、土地に係るものは処分
した年度に取崩す。

　繰延税金資産(法人税等の前払部分)の
剰余金処分を留保するために積立を行
い、取崩しは法人税等の前払金額が回収
された年度において回収した金額を取崩
す。なお、令和６年度は47,835,581円取
崩している。

　合併記念等、記念事業に要する費用の
資金準備のため積立を行い、実施した年
度に相当額を取崩す。

　中長期的に予定する施設取得等の資金
準備のために積立を行い、取得した年度
において自己資金相当額を取崩す。

　中長期的に予定する情報システムに関
する開発、更新、利用および機器取得な
どの投資に備え積立を行う。取崩は投資
年度より行うこととし、取得等の場合は
自己資金相当額を５年にわたり均等に取
崩し、その他は費用相当額を発生年度に
取崩す。なお、令和６年度は24,055,054
円取崩している。

50,000,000

令令和和６６年年度度剰剰余余金金処処分分案案

目的、積立基準及び取崩基準 積立目標額 剰余金処分後積立額種  　類

(2) 出 資 配 当 金

(3) 事 業 分 量 配 当 金

54,499,570

158,786,313

４．

記 念 事 業 積 立 金

80,311,416

376,676,529

次 期 繰 越 剰 余 金

5,000,000,000 3,700,000,000

620,000,000 620,000,000

5,000,000,000 3,070,000,000

91,924,702

６．事業管理費の明細 （単位：千円）

( )

支 払 賦 課 金

特 例 業 務 負 担 金 引 当 金 繰 入 7,369

34,754

4,928,569

21,016

94,045

142,541

9,943

22,797

51,247

143,997

18,159

合  　計

水 道 光 熱 費

賃 借 料

消 耗 備 品 費

車 輌 費

施 設 管 理 費

そ の 他 施 設 費

計

そ の 他 事 業 管 理 費

業 務 費

諸 税 負 担 金

施 設 費

分 担 金

計

減 価 償 却 費

長 期 前 払 費 用 償 却 費

保 守 修 繕 費

保 険 料

業 務 委 託 費

旅 費

組 合 員 福 利 厚 生 費

計

租 税 公 課

通 信 費

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 繰 入 7,965

計 3,296,002

8,320

損益計算書
科目

内訳科目 金  　額

人 件 費

役 員 報 酬 80,640

給 料 手 当 2,228,310

福 利 厚 生 費 474,057

退 職 給 付 費 用 61,729

138,796

雑 給 435,929

（ う ち 賞 与 引 当 金 繰 入 ）

22

919,395

134,499

484,469

6,164

393

31,790

193,947

440,083

3,198

321,455

会 議 費

接 待 交 際 費

宣 伝 広 告 費

印 刷 ・ 消 耗 品 費

図 書 ・ 研 修 費

1,533

35,931

41,066

45,418

24,185
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令和７年５月２０日

豊橋農業協同組合

理事会　御中

み の り 監 査 法 人

東 京 都 港 区

＜計算書類等監査＞

監査意見

　当監査法人は、農業協同組合法第37条の２第３項の規定に基づき、豊橋農業協同組合の令和６年４月１日から

令和７年３月31日までの令和６年度の剰余金処分案を除く計算書類等、すなわち貸借対照表、損益計算書及び注

記表並びにその附属明細書（以下、これらの監査の対象書類を「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と

認められる会計の慣行に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を全ての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、

我が国における職業倫理に関する規定に従って、組合から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上

の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書、部門別損益計算書、事業別の明細並びに子会社等の財務

状況である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の

記載内容の報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等の監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、

また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実

を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監事の責任

　経営者の責任は、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣

行に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

独独立立監監査査人人のの監監査査報報告告書書謄謄本本

公認会計士 葛西　利彦　
業務執行社員

指 定 社 員

指 定 社 員
公認会計士 髙𣘺𣘺  浩彦　

業務執行社員

独立監査人の監査報告書

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続組合の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣

行に基づいて継続組合に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。 

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計

算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続組合を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続組合の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書

類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、組合は継続組合として存続できなくなる可能性が

ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と

認められる会計の慣行に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及

び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

＜剰余金処分案に対する意見＞

剰余金処分案に対する監査意見

　当監査法人は、農業協同組合法第37条の２第３項の規定に基づき、豊橋農業協同組合の令和６年４月１日から

令和７年３月31日までの令和６年度の剰余金処分案（剰余金処分案に対する注記を含む。以下同じ。）について

監査を行った。  

　当監査法人は、上記の剰余金処分案が法令又は定款に適合しているものと認める。

剰余金処分案に対する経営者及び監事の責任

　経営者の責任は、法令又は定款に適合した剰余金処分案を作成することにある。

　監事の責任は、剰余金処分案作成における理事の職務の執行を監視することにある。

剰余金処分案に対する監査における監査人の責任

　監査人の責任は、剰余金処分案が法令又は定款に適合して作成されているかについて意見を表明することにあ

る。

利害関係

　組合と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続組合の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である

かどうかを評価し、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と認められる会計の慣

行に基づいて継続組合に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における理事の職務の執行を監視することにある。 

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意

見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計

算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専

門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監

査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ

スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合

理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続組合を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続組合の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続組合の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書

類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、

計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入

手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、組合は継続組合として存続できなくなる可能性が

ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、農業協同組合法及び同施行規則並びに我が国において一般に公正妥当と

認められる会計の慣行に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及

び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な

不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

＜剰余金処分案に対する意見＞

剰余金処分案に対する監査意見

　当監査法人は、農業協同組合法第37条の２第３項の規定に基づき、豊橋農業協同組合の令和６年４月１日から

令和７年３月31日までの令和６年度の剰余金処分案（剰余金処分案に対する注記を含む。以下同じ。）について

監査を行った。  

　当監査法人は、上記の剰余金処分案が法令又は定款に適合しているものと認める。

剰余金処分案に対する経営者及び監事の責任

　経営者の責任は、法令又は定款に適合した剰余金処分案を作成することにある。

　監事の責任は、剰余金処分案作成における理事の職務の執行を監視することにある。

剰余金処分案に対する監査における監査人の責任

　監査人の責任は、剰余金処分案が法令又は定款に適合して作成されているかについて意見を表明することにあ

る。

利害関係

　組合と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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　私たち監事は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までの令和６年度における理事の職務の執行を監

査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　各監事は、当組合の監事監査規程に準拠し、他の監事と意思疎通及び情報の交換を図るほか、監査の方針、監

査計画等に従い、理事、内部監査部門その他の使用人及び愛知県農業協同組合中央会と意思疎通を図り、情報の

収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①理事会その他重要な会議に出席し、理事及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社等については、子会社等の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に

応じて子会社等から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている理事の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制の整備に関

する理事会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、理事及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま

した。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（農協法施行規則第151条各号に掲げる事項）を「監査

に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め

ました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書並びに計算書類（貸借対照表、損益計

算書、注記表及び剰余金処分案）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

⑴事業報告等の監査結果

　①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、組合の状況を正しく示しているものと認めます。

　②理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

　③内部統制システムに関する理事会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

　　る事業報告の記載内容及び理事の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人みのり監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和７年５月３０日

豊橋農業協同組合

代表監事 夏目  陽一郎　　㊞

常勤監事 西郷　和久　　　㊞

　　監事 鷹羽　紀美子　　㊞

　　監事 中村　美恵　　　㊞

　　監事 金子　親夫　　　㊞

　　監事 柴田　隆夫　　　㊞

　　監事 山本　浩司　　　㊞

　　監事 那須　博人　　　㊞

監監事事のの監監査査報報告告書書謄謄本本

監査報告書

　　監事那須博人は農協法第30条第14項に定める員外監事です。
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（単位：千円）

① 13,084,408 2,296,020 1,254,147 7,537,887 1,986,390 9,962

② 7,570,453 402,847 57,013 5,770,942 1,327,811 11,839

③

5,513,954 1,893,173 1,197,134 1,766,944 658,579 ▲ 1,876

④ 4,928,569 1,473,722 900,437 1,679,893 751,562 122,954

⑤ ) ( 440,083 ) ( 107,526 ) ( 54,544 ) ( 183,680 ) ( 89,417 ) ( 4,914 )

⑤' ) ( 3,296,002 ) ( 886,249 ) ( 729,653 ) ( 1,086,742 ) ( 488,685 ) ( 104,671 )

　うち共通管理費 ⑥ 404,451 217,006 396,797 151,566 18,708 ▲ 1,188,529

　 (うち減価償却費 ⑦ ) ( 53,337 ) ( 28,617 ) ( 52,328 ) ( 19,988 ) ( 2,467 ) ( ▲ 156,738 )

　 (うち人件費 ⑦' ) ( 184,626 ) ( 99,060 ) ( 181,132 ) ( 69,188 ) ( 8,540 ) ( ▲ 542,547 )

事業利益 ⑧

　　（③－④） 585,385 419,451 296,696 87,051 ▲ 92,983 ▲ 124,831

事業外収益 ⑨ 318,243 113,032 54,011 108,572 37,970 4,656

　　うち共通分 ⑩ 100,665 54,011 98,760 37,724 4,656 ▲ 295,818

事業外費用 ⑪ 30,712 10,670 5,246 10,450 3,891 454

　　うち共通分 ⑫ 9,777 5,246 9,592 3,664 452 ▲ 28,733

経常利益 ⑬

　　（⑧＋⑨ー⑪） 872,915 521,813 345,462 185,173 ▲ 58,904 ▲ 120,629

特別利益 ⑭ 561 191 102 187 71 8

　　うち共通分 ⑮ 191 102 187 71 8 ▲ 561

特別損失 ⑯ 1,429 356 102 302 659 8

　　うち共通分 ⑰ 191 102 187 71 8 ▲ 561

税引前当期利益 ⑱

　　（⑬＋⑭－⑯） 872,047 521,648 345,462 185,059 ▲ 59,492 ▲ 120,629

営農指導事業分配賦額 ⑲ 41,403 26,180 38,642 14,402 ▲ 120,629

営農指導事業分配賦後

税引前当期利益 ⑳

　　（⑱－⑲） 872,047 480,245 319,281 146,416 ▲ 73,895

（注１）⑥、⑩、⑫、⑮、⑰は、各事業に直課できない部分

（注２）損益計算書には各事業相互間の内部損益を除去した「事業収益」「事業費用」を表示しているが、部門別損益

　　　計算書の「事業収益」「事業費用」については、各事業相互間の内部損益を除去していないため、金額は一致し

　　　ない。

１．共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等

（１）共通管理費等

　　　　（配置人員構成比＋人件費を除いた事業管理費構成比＋事業総利益構成比）／３

（２）営農指導事業

　　　　各事業総利益構成比

２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合） （単位：％）

-       100.00

1.57 100.00

合　  計

営農指導事業 34.32 21.70 32.04 11.94

共通管理費等 34.03 18.26 33.39 12.75

信用事業 共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業区  　分

令令和和６６年年４４月月１１日日かからら
令令和和７７年年３３月月３３１１日日ままでで

部部門門別別損損益益計計算算書書

共通管理費等共済事業 農業関連事業 生活その他事業 営農指導事業信用事業

令令和和６６年年度度

　 (うち減価償却費

　 (うち人件費

区  　分 合　  計

事業収益

事業費用

事業総利益

　　（①－②）

事業管理費
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　　１．信用事業

　　　（１）貯金 （単位：千円）

　　　（２）貸出金 （単位：千円）

　　　（３）預金 （単位：千円）

（注）系統預金とは、愛知県信用農業協同組合連合会への預金である。

　　　（４）有価証券 （単位：千円）

令令和和６６年年度度事事業業別別のの明明細細

合  　計 57,366,895

合  　計 233,877,132

種　  類 当期末残高

系 統 預 金 233,837,276

系 統 外 預 金 39,855

当期末残高

証 書 貸 付 金 55,779,089

合  　計 29,936,070

株 式 244,377

受 益 証 券 474,418

当 座 貸 越 554,440

手 形 貸 付 金 1,033,365

種　  類

種　  類 当期末残高

国 債 9,347,078

社 債 12,382,336

地 方 債 6,586,970

政 府 保 証 債 900,890

合  　計 317,817,728

種　  類 当期末残高

当 座 性 貯 金 155,225,696

定 期 貯 金 161,680,445

定 期 積 金 911,586
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　　２．共済事業

　　　（１）長期共済保有高 （単位：件、千円）

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、「金額」欄は当該共済種類ごとに保障金額（生
　　　命系共済は死亡保障の金額（付加された定期特約金額等を含む、死亡保障を伴わない共済を
　　　記載するときの金額欄は斜線。））を記載している。

　　　（２）医療系共済の共済金額保有高 （単位：件、千円）

（注）医療共済の金額は上段に入院共済金額、下段に治療共済金額、がん共済及び定期医療共済の
　　　金額は入院共済金額である。

　　　（３）介護系その他の共済の共済金額保有高 （単位：件、千円）

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、「金額」欄は当該共済種類ごとに共済金額を記
　　　載している。

　　　（４）年金共済の年金保有高 （単位：件、千円）

（注）「金額」欄は、年金年額について記載している。

　　　（５）短期共済新契約高 （単位：件、千円）

（注）「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、「金額」欄は当該共済種類ごとに保障金額（死
　　　亡保障又は火災保障を伴わない共済の金額欄は斜線。）を記載している。

19,985

件　　数 金　　額

2,607 6,971,312

940 6,336,600

建 物 更 生 共 済

109,396 718,562,087

1,166,600

件　　数 金　　額

51,107

491 2,379

4,397

1,166,600

485,957,000

15,097

特 定 重 度 疾 病 共 済 1,140

年 金 共 済

1,370,956

36,180,200

14,000

148,598

1,640

1,140 1,265,900

18,842

1,179,254

金　  額

件　　数 金　　額

487

8,927

賠 償 責 任 共 済

自 賠 責 共 済

63,176合　  計

生 活 障 害 共 済 （ 定 期 年 金 型 ）

介 護 共 済

生 活 障 害 共 済 （ 一 時 金 型 ）

特 定 重 度 疾 病 共 済

種  　類

24,119

4

27,789自 動 車 共 済

傷 害 共 済

定 額 定 期 生 命 共 済

種  　類

種  　類

終 身 共 済

医 療 共 済

25,634 178,202,525

745 7,779,300

8,794 34,140,628

件　　数 金　　額

15,097 5,132,350
生
命
系

286認 知 症 共 済

19,393 540,500

定 期 生 命 共 済

養 老 生 命 共 済

う ち こ ど も 共 済 6,019 19,248,841

が ん 共 済

定 期 医 療 共 済

4,397 525,000

491 992,900

介 護 共 済

生 活 障 害 共 済

2,607 5,291,883

1,200

29,612

認 知 症 共 済 286 489,700

1,850

件　　数

火 災 共 済

建
物
系

種　  類

合　  計

種  　類

定 期 医 療 共 済

医 療 共 済

合  　計

が ん 共 済

76,847

260 252,440

23,361

22,517

102

24,625,090

年 金 開 始 前

年 金 開 始 後

合　  計

15,059 6,999,769

4,334 2,064,562

19,393 9,064,331

掛  　金
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　　３．購買事業 （単位：千円）

（注）当期購買品供給取扱高は、当期購買品供給高に、当期組合が代理人として行

　　　った取引に係る仕入相当額及び購買手数料を加えた金額を記載している。

　　４．販売事業 （単位：千円）

（注）当期販売品販売取扱高は総額で記載しており、損益計算書においては純額で

　　　販売手数料として表示している。

　　５．保管事業 （単位：千円）

9,566,576

3,281

保 管 雑 費 477

計 558

差　  引

合　  計

項  　目 当期実績

畜 産 物 2,512,648

種  　類

米 294,450

果 実

5,762

2,337,429

保 管 材 料 費 81

収
 
益

保 管 料 2,185

荷 役 料 1,653

計 3,839

当期販売品販売取扱高

合　  計 22,235,023

麦

666,821

2,289,420

花 卉 ・ 花 木 950,424

産 直 品 ・ 工 芸 品

野 菜 15,505,968

重 油

飼 料

畜 産

1,766,944

43,068

1,437,308

計

1,381,988

497,095

347,112

品  　目

農 薬

当期購買品供給取扱高

1,381,993

867,193

888,430

計

生
 
産
 
資
 
材

園 芸

肥 料

種 苗

農 機 具

費
 
用

豆 ・ 雑 穀 3

7,229,146

229,957

9,944

402,593

307,182

15,287

生
 
活
 
物
 
資

生 活 用 品 ・ 設 備

電 気 製 品 耐 久 資 材

自 動 車

Ｌ Ｐ ガ ス ・ 器 具

店 舗 購 買 品

そ の 他
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　　６．宅地等供給事業 （単位：千円）

　　７．指導事業収支 （単位：千円）

収支差額 ▲ 7,564

指 導 実 費 収 入

生 活 文 化 改 善 費

教 育 情 報 費

組 織 育 成 費 5,689

計 24,354

6,804

項  　目 当期実績

4,329

6,531

51,048差　  引

収
 
入

指 導 補 助 金 2,286

指 導 雑 収 入 7,971

計 16,789

支
 
出

営 農 改 善 費 7,530

仲 介 斡 旋 費 1,049

宅 地 等 支 払 手 数 料 370

費
 
用

宅 地 等 供 給 費 649

計 2,069

仲 介 斡 旋 手 数 料 13,249

宅 地 等 受 入 手 数 料 26,959

項  　目 当期実績

収
 
益

住 宅 等 建 設 収 益 12,552

そ の 他 収 益 356

計 53,118
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 ８．利用事業 （単位：千円）

項　  目

32,187

事業管理費 21,495

事 業 利 益

当期実績

当期実績

野
菜
育
苗
セ
ン
タ
ー

事 業 収 益 226,423

事 業 費 用 194,235

事業総利益

10,691

項　  目

事 業 利 益 ▲ 6,237

56,673

事 業 利 益 ▲ 658

項　  目 当期実績

5,408

事業管理費 10,027

事 業 利 益 ▲ 4,618

事 業 収 益 7,878

事 業 費 用 -        

27,859

事 業 利 益 ▲ 24,142

予
冷
セ
ン
タ
ー

項　  目

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー ▲ 8,536

当期実績

49,218

19,593

29,624

事 業 収 益 14,017

事 業 費 用 10,301

事業総利益 3,716

事業管理費

項　  目

事業管理費

事業総利益

総
合
集
出
荷
場

事 業 収 益

事 業 費 用

当期実績

事業管理費 90,300

事 業 利 益 ▲ 17,032

事業総利益

事業管理費

事 業 利 益

事業総利益 73,268

項　  目 当期実績

事業総利益 26,660

事 業 費 用 23,864

事 業 収 益 50,525

当期実績

事 業 収 益 207,572

事 業 費 用 134,303

項　  目 当期実績

項　  目 当期実績

項　  目

育
苗
セ
ン
タ
ー

事 業 利 益

事業管理費 17,345

事 業 費 用

当期実績

ト
マ
ト
選
果
場

38,160

事 業 収 益

事業総利益 3,176

簡
易
郵
便
局

事 業 収 益

事業管理費 2,411

9,315事 業 利 益 764

3,176

事 業 利 益

事 業 費 用 761

事 業 収 益

事 業 収 益 258

事業総利益

事 業 利 益 3,207

事業総利益 34,960

事業総利益 3,655

事業管理費 -        

事業管理費 44,438

事業管理費 447

白
米
事
業

事 業 収 益 6,179

2,027

項　  目

50,436

76,790

26,353

6,391

事 業 費 用 2,461

事 業 利 益 ▲ 9,478

項　  目 当期実績

24,549な
す
選
果
場

事 業 収 益 59,510

事 業 費 用

そ
の
他

事 業 収 益

花
き
集
出
荷
場

事業総利益

事 業 費 用 2,470

項　  目 当期実績

事 業 利 益 3,930

1,266

農
作
業
受
委
託

事業総利益 3,930

事 業 費 用 2,523

事業管理費 1,925

事業管理費

項　  目 当期実績

-

258

258

事 業 費 用 -        

い
ち
ご
育
苗
施
設

事業総利益
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　　９．労働保険組合委託事務

　　　　①　加入者 （単位：人）

労働保険事務組合　豊橋農業協同組合

　豊橋農業協同組合管内地区労災保険加入組合

　中小事業主等

　雇用労働者加入事業主

　　　　②　取扱実績 （単位：千円）

加 入 者事務委託者名

152

66

76

911差  　額

10

項  　目 金　  額

収 入

支 出

徴 収 保 険 料

支 払 保 険 料

12,276

11,365
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MEMO 
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当組合の組織運営

　協同組合は、組合員の事業利用、活動への参加・結集によって組合員ニーズに応えた効率的な

事業運営を行うことができます。

　そのため、ＪＡでは支店協力委員会や作目別部会等各種ルートを通じて組合員の意思反映機会

を充実させることにより、民主的な運営が有効に機能するよう努めています。

 決定内容を執行

当当組組合合のの組組合合員員意意思思反反映映ルルーートト

<<運運営営委委員員会会ルルーートト>>

<<基基礎礎組組織織ルルーートト>>

<<

利利
用用
者者
・・
目目
的的
別別
組組
織織
ルル
ーー

トト

>>

<<
営営
農農
組組
織織
ルル
ーー

トト

>>

<<

基基
本本
ルル
ーー

トト

>>

ＪＪＡＡ経経営営のの意意思思決決定定・・執執行行機機関関

支店・地区運営委員会

部会長
地域枠

理事

利用者

組織代表

総代
女性部

会長

総（代）会

理 事 会

担当常務 担当常務
地域枠

(認定農業者等)

女性部

利用者・目的別組織

年金

友の会

目的別

組織

資産管理

部会

組合員基礎組織

集落

組織

集落

組織

集落

組織

営農組織

作目別

部会

青年

部会

産直

部会

正組合員・准組合員
[中核的担い手・多様な担い手]

決定内容を執行

生産組織

連絡協議会
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農農業業振振興興・・地地域域貢貢献献ににかかかかるる取取組組みみ

農家所得向上

組合員の事業利用

組合員の相互理解促進
更なる事業利用の増進

ＪＡの取り組みの発展生産基盤の維持・拡大
食育・花育活動

地域農業ファンづくり
地元農畜産物の購入
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(株)ＪＡあぐりパーク食彩村

　第１７期貸借対照表（令和７年３月３１日現在） （単位：千円）

[[流流動動資資産産]] [[流流動動負負債債]]

[[有有形形固固定定資資産産]]
[[固固定定負負債債]]

[[資資本本金金]]

[[利利益益剰剰余余金金]]

[[無無形形固固定定資資産産]]
[[投投資資そそのの他他資資産産]]

　第１７期損益計算書（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） （単位：千円）

[[営営業業収収益益]]

[[営営業業費費用用]]

[[販販売売費費及及びび一一般般管管理理費費]]

[[営営業業外外収収益益]]
[[営営業業外外費費用用]]

[[特特別別利利益益]]
[[特特別別損損失失]]

　利益処分案 （単位：円）

リ ー ス 資 産 6,968

952

構 築 物 25,833

20,421
預 り 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純資産の部
5500,,000000

資 本 金 50,000
554444,,990077

別 途 積 立 金 485,259

機 械 及 び 装 置 8,719
車 両 運 搬 具 8,840
器 具 備 品 131,401

減 価 償 却 累 計 額

4,752

売 掛 金 3,413
棚 卸 資 産 11,991
そ の 他 流 動 資 産 56,669

長 期 借 入 金 104,000

224499,,557799
366

未 払 法 人 税 等

子子会会社社等等のの財財務務状状況況

未 払 金 10,569
未 払 費 用 32
未 払 消 費 税 3,525

115500,,770000
買 掛 金 115,784

118866,,998800

項  　目

売 上 高
11,,667711,,445566

負負 債債 合合 計計 225599,,445522

資産の部 負債の部

現 金 及 び 預 金 521,233
559933,,330088

59,648
純純 資資 産産 合合 計計 559944,,99007710,519

▲ 240,732

建 物 187,609
建 物 附 属 設 備 120,939

110088,,775522

リ ー ス 債 務

経経 常常 利利 益益
11,,223300

8899,,999933
--                                      

税税 引引 前前 当当 期期 純純 利利 益益
8844

8899,,990099

項  　目 金　  額
１１．．

1,671,456

仕 入 高
11,,339955,,445522

資資 産産 合合 計計 885544,,335599 負負 債債 ・・ 純純 資資 産産 合合 計計

資 材 費 他
1,385,471

営営 業業 利利 益益 8899,,002233
22,,220000

885544,,335599

金　  額

２２．．

法法 人人 税税 等等

営営 業業 総総 利利 益益
9,981

227766,,000033

３３．．

当当 期期 未未 処処 分分 利利 益益
利利 益益 処処 分分 額額
次次 期期 繰繰 越越 利利 益益

5599,,664488,,002244
5599,,664488,,002244

--                                                                  

当当 期期 純純 利利 益益
3300,,226611

5599,,664488
当当 期期 首首 繰繰 越越 利利 益益 --                                      

当当 期期 未未 処処 分分 利利 益益 5599,,664488
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第第８８次次総総合合中中期期計計画画のの設設定定ににつついいてて（（別別冊冊））  

 
 

 第２号議案の別紙 第２号議案の別紙
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第第８８次次総総合合中中期期計計画画のの設設定定ににつついいてて（（別別冊冊））  

 
 

 第２号議案の別紙 

令令和和７７年年度度事事業業計計画画のの設設定定ににつついいてて

　令和７年度は、第８次総合中期計画及び第17回愛知県ＪＡ大会決議事項の実践初年度とな

ります。

　事業計画策定にあたっては、第８次総合中期計画のテーマである『組合員・地域の夢と力

を結集し、ともに成長する』を具現化するための『全国トップクラスの農業生産基盤の維

持』、『組合員・地域とのむすびつき強化』、『ゆるぎないＪＡ経営基盤づくり』の３つの

基本方針及び第17回愛知県ＪＡ大会のテーマである「食・農・くらしの協同でつくる組合員

の幸せ～ＪＡ版ウェルビーイング運動の実践～」を踏まえた事業計画の策定と実践に取り組

んでいく必要があります。

　次に、ＪＡを取り巻く環境変化に対応すべく、当組合では引き続き「不断の自己改革」に

取り組んでいきます。その一環として組合員との対話の範囲を拡大し、ニーズの的確な把握

に努めつつ農家所得の向上ならびに生産コスト低減に取り組み、さらには必要な資金需要に

応え地域活性化を図っていきます。加えて前総合中期計画から取り組んでいる収支構造の改

善を継続実施することで、持続可能なビジネスモデルの構築を急ぐ必要があります。

　以上のことを踏まえ、第８次総合中期計画初年度である令和７年度事業計画では、「ＪＡ

豊橋がこの地にあり続ける」ため、当組合の経営理念を念頭に、組合員の営農とくらしの支

援及び地域農業の振興と発展を第一に考え、一層の事業伸長に向けて役職員一丸となって取

り組んでまいります。

基基本本方方針針

第３号議案の別紙第３号議案の別紙
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事業方針

　全国トップクラスの農業生産基盤を維持するため、農家所得の更なる向上と地域農業の持

続的な発展をテーマとして、指導機能を軸に販売及び購買機能を強化し、安定した農業経営

の実現を支援します。また生産組織との連携を強化し、次世代の担い手確保と育成支援体制

の整備を進めていきます。

　販売事業では、有利販売や労力軽減及び物流改善に繋がるよう、集荷体制や出荷規格・選

別基準の見直しに着手します。また重点市場や重点顧客との関係性を更に深化させ、生産現

場の実情の理解醸成を図り、豊橋産農畜産物の認知度向上・消費拡大に努めるとともに、交

渉力を強化すべく、販売担当者の人材育成を進めます。

　購買事業では、引き続き銘柄の集約や仕入の強化等を実践するとともに、昨年開催した

オータムフェアの更なる充実を図る等、より安価に提供できる企画・提案を通じて、生産コ

ストの低減・抑制に努めます。

　また農家支援体制の強化を図るため、営農相談員の資質向上が急務であるとの認識のもと、

テーマとして掲げている「言われる前に相手の立場になって速やかに行動する」ことが出来

る人材の育成に努めます。

①高品質・高収益に向けた ・気候変動に伴う高温対策について、高温化対策本部を中心に、

　農業生産力の強化 関係機関と連携して高温耐性品種や高温ストレス緩和資材の

試験等を実施・選定を行い、対応策を講じていきます

・病害虫発生予察アプリを活用し、タイムリーな発生予察と適

期防除の情報発信に努めます

・各畜種に適した生産性の高い配合飼料を推進し、コスト低減

や高品質生産に繋がる提案を行います

②農畜作物の付加価値向上 ・冷蔵施設を活用した安定供給体制の確立を目指します

　と販売力強化 ・実需に合わせた容量・規格・選別基準の見直しを進め、生産

者の労力軽減と手取りの最大化を図ります

・多種多様な品目を活かした各種イベントの開催や、ＳＮＳ等

を通じて豊橋産農畜産物の魅力を発信し、消費拡大を図ります

③農家経営の安定化と生産 ・露地品目では作付相談会、施設品目では農家支援活動による

　販売力強化コストの低減・削減支援 課題解決に向けた伴走支援の充実を図ります

の充実 ・生産コスト低減のため、大口企画肥料銘柄の見直しや各種特

別取りまとめ、フェア等を開催し資材の提案・充実に努めま

す

・価格抑制のための仕入強化に向け、銘柄集約の取組みや近隣

ＪＡとの広域共同仕入品目の拡大を目指します

ⅠⅠ．．営営農農部部

重点目標 具体的な施策
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④次世代につなぐ農業生産 ・重点組織との連携を強化し、育成研修や農業施設情報バンク

基盤の維持 （仮称）の構築を目指します

・農地中間管理事業の理解醸成に向けて、関係機関と連携して

情報発信に努めます

⑤農家支援体制の強化 ・営農相談員の役割を明確化し、販売に繋がる指導及び購買を

中心とした農家支援を担う人材の育成に努めます

・出向く体制の阻害要因となる業務を、営農相談員から切り離

すよう、体制整備の検討を進めます

①　営農販売の取扱高計画 （単位：千円）

②　営農購買の取扱高計画 （単位：千円）

③　畜産販売の取扱高計画 （単位：千円）

秋 冬 作 6,412,851 5,092,480

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

米 穀 309,741 277,676

重点目標 具体的な施策

春 夏 作 686,369 613,056

洋 菜 616,886 672,626

工 芸 作 物 6,065 9,400

周 年 755,351 737,790

葉 茎 菜 149,565 118,840

施 設 6,884,944 7,149,089

果 樹 2,289,420 2,103,742

花 き 950,424 955,065

合　  計 19,061,619 17,729,764

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

肥 料 1,381,993 1,387,781

農 薬 867,193 874,400

生 産 資 材 260,828 292,150

施 設 資 材 185,904 155,500

販 売 資 材 990,575 1,091,000

種 苗 497,095 518,000

重 油 888,430 826,272

合　  計 5,072,021 5,145,103

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

肉 豚 1,186,514 1,074,744

肉 牛 590,301 566,150

子 豚 2,562 -                   

子 牛 342,781 321,600

鶏 卵 387,703 260,400

鶉 卵 2,784 2,592

合　  計 2,512,648 2,225,486
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④　畜産購買の取扱高計画 （単位：千円）

合　  計 1,810,013 1,866,926

素 豚 12,368 12,320

畜 産 計 43,068 36,900

飼 料 計 23,113 26,785

畜 産 資 材 30,583 24,580

ヒ ナ 116 -                   

配 合 飼 料 計 1,743,831 1,803,241

粗 飼 料 22,552 26,065

単 味 飼 料 561 720

養 鶏 配 合 1,404,613 1,465,826

養 豚 配 合 207,583 207,415

養 牛 配 合 131,633 130,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画
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④　畜産購買の取扱高計画 （単位：千円）

合　  計 1,810,013 1,866,926

素 豚 12,368 12,320

畜 産 計 43,068 36,900

飼 料 計 23,113 26,785

畜 産 資 材 30,583 24,580

ヒ ナ 116 -                   

配 合 飼 料 計 1,743,831 1,803,241

粗 飼 料 22,552 26,065

単 味 飼 料 561 720

養 鶏 配 合 1,404,613 1,465,826

養 豚 配 合 207,583 207,415

養 牛 配 合 131,633 130,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

事業方針

　農機・自動車・生活燃料事業においては、知識・資格を持つ人材の育成による組織力の向

上と、安定したサービスの提供・利用者の満足度向上に努めます。また積極的な情報発信と

推進活動を実施し、利用者との更なる関係深化を図り、事業基盤の維持・拡大に努めます。

　店舗産直事業においては、販売促進イベントや季節に合わせた売り場づくりに努め、店舗

の販売力強化を図ります。また産直組織基盤維持に向け現地指導体制を強化するとともに、

産直部会員の農業経営継続支援に努め、産直出荷品の品質向上と安定出荷を目指します。

　資産相談事業においては、多様化する組合員の相談にワンストップで対応できる人材と機

能強化を図るとともに、出向く体制強化によるサービスの向上にも努めます。

①農機事業の維持拡大 ・多様化する顧客ニーズを把握し、スマート農業にマッチした

付加価値のあるサービス・新技術の提案・提供に努めます

・安定した質の高い整備を提供していくために、研修会への参

加や資格取得を促し、将来を見据えた人材育成に努めます

②自動車事業の維持拡大 ・既存顧客との更なる関係性強化のため、全入庫車両を対象に
愛車無料点検を実施し、満足度向上に努めます

・信頼される工場づくりを目指し、職員のスキルアップと、将

来を見据えた育成に努めます

③生活燃料事業の利用拡大 ・既存利用者を対象とした、お礼訪問及び器具確認訪問時にお

けるプラスワン推進の徹底により更なる事業利用の促進に努

めます

・業務の標準化に向けたジョブローテーションの実施により、

組織及び個人における利用者対応力の向上に努めます

④産直部会・店舗の活性化 ・産直品取扱量を増加するため、店長・担当者・指導員が既存
会員へ訪問します。また、共販出荷者にも産直出荷を依頼し、
農協の強みである安全・安心・新鮮な産直品と管内共選品を
中心とした売り場づくりを目指します

・売上点数分析による各販売品の回転率を把握し、売れ筋・死
筋を踏まえた商品ラインナップの見直しを図ります

⑤相談事業の機能強化 ・定期的な税相談・土地活用相談会を開催するとともに、相談
対応時には組合員宅や最寄り支店へ出向くなど、組合員の相

談に寄り添った対応により、満足度向上に努めます

・積極的な研修への参加や資格取得により、職員のスキルアッ

プを図り、組合員の相談にワンストップで対応できる体制づ

くりに努めます

ⅡⅡ．．経経済済部部

重点目標 具体的な施策
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①　農機購買の取扱高計画 （単位：千円）

②　自動車購買の取扱高計画 （単位：千円）

③　店舗購買の取扱高計画 （単位：千円）

④　店舗販売の取扱高計画 （単位：千円）

大 型 機 械 30,770 35,500

大 型 作 業 機 41,116 27,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

稲 作 機 械 類 20,112 21,000

特 殊 作 業 機 29,143 23,000

耕 耘 機 テ ー ラ ー 6,371 7,500

小 農 具 18,816 21,000

農 機 部 品 147,259 139,500

調 整 機 ・ 加 温 機 11,937 11,500

動 力 防 除 機 類 5,917 7,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

車 検 ・ 部 品 92,563 99,550

整 備 料 35,665 47,000

合　  計 347,112 340,000

自 動 車 （ 新 車 ） 188,236 209,000

中 古 自 動 車 40,437 45,000

一 般 整 備 48,040 48,000

鈑 金 修 理 31,181 25,200

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

産 直 プ ラ ザ 二 川 421,680 421,500

廃 車 ・ 名 変 2,133 2,320

合　  計 402,593 429,070

グ リ ー ン セ ン タ ー 磯 辺 205,367 223,800

ジ ョ イ フ ル 杉 山 52,761 11,590

ＪＡ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｰ ｽ ﾞ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ吉田方店 463,099 478,000

産 直 プ ラ ザ 岩 田 136,738 127,020

生 活 セ ン タ ー 4,743 4,952

合　  計 1,381,988 1,353,136

フルーツショップゆめ彩館 45,620 50,500

米 販 売 所 51,976 35,774

ＪＡ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｰ ｽ ﾞ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ吉田方店 181,118 179,000

産 直 プ ラ ザ 岩 田 152,368 145,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

産 直 プ ラ ザ 二 川 118,199 120,500

合　  計 660,755 639,900

グ リ ー ン セ ン タ ー 磯 辺 191,432 192,000

ジ ョ イ フ ル 杉 山 17,636 3,400
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①　農機購買の取扱高計画 （単位：千円）

②　自動車購買の取扱高計画 （単位：千円）

③　店舗購買の取扱高計画 （単位：千円）

④　店舗販売の取扱高計画 （単位：千円）

大 型 機 械 30,770 35,500

大 型 作 業 機 41,116 27,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

稲 作 機 械 類 20,112 21,000

特 殊 作 業 機 29,143 23,000

耕 耘 機 テ ー ラ ー 6,371 7,500

小 農 具 18,816 21,000

農 機 部 品 147,259 139,500

調 整 機 ・ 加 温 機 11,937 11,500

動 力 防 除 機 類 5,917 7,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

車 検 ・ 部 品 92,563 99,550

整 備 料 35,665 47,000

合　  計 347,112 340,000

自 動 車 （ 新 車 ） 188,236 209,000

中 古 自 動 車 40,437 45,000

一 般 整 備 48,040 48,000

鈑 金 修 理 31,181 25,200

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

産 直 プ ラ ザ 二 川 421,680 421,500

廃 車 ・ 名 変 2,133 2,320

合　  計 402,593 429,070

グ リ ー ン セ ン タ ー 磯 辺 205,367 223,800

ジ ョ イ フ ル 杉 山 52,761 11,590

ＪＡ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｰ ｽ ﾞ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ吉田方店 463,099 478,000

産 直 プ ラ ザ 岩 田 136,738 127,020

生 活 セ ン タ ー 4,743 4,952

合　  計 1,381,988 1,353,136

フルーツショップゆめ彩館 45,620 50,500

米 販 売 所 51,976 35,774

ＪＡ ﾌ ｧ ｰ ﾏ ｰ ｽ ﾞ ﾏ ｰ ｹ ｯ ﾄ吉田方店 181,118 179,000

産 直 プ ラ ザ 岩 田 152,368 145,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

産 直 プ ラ ザ 二 川 118,199 120,500

合　  計 660,755 639,900

グ リ ー ン セ ン タ ー 磯 辺 191,432 192,000

ジ ョ イ フ ル 杉 山 17,636 3,400

⑤　生活燃料購買の取扱高計画 （単位：千円）

⑥　宅建事業の取扱高計画 （単位：千円）

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

一 般 設 備 208,635 202,000

組 織 購 買 品 3,370 3,800

Ｌ Ｐ ガ ス 277,140 272,000

ガ ス 器 具 30,041 29,000

法 事 419 300

葬 祭 耐 久 資 材 5,342 4,600

耐 久 資 材 4,859 4,100

電 気 製 品 5,085 5,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画

住 宅 等 建 設 12,552 6,000

そ の 他 17,951 15,200

合　  計 552,846 536,000

宅 建 等 供 給 雑 収 入 356 -                   

合　　　計 53,118 41,600

仲 介 斡 旋 13,249 13,000

宅 地 等 受 入 手 数 料 26,959 22,600
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事業方針

　「金利のある世界」が定着化し金融機関における競争が激化するなかで、「農業」「くら

し」「地域」を基軸とした金融仲介機能の深化（つながり強化戦略）に努めます。

　「農業」では、ＪＡの総合事業の強みを活かした他事業との連携強化により、農業経営コ

ンサルタント機能を向上することで農業者との関係を構築し、農業専門金融機関として負託

に応えることができるよう取り組みます。

　「くらし」では、多様化する組合員・利用者の高度な相談ニーズに対応すべく、計画的な

人材育成に努めて相談機能の態勢強化を図るとともに、組合員・利用者へよりそった活動を

通じて、“ＪＡ豊橋に相談してよかった”と信頼される取組みに努めます。

　さらに、「地域」においては、組合員・地域利用者との関係強化を目指して、各種イベン

ト等での「対面」によるものとＳＮＳ等による情報発信やデジタル技術を活用した「非対面」

による両面からのアプローチにより、地域との接点を創出して地域に根差した金融機関とし

て地域活性化に貢献するよう努めます。

①貯金・貸出金残高の維持 ・組合員および利用者のニーズによりそい、ライフプランコン
・伸長 サルタント（ＬＰＣ）による資産形成・相続などの総合的な

相談機能の充実に努めます
・金融渉外担当者等によるよりそい活動を起点とした利用者

ニーズの掘り起こしによる「ＪＡ豊橋ファン」づくりに努め
ます

・ローンセンター機能の発揮と迅速、丁寧かつ正確なお客様対
応により、利用者との信頼関係の構築に努めます

②農業コンサルタント機能 ・農業融資担当による農家組合員への定期的な訪問活動により、
の強化 潜在的な資金ニーズの掘り起こしとつながり強化に努めます

・農業経営アドバイザー資格の取得などで知識の向上を目指す
ことにより、農業相談機能の強化に努めるとともに、多様化
する農業資金の円滑な資金融通に取り組みます

③長期安定的な収益確保を ・先行きの不確実性を踏まえ、あらゆる相場展開を意識すると
目指したポートフォリオ ともに、運用と調整のバランスに注意しつつ、収益管理とリ
の構築 スク管理のＰＤＣＡサイクルの確立を目指します

④コンプライアンス意識の ・継続的な研修等の実施による、コンプライアンス意識の醸成
醸成・事務の堅確化 に努めます

・全信用事業担当職員のマネロン等に関連する資格取得を目指
します

・リアルとデジタル双方の確立による事務の効率化および堅確
化に努めます

①　貯金及び貸出金計画 （単位：千円）

②　運用資金計画 （単位：千円）

ⅢⅢ．．金金融融部部

重点目標 具体的な施策

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画
貯 金 ・ 定 期 積 金 317,817,728 317,820,000
貸 出 金 57,366,895 58,800,000

有 価 証 券 29,936,070 42,000,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画
預 金 233,877,132 223,670,000
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事業方針

　「金利のある世界」が定着化し金融機関における競争が激化するなかで、「農業」「くら

し」「地域」を基軸とした金融仲介機能の深化（つながり強化戦略）に努めます。

　「農業」では、ＪＡの総合事業の強みを活かした他事業との連携強化により、農業経営コ

ンサルタント機能を向上することで農業者との関係を構築し、農業専門金融機関として負託

に応えることができるよう取り組みます。

　「くらし」では、多様化する組合員・利用者の高度な相談ニーズに対応すべく、計画的な

人材育成に努めて相談機能の態勢強化を図るとともに、組合員・利用者へよりそった活動を

通じて、“ＪＡ豊橋に相談してよかった”と信頼される取組みに努めます。

　さらに、「地域」においては、組合員・地域利用者との関係強化を目指して、各種イベン

ト等での「対面」によるものとＳＮＳ等による情報発信やデジタル技術を活用した「非対面」

による両面からのアプローチにより、地域との接点を創出して地域に根差した金融機関とし

て地域活性化に貢献するよう努めます。

①貯金・貸出金残高の維持 ・組合員および利用者のニーズによりそい、ライフプランコン
・伸長 サルタント（ＬＰＣ）による資産形成・相続などの総合的な

相談機能の充実に努めます
・金融渉外担当者等によるよりそい活動を起点とした利用者

ニーズの掘り起こしによる「ＪＡ豊橋ファン」づくりに努め
ます

・ローンセンター機能の発揮と迅速、丁寧かつ正確なお客様対
応により、利用者との信頼関係の構築に努めます

②農業コンサルタント機能 ・農業融資担当による農家組合員への定期的な訪問活動により、
の強化 潜在的な資金ニーズの掘り起こしとつながり強化に努めます

・農業経営アドバイザー資格の取得などで知識の向上を目指す
ことにより、農業相談機能の強化に努めるとともに、多様化
する農業資金の円滑な資金融通に取り組みます

③長期安定的な収益確保を ・先行きの不確実性を踏まえ、あらゆる相場展開を意識すると
目指したポートフォリオ ともに、運用と調整のバランスに注意しつつ、収益管理とリ
の構築 スク管理のＰＤＣＡサイクルの確立を目指します

④コンプライアンス意識の ・継続的な研修等の実施による、コンプライアンス意識の醸成
醸成・事務の堅確化 に努めます

・全信用事業担当職員のマネロン等に関連する資格取得を目指
します

・リアルとデジタル双方の確立による事務の効率化および堅確
化に努めます

①　貯金及び貸出金計画 （単位：千円）

②　運用資金計画 （単位：千円）

ⅢⅢ．．金金融融部部

重点目標 具体的な施策

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画
貯 金 ・ 定 期 積 金 317,817,728 317,820,000
貸 出 金 57,366,895 58,800,000

有 価 証 券 29,936,070 42,000,000

項  　目 令和６年度実績 令和７年度計画
預 金 233,877,132 223,670,000

事業方針

　組合員・利用者のニーズ・ライフスタイルが多様化しており、生損保は付加価値向上に向

けたサービス等を展開している中、ＪＡの強みを活かした寄り添う活動として一人ひとりに

アフターフォローとしての近況確認をより丁寧に実施し、共済本来の役割が果たせるように

努めます。その後、顧客自身の意向・価値観・ライフプラン等に応じた最適な保障・サービ

スを「ひと・いえ・くるま」の総合的に提案し、本人ならびにご家族も含めて十分に納得い

ただけるような組合員・利用者本位の推進活動の実践により、安心をお届けするとともに、

新たな接点づくりとして次世代・若年層へのアプローチを積極的に取り組み繋がり強化に努

め、持続可能な経営基盤の確立を目指します。　　　　　　　　　　　　　　

　また、豊かで安心して暮らせる地域社会づくり及び地域農業の更なる活性化を目指して、

地域・農業への貢献活動を展開していきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　

　更に、事務レベルの高位標準化を実践し、事務の効率化を図り、事務負荷軽減により創出

された余力を利用者対応力に活用し、利用者満足度向上に繋がる体制構築に取り組みます。

①組合員・利用者のＣＳ ・対面、非対面による「３Ｑ活動」及び丁寧な「あんしんチェ
向上 ック」を実践し、組合員・利用者との長期的な関係性強化に

努めます
・組合員・利用者の立場・気持ちに立った事故連絡時対応及び

平日現場急行サービスの実施により「安心感」「信頼感」を
提供します

・丁寧な説明による各種手続きならびに契約引受・支払いの迅
速化を実践し、利用者満足度向上を図ります

・Ｗｅｂマイページの登録促進による顧客の利便性向上を図り
ます

②業務の効率化 ・事務指導係による支店巡回や研修会等の実施により事務スキ
ル向上を図り、業務の効率化に努めます

③コンプライアンス態勢 ・不祥事未然防止としてキャッシュレス・ペーパーレス手続き
強化 の更なる浸透を図ります

④人材育成 ・質の高いライフプランニングの提供に向け、税制や公的保障
制度などの継続的・定期的な研修を実施するとともに資格取
得の支援に取り組みます

⑤地域・農業への貢献 ・「ひと・いえ・くるま・くらし」に関する地域貢献活動等を
展開し、組合員・利用者・地域住民との繋がり強化を図りま
す

共済事業計画 （単位：ポイント）

推 進 総 合 ポ イ ン ト 17,258,200 16,500,000

ⅣⅣ．．共共済済部部

重点目標 具体的な施策

項　  目 令和６年度実績 令和７年度計画
基 盤 ポ イ ン ト 6,400,300 5,590,000

保 有 ポ イ ン ト 32,225,000 31,771,000
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ⅤⅤ．．管管理理部部門門（（監監査査室室・・リリススクク管管理理部部・・総総合合企企画画部部・・総総務務部部））

事業方針

　第８次総合中期計画の実践初年度にあたり、基本方針となる『全国トップクラスの農業生

産基盤の維持』、『組合員・地域とのむすびつき強化』、『ゆるぎないＪＡ経営基盤づくり』

の実現に向け、計画に対する進捗管理に努めながら魅力溢れるＪＡ豊橋づくりに取り組みます。

　組合員、利用者に向けては、各種イベントがより魅力的な内容となるよう見直しを図りな

がら開催に取り組みます。また、情報発信については広報誌・ＳＮＳを活用した発信の充実

を図るとともにホームページの刷新を進めます。

　職員採用については、引き続き人材情報サービスを活用した柔軟な採用を行うとともに関

係法令の改正に合わせた多様な働き方への対応を進め、安定して業務が行える環境づくりに

努めます。

　組織運営ではデジタル技術の活用をはじめとする業務改善と効率化に継続して取り組み、

拠点施設について大規模修繕に向けた計画策定を進める傍ら、遊休資産については条件が

整った物件から有効活用、整理を進めます。

　業務の適正処理により不祥事を未然に防止するため、リスクが高い項目や拠点を中心とし

た業務プロセスの確認に対する監査に取り組み、内部統制の強化を進めます。

　リスク管理高度化の取組みとして、ＪＡ３線モデルの実効性の向上に努めます。また、Ｊ

Ａの経営健全性確保のため、関係部署連携のもと、延滞債権の管理・回収の強化を図り、債

権の保全に努めます。

①第８次総合中期計画の達 ・第８次総合中期計画を職員へ浸透させ、各目標の進捗管理と

成に向けた施策の実践 実践の後押しに努めます

②ＪＡ豊橋の良さを活かせ ・魅力溢れるＰＲ活動の展開および豊橋産農畜産物を活用した

る活動の構築と拡充 魅力ある商品開発に取り組みます

③農協情報システムの適正 ・令和７年５月に予定されている農協情報システムのバージョ

な運用 ンアップに向け、引き続き関係各所と連携・調整を図るとと

もに、バージョンアップ後のシステム習熟に対するサポート

体制の強化を図ります

④豊橋の農業、ＪＡ豊橋の ・ふれあいフェスタをはじめとする各種イベントにおける事業

事業を知り理解促進につ 活動紹介のほか、広報誌「みのり」のほか、ホームページや

ながる取組み ＳＮＳ、メディアを介した情報発信を継続して行います

⑤業務改善と効率化 ・デジタル技術の導入、活用をはじめ業務全般の見直しを進め、

効率化と業務改善を図り管理費の抑制に努めます

⑥組合施設の維持管理 ・組合施設の安定的な稼働のため、営農施設の大規模修繕計画

とその他組合施設の維持管理計画の策定を進めます

⑦人材確保と多様な働き方 ・人材情報サービスを活用した柔軟な採用活動を通年で行うと

への対応 ともに、関係法令の改正に合わせ規程類を整備し、多様な働

き方への対応を順次進めます

重点目標 具体的な施策
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ⅤⅤ．．管管理理部部門門（（監監査査室室・・リリススクク管管理理部部・・総総合合企企画画部部・・総総務務部部））

事業方針

　第８次総合中期計画の実践初年度にあたり、基本方針となる『全国トップクラスの農業生

産基盤の維持』、『組合員・地域とのむすびつき強化』、『ゆるぎないＪＡ経営基盤づくり』

の実現に向け、計画に対する進捗管理に努めながら魅力溢れるＪＡ豊橋づくりに取り組みます。

　組合員、利用者に向けては、各種イベントがより魅力的な内容となるよう見直しを図りな

がら開催に取り組みます。また、情報発信については広報誌・ＳＮＳを活用した発信の充実

を図るとともにホームページの刷新を進めます。

　職員採用については、引き続き人材情報サービスを活用した柔軟な採用を行うとともに関

係法令の改正に合わせた多様な働き方への対応を進め、安定して業務が行える環境づくりに

努めます。

　組織運営ではデジタル技術の活用をはじめとする業務改善と効率化に継続して取り組み、

拠点施設について大規模修繕に向けた計画策定を進める傍ら、遊休資産については条件が

整った物件から有効活用、整理を進めます。

　業務の適正処理により不祥事を未然に防止するため、リスクが高い項目や拠点を中心とし

た業務プロセスの確認に対する監査に取り組み、内部統制の強化を進めます。

　リスク管理高度化の取組みとして、ＪＡ３線モデルの実効性の向上に努めます。また、Ｊ

Ａの経営健全性確保のため、関係部署連携のもと、延滞債権の管理・回収の強化を図り、債

権の保全に努めます。

①第８次総合中期計画の達 ・第８次総合中期計画を職員へ浸透させ、各目標の進捗管理と

成に向けた施策の実践 実践の後押しに努めます

②ＪＡ豊橋の良さを活かせ ・魅力溢れるＰＲ活動の展開および豊橋産農畜産物を活用した

る活動の構築と拡充 魅力ある商品開発に取り組みます

③農協情報システムの適正 ・令和７年５月に予定されている農協情報システムのバージョ

な運用 ンアップに向け、引き続き関係各所と連携・調整を図るとと

もに、バージョンアップ後のシステム習熟に対するサポート

体制の強化を図ります

④豊橋の農業、ＪＡ豊橋の ・ふれあいフェスタをはじめとする各種イベントにおける事業

事業を知り理解促進につ 活動紹介のほか、広報誌「みのり」のほか、ホームページや

ながる取組み ＳＮＳ、メディアを介した情報発信を継続して行います

⑤業務改善と効率化 ・デジタル技術の導入、活用をはじめ業務全般の見直しを進め、

効率化と業務改善を図り管理費の抑制に努めます

⑥組合施設の維持管理 ・組合施設の安定的な稼働のため、営農施設の大規模修繕計画

とその他組合施設の維持管理計画の策定を進めます

⑦人材確保と多様な働き方 ・人材情報サービスを活用した柔軟な採用活動を通年で行うと

への対応 ともに、関係法令の改正に合わせ規程類を整備し、多様な働

き方への対応を順次進めます

重点目標 具体的な施策

⑧内部監査による内部牽制 ・監査結果に対し、牽制機能等に問題があると判断した業務プ

の有効性検証 ロセスに提言するよう努めます

⑨各部署における問題点の ・不適切な命令等の発生有無等を確認し、監事との連携により

調査及び報告 ガバナンスの強化に繋げます

⑩内部統制システム基本方 ・常勤理事と監事との意見交換会の議題として、「地域組合員

針の適切な運用 の声」を含め、役員につなげ、理事の職務執行の一助となる

よう努めます

⑪定期監査資料の段階的 ・ペーパーレス会議システムを活用し、監査室から始め、本店、

ペーパーレス化 最終的には全拠点までの浸透を目指します

⑫ＪＡ３線モデルの実効性 ・ＪＡ全体及び１線部署における自主検査趣旨の浸透を図り、

向上 ２線部署の役割を明確化し、１線部署・３線部署との連携に

よるリスク管理の高度化に努めます

⑬長期固定化債権の解消 ・不良債権処理方針に基づいた適切な債務者対応により、長期

固定化債権の解消に努めます

重点目標 具体的な施策
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総総合合財財務務計計画画

（単位：千円）

( )（うち減価償却累計額） ▲ 10,641,424

(2) 無 形 固 定 資 産 3,200

資資 産産 合合 計計 335511,,440022,,883355

66.. 外外 部部 出出 資資 1144,,666644,,447755

77.. 繰繰 延延 税税 金金 資資 産産 11,,661155,,000000

(1) 系 統 出 資 14,455,000

(2) 系 統 外 出 資 171,975

(3) 子 会 社 等 出 資 37,500

44.. 雑雑 資資 産産 338800,,000000

55.. 固固 定定 資資 産産 99,,116677,,771100

(1) 有 形 固 定 資 産 9,164,510

(3) 棚 卸 資 産 380,000

(4) その他の経済事業資産 9,000

(5) 貸 倒 引 当 金 ▲ 173,000

資産の部 負債・純資産の部

332233,,002211,,66550011.. 信信 用用 事事 業業 資資 産産 11.. 信信 用用 事事 業業 負負 債債 332244,,332200,,000000

貸 倒 引 当 金 ▲ 203,000

1,030,000

223,670,000

38,174,650

58,800,000

1,550,000

その他の信用事業負債 1,500,000

992200,,000000

(1) 貯 金 317,820,000

(2) 借 入 金 5,000,000

(1) 経 済 事 業 未 収 金 2,250,000

(2) 経 済 受 託 債 権 80,000

現 金(1)

(2) 預 金

(3) 有 価 証 券

(4) 貸 出 金

(5) その他の信用事業資産

(6)

経経 済済 事事 業業 資資 産産

22.. 共共 済済 事事 業業 資資 産産 88,,000000

33.. 22,,554466,,000000

44.. 雑雑 負負 債債 885500,,000000

33.. 経経 済済 事事 業業 負負 債債 11,,228855,,000000

(1) 経 済 事 業 未 払 金 1,100,000

(2) その他の経済事業負債 185,000

(2) 退 職 給 付 引 当 金 650,000

(3) 役員退職慰労引当金 36,000

55.. 諸諸 引引 当当 金金 11,,220044,,000000

(1) 賞 与 引 当 金 140,000

負負 債債 合合 計計 332288,,557799,,000000

11.. 出出 資資 金金

22.. 利利 益益 準準 備備 金金

(4) ポ イ ン ト 引 当 金 60,000

(5) 特例業務負担金引当金 318,000

項 　目 金　  額 項 　目 金　  額

(1) その他の共済事業資産 8,000

(1) 共 済 資 金 310,000

(3)

22.. 共共 済済 事事 業業 負負 債債

(2) 未経過共済付加収入 590,000

(3) その他の共済事業負債 20,000

純純 資資 産産 合合 計計

負負 債債 及及 びび 純純 資資 産産 合合 計計

22,,338899,,994422

99,,990066,,445566

44,,779944,,555500

77,,889966,,998888

338855,,889999

2222,,882233,,883355

335511,,440022,,883355

33.. 特特 別別 積積 立立 金金

44.. 目目 的的 積積 立立 金金

55.. 当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

66.. そそ のの 他他 のの 純純 資資 産産 ▲▲ 22,,555500,,000000
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総総合合財財務務計計画画

（単位：千円）

( )（うち減価償却累計額） ▲ 10,641,424

(2) 無 形 固 定 資 産 3,200

資資 産産 合合 計計 335511,,440022,,883355

66.. 外外 部部 出出 資資 1144,,666644,,447755

77.. 繰繰 延延 税税 金金 資資 産産 11,,661155,,000000

(1) 系 統 出 資 14,455,000

(2) 系 統 外 出 資 171,975

(3) 子 会 社 等 出 資 37,500

44.. 雑雑 資資 産産 338800,,000000

55.. 固固 定定 資資 産産 99,,116677,,771100

(1) 有 形 固 定 資 産 9,164,510

(3) 棚 卸 資 産 380,000

(4) その他の経済事業資産 9,000

(5) 貸 倒 引 当 金 ▲ 173,000

資産の部 負債・純資産の部

332233,,002211,,66550011.. 信信 用用 事事 業業 資資 産産 11.. 信信 用用 事事 業業 負負 債債 332244,,332200,,000000

貸 倒 引 当 金 ▲ 203,000

1,030,000

223,670,000

38,174,650

58,800,000

1,550,000

その他の信用事業負債 1,500,000

992200,,000000

(1) 貯 金 317,820,000

(2) 借 入 金 5,000,000

(1) 経 済 事 業 未 収 金 2,250,000

(2) 経 済 受 託 債 権 80,000

現 金(1)

(2) 預 金

(3) 有 価 証 券

(4) 貸 出 金

(5) その他の信用事業資産

(6)

経経 済済 事事 業業 資資 産産

22.. 共共 済済 事事 業業 資資 産産 88,,000000

33.. 22,,554466,,000000

44.. 雑雑 負負 債債 885500,,000000

33.. 経経 済済 事事 業業 負負 債債 11,,228855,,000000

(1) 経 済 事 業 未 払 金 1,100,000

(2) その他の経済事業負債 185,000

(2) 退 職 給 付 引 当 金 650,000

(3) 役員退職慰労引当金 36,000

55.. 諸諸 引引 当当 金金 11,,220044,,000000

(1) 賞 与 引 当 金 140,000

負負 債債 合合 計計 332288,,557799,,000000

11.. 出出 資資 金金

22.. 利利 益益 準準 備備 金金

(4) ポ イ ン ト 引 当 金 60,000

(5) 特例業務負担金引当金 318,000

項 　目 金　  額 項 　目 金　  額

(1) その他の共済事業資産 8,000

(1) 共 済 資 金 310,000

(3)

22.. 共共 済済 事事 業業 負負 債債

(2) 未経過共済付加収入 590,000

(3) その他の共済事業負債 20,000

純純 資資 産産 合合 計計

負負 債債 及及 びび 純純 資資 産産 合合 計計

22,,338899,,994422

99,,990066,,445566

44,,779944,,555500

77,,889966,,998888

338855,,889999

2222,,882233,,883355

335511,,440022,,883355

33.. 特特 別別 積積 立立 金金

44.. 目目 的的 積積 立立 金金

55.. 当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金

66.. そそ のの 他他 のの 純純 資資 産産 ▲▲ 22,,555500,,000000

総総合合損損益益計計画画

（単位：千円）

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

金　  額

4,332

(1) 2,766,199信 用 事 業 収 益

11.. 55,,222299,,882244事事 業業 総総 利利 益益

項 　目 金　  額 項 　目

504,214うち貸出金利息

255,791うち有価証券利息

1,862,769う ち 預 金 利 息

資 金 運 用 収 益 2,669,035 33,,774433

228833,,339999

951,274(2) 信 用 事 業 費 用

その他事業直接収益 14,113

83,051役 務 取 引 等 収 益

46,261うちその他受入利息

役 務 取 引 等 費 用 28,134

6,600うちその他支払利息

4,800うち借入金利息

789,199う ち 貯 金 利 息

資 金 調 達 費 用 800,599

1,146,785共 済 付 加 収 入

(3) 共 済 事 業 収 益 1,215,260

11,,881144,,992255信信 用用 事事 業業 総総 利利 益益

その他事業直接費用 122,541

11,,115555,,441100 (2) 賃 貸 料 32,267

(4) 共 済 事 業 費 用

共共 済済 事事 業業 総総 利利 益益

そ の 他 の 収 益 68,475

59,850

73,041そ の 他 の 収 益

購 買 手 数 料 292,058

購 買 品 供 給 高 7,768,038

(5) 購 買 事 業 収 益 8,133,137

(6) 購 買 事 業 費 用

購 買 品 供 給 原 価 6,694,680

そ の 他 の 費 用 78,554

6,806,924

そ の 他 の 費 用 14,821

13,447販 売 費

購 買 品 供 給 費 33,690

販販 売売 事事 業業 総総 利利 益益 661199,,114422

(9) 保 管 事 業 収 益

(10) 保 管 事 業 費 用

利利 用用 事事 業業 総総 利利 益益

宅宅 地地 等等 供供 給給 事事 業業 総総 利利 益益

そ の 他 の 収 益 163,896

(8) 販 売 事 業 費 用 28,268

購購 買買 事事 業業 総総 利利 益益 11,,332266,,221133

(7) 販 売 事 業 収 益 647,410

販 売 手 数 料 483,514

(13) 宅 地 等 供 給 事 業 収 益

指指 導導 事事 業業 収収 支支 差差 額額

事事 業業 利利 益益

41,600

(14) 宅 地 等 供 給 事 業 費 用 2,264

589

保保 管管 事事 業業 総総 利利 益益

(11) 利 用 事 業 収 益 805,822

(12) 利 用 事 業 費 用 522,423

▲▲ 1122,,334444

22.. 事事 業業 管管 理理 費費 55,,009933,,226644

(1) 人 件 費

3399,,333366

(15) 指 導 事 業 収 入 23,086

(16) 指 導 事 業 支 出 35,430

3,445,038

553,927

184,128

871,619

38,552

(2) 業 務 費

(3) 諸 税 負 担 金

(4) 施 設 費

113366,,556600

33.. 事事 業業 外外 収収 益益 220011,,996644

(1) 受 取 出 資 配 当 金

(5) そ の 他 事 業 管 理 費

139,006

(1) 雑 損 失 34,819

(2) そ の 他 1,752

(3) 雑 収 入 30,691

44.. 事事 業業 外外 費費 用用 3366,,557711

66.. 特特 別別 損損 失失 1122,,229955

経経 常常 利利 益益 330011,,995533

当当 期期 剰剰 余余 金金 226633,,666622

55.. 特特 別別 利利 益益 6644,,884400

(1) 固 定 資 産 処 分 益 64,840

(1) 固 定 資 産 処 分 損 2,885

当当 期期 首首 繰繰 越越 剰剰 余余 金金 9911,,992244

当当 期期 未未 処処 分分 剰剰 余余 金金 338855,,889999

(2) 固 定 資 産 撤 去 費 用 9,410

税税 引引 前前 当当 期期 利利 益益 335544,,449988

法法人人税税・・住住民民税税及及びび事事業業税税 9900,,883366

情情報報ｼｼ ｽｽ ﾃﾃ ﾑﾑ対対策策積積立立金金取取崩崩 3300,,331133
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利利用用事事業業のの計計画画

（単位：千円）

な
す
選
果
場

事 業 収 益 74,639

事 業 費 用

事 業 利 益 124

2,005

農
作
業
受
委
託

事 業 費 用 3,898

事業管理費 1,881

項 　目 金　  額

256

256

事 業 費 用 - 

い
ち
ご
育
苗
施
設

事業総利益

事 業 利 益 802

事業総利益 42,156

事業総利益 1,892

事業管理費 - 

事業管理費 48,176

事業管理費 1,090

白
米
事
業

事 業 収 益 5,790

32,483

事 業 利 益

事 業 費 用 580

事 業 収 益

事 業 収 益 256

事業総利益

項 　目 金　  額

2,585

事 業 利 益 ▲ 6,020

項 　目

事業総利益 7,402

事業管理費

花
き
集
出
荷
場

事 業 費 用 3,013

10,379

事業管理費 10,170

事 業 利 益 209

事 業 収 益

事 業 利 益 26,551

事業管理費

事業総利益

項 　目

6,984事 業 利 益 970

金　  額

事業管理費 74,293

3,130

項 　目

育
苗
セ
ン
タ
ー

事 業 利 益

事業管理費 10,493

事業総利益 17,477

事 業 費 用 24,594

事 業 収 益 42,071

事業総利益

35,396

事 業 費 用 - 

項 　目

事 業 収 益 242,960

13,026

578

金　  額

51,860

20,748

31,112

30,534

事 業 収 益

事 業 費 用

金　  額

項 　目

項 　目

事 業 収 益 24,164

事 業 費 用 16,762

事業総利益

事業管理費

事 業 費 用 179,674

事 業 利 益 ▲ 11,007

金　  額

項 　目 金　  額

項 　目 金　  額

ト
マ
ト
選
果
場

事業総利益 63,286

事 業 利 益

3,130

ラ
イ
ス
セ
ン
タ
ー

金　  額

項 　目項 　目

簡
易
郵
便
局

金　  額

事 業 収 益

事業管理費 2,160

13,392

事業総利益

事 業 収 益

事 業 費 用

39,781

66,332

金　  額

野
菜
育
苗
セ
ン
タ
ー

事 業 収 益 234,958

事 業 費 用 196,986

事業総利益 37,972

事業管理費 24,946

事 業 利 益

22,620

事 業 利 益 ▲ 15,218

金　  額

予
冷
セ
ン
タ
ー

総
合
集
出
荷
場

101,728
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令令和和７７年年度度  自自己己改改革革工工程程表表

〇〇不不断断のの自自己己改改革革へへのの取取組組みみ

　ＪＡ豊橋は、地域になくてはならないＪＡであり続けるため、自己改革の実践を支える持続

可能な経営基盤の確立・強化とともに、組合員との徹底した対話を通じ、総合事業を基本とし

て「不断の自己改革」に取り組んで参ります。

①①自自己己改改革革のの取取組組みみ

自自己己改改革革実実践践のの基基本本的的考考ええ方方【【下下線線項項目目ははＫＫＰＰＩＩ設設定定】】

　令和６年度は組合員との対話に基づく自己改革実践サイクルの取組みとして、「単収向上に

向けた栽培指導」「量販店での豊橋フェア開催」「中京地区の販売シェア率向上」「肥料・農

薬の予約率向上」に取組み、77頁記載の通りの実績を挙げました。令和７年度は組合員の皆様

からのご意見等を踏まえ、以下の内容に取り組みます。

１．訪問活動や意見交換会を通じた「担い手との対話」を原点としてニーズを的確に把握します。

２．「農業者の売上増加・コスト低減」につながる担い手目線の必要な取組みについて、目標

　及び実践具体策の策定等とあわせて実践し、改革の目的である「所得増大」を実現するほか、

　「地域の活性化」にも取り組みます。

◆中心となる担い手などを対象として、次のことに取り組みます。

ア．農業経営安定化に向けた経営支援の実践

イ．重点顧客との取扱金額増加

ウ．大口企画肥料銘柄の利用促進

◆多様な担い手などを対象として、次のことに取り組みます。

・産直出荷会員への積極的な声掛けによる出荷点数の増大

◆その他にも、次のことに取り組みます。

・集出荷システムを活用した出荷予約精度向上による有利販売

　また、これらの取組みにあたり必要な農業資金の供給にも取り組みます。

３．改革の取組みと成果について対話等を通じて評価を把握し、次の改革につなげることで、

　ＰＤＣＡサイクルを回し、自己改革を着実に実践します。

②②経経営営基基盤盤のの確確立立・・強強化化

自自己己改改革革をを支支ええるる経経営営基基盤盤のの確確立立・・強強化化のの取取組組みみににつついいてて

　令和６年度は組合員との対話に基づく経営基盤の確立・強化の取組みとして「合理的かつ効

率的な施設再編の検討」「産直店舗での産直出荷品目のイベント開催（各店舗）」に取り組み

ました。

　しかしながら、ＪＡ豊橋として現状このまま事業改革を進めなかった場合の５年後の成行に

ついてシミュレーションを行ったところ、５年後には現状と比べて事業利益が大幅に減少する

見通しとなりました。事業利益減少の要因はＪＡ全体の収支構造にあり、事業総利益が減少す

る中、人件費等の事業管理費が増加する見通しとなっていることが主な要因となっております。

　総合事業の効率的な運営により健全で持続性のある経営を確保することが緊急の課題となっ

ております。
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【令和６年度時点の損益シミュレーション結果】

③③准准組組合合員員のの意意思思反反映映及及びび事事業業利利用用

自自己己改改革革のの実実践践にに向向けけたた組組合合員員のの意意思思反反映映

　令和６年度は組合員の意思反映に向けて「正組合員意見交換会」「准組合員向け広報誌によ

る意見聴取」等に取り組みました。

　自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた組合員との意見交換会など対話の

みならず、地域に根ざしたＪＡを目指して広報誌やホームページ、ＳＮＳ等の仕組みを通じて

「地域農業応援団」である准組合員の声も聴くことで、正組合員と准組合員が一体となったＪ

Ａ運営を実現し、組合員の意見を踏まえながら必要な見直しを行います。

　また、准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状況を把握したうえで、改革

の目的である「農業者の所得増大」につながるよう取り組みます。

6年度
7年度

8年度
9年度

10年度
11年度

改善後

成行
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【令和６年度時点の損益シミュレーション結果】

③③准准組組合合員員のの意意思思反反映映及及びび事事業業利利用用

自自己己改改革革のの実実践践にに向向けけたた組組合合員員のの意意思思反反映映

　令和６年度は組合員の意思反映に向けて「正組合員意見交換会」「准組合員向け広報誌によ

る意見聴取」等に取り組みました。

　自己改革の実践にあたっては、改革の評価の把握に向けた組合員との意見交換会など対話の

みならず、地域に根ざしたＪＡを目指して広報誌やホームページ、ＳＮＳ等の仕組みを通じて

「地域農業応援団」である准組合員の声も聴くことで、正組合員と准組合員が一体となったＪ

Ａ運営を実現し、組合員の意見を踏まえながら必要な見直しを行います。

　また、准組合員の事業利用にあたっては、正・准組合員の利用状況を把握したうえで、改革

の目的である「農業者の所得増大」につながるよう取り組みます。

6年度
7年度

8年度
9年度

10年度
11年度

改善後

成行

令令和和６６年年度度取取組組実実績績

令和６年度実績

支店再編の実施
（13支店）

当用価格×96％ 59.0%

3回（132名）

二　川: 5回
吉田方: 8回
岩　田: 2回
杉　山: 1回

 磯　辺: 17回

③③
組組
合合
員員
のの
意意
思思
反反
映映

項　目 令和６年度計画 令和６年度実績

正組合員意見交換会 570名 564名

准組合員向け広報誌
　　　　　　による意見聴取

3回（200名）

②②
経経
営営
基基
盤盤
のの
確確
立立
・・
強強
化化

合理的かつ効率的な
　　　　　　施設再編の実施

令和６年度計画

予約率

当用価格×93％ 81.0% 80.1%

《農薬》 予約率 予約率

施設再編の検討

産直店舗での
産直出荷品目のイベント開催
（各店舗）

令和６年度計画 令和６年度実績

各12回

58.2%

中京地区の販売シェア率向上

コスト低減効果
令和６年度計画 令和６年度実績

（参考値）

54円／ケース シェア率 15.0％ シェア率 9.3％

肥料・農薬の予約率向上

コスト低減効果
令和６年度計画 令和６年度実績

（参考値）

《肥料》 予約率

《なす》
14.0t 11.7t

336円／ｋｇ

量販店での豊橋フェア開催

売上増加効果
令和６年度計画 令和６年度実績

（参考値）

90千円／１回 35回 35回

8.5t
638円／ｋｇ

《いちご》
4.9t 4.8t

1,246円／ｋｇ

①①
自自
己己
改改
革革
のの
取取
組組
みみ

単収向上に向けた栽培指導

売上増加効果
令和６年度計画 令和６年度実績

（参考値）

《キャベツ》
5.5t 4.5t

 67円／ｋｇ

《トマト》
15.0t 13.2t

331円／ｋｇ

《ミニトマト》
9.6t
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令令和和７７年年度度取取組組計計画画

①①
自自
己己
改改
革革
のの
取取
組組
みみ

取取組組事事項項
効効果果

令令和和７７年年度度計計画画

売上6.6％増

（（参参考考値値））

農業経営安定化に向けた経営
支援の実践

売上増加効果 【経営支援件数】

露地品目
55件

売上9.4％増

施設品目
42件

大口企画肥料銘柄の利用促進

コスト低減効果額 【大口企画肥料銘柄取扱数量】

24円／1袋 35,000袋

重点顧客との取引拡大

売上増加効果 【取扱金額】

販売単価16.2％増 1,685百万円

②②
経経
営営
基基
盤盤
のの
確確
立立
・・
強強
化化

取取組組事事項項 令令和和７７年年度度計計画画

【営農部】
次世代の担い手確保・育成支援体制の整備

支援体制の検討

【経済部】
産直出荷会員への積極的な声掛けによる出荷点
数の増大

【産直出荷取扱点数】

【共済部】
共済専任渉外担当者による３Ｑ訪問活動を通じ
た組合員･利用者との関係性強化

【３Ｑ訪問活動実施数】

400名/担当

【管理部門】
施設再編及び内部組織体制の検証・検討

施設再編及び内部組織体制
の検討

上期：1,685千点
下期：1,695千点

【金融部】
農業融資担当者を中心とした農業資金対応力強
化

【農家訪問活動件数】

全体で600件

③③
組組
合合
員員
のの
意意
思思
反反
映映

取取組組事事項項 令令和和７７年年度度計計画画

正組合員意見交換会の実施
15回

（620名）

准組合員意見交換会の実施
２回

（30名）

各部会組織と意見交換会の実施
７回

（25名）

広報誌を活用した組合員意見聴取
15回

（470名）
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令令和和７７年年度度取取組組計計画画

①①
自自
己己
改改
革革
のの
取取
組組
みみ

取取組組事事項項
効効果果

令令和和７７年年度度計計画画

売上6.6％増

（（参参考考値値））

農業経営安定化に向けた経営
支援の実践

売上増加効果 【経営支援件数】

露地品目
55件

売上9.4％増

施設品目
42件

大口企画肥料銘柄の利用促進

コスト低減効果額 【大口企画肥料銘柄取扱数量】

24円／1袋 35,000袋

重点顧客との取引拡大

売上増加効果 【取扱金額】

販売単価16.2％増 1,685百万円

②②
経経
営営
基基
盤盤
のの
確確
立立
・・
強強
化化

取取組組事事項項 令令和和７７年年度度計計画画

【営農部】
次世代の担い手確保・育成支援体制の整備

支援体制の検討

【経済部】
産直出荷会員への積極的な声掛けによる出荷点
数の増大

【産直出荷取扱点数】

【共済部】
共済専任渉外担当者による３Ｑ訪問活動を通じ
た組合員･利用者との関係性強化

【３Ｑ訪問活動実施数】

400名/担当

【管理部門】
施設再編及び内部組織体制の検証・検討

施設再編及び内部組織体制
の検討

上期：1,685千点
下期：1,695千点

【金融部】
農業融資担当者を中心とした農業資金対応力強
化

【農家訪問活動件数】

全体で600件

③③
組組
合合
員員
のの
意意
思思
反反
映映

取取組組事事項項 令令和和７７年年度度計計画画

正組合員意見交換会の実施
15回

（620名）

准組合員意見交換会の実施
２回

（30名）

各部会組織と意見交換会の実施
７回

（25名）

広報誌を活用した組合員意見聴取
15回

（470名）

MEMO 
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ＪＪＡＡババンンクク基基本本方方針針のの一一部部変変更更ににつついいてて  

 
ＪＡバンク基本方針については、金融情勢の変化、ＪＡバンク会員の経営状況等を踏まえ、

ＪＡバンクシステムの十分な信頼性を確保する観点から、毎年検証し、必要に応じて当該方針

の内容を変更することとされている。 

今般、農林中央金庫（以下「農林中金」という。）は、ＪＡバンク会員を取り巻く経営環境が

厳しさを増す中で、ＪＡバンク会員が経営の持続性を確保し、健全な金融機関として信頼性を

維持していくため、令和６年６月２１日開催の農林中金通常総代会および令和７年３月１３日

開催の農林中金臨時総代会において、ＪＡバンク基本方針の変更にかかわる承認を受けた。 

ついては、その主な変更内容および変更後のＪＡバンク基本方針を次のとおり報告する。 

 

 

（（１１））主主なな変変更更内内容容  

・ 共済系統との連携強化に向けた対応（令和６年６月２１日変更分） 

① ＪＡバンク会員の役割等に農林中金および信連は「必要があるときは全共連と連携を図

る」旨が追加された。 

② レベル格付指定基準（業務執行体制）の「役員が関与する等ガバナンスに問題ある不祥

事件（子会社含む）が発生した場合」について、当該事件が「共済事業のみの不祥事件

であって、ＪＡバンク基本方針に基づく指導と同等の指導が行われる場合にはレベル格

付の指定対象外とする」旨が追加された。 

・ 健全性維持に向けた対応（令和７年３月１３日変更分） 

 ① 「資産精査の実施基準」に、「資産精査実施にかかるストレステスト後自己資本比率（８％

未満）」が追加された。 

 ② レベル格付指定基準（業務執行体制）について、信用事業の内部統制に重大な支障があ

るかどうかの観点から以下２点が変更された。 

   ア 「「要改善ＪＡ（不祥事点検基準）」指定要件に該当する不祥事が多発した場合」を「再

発ＪＡにおいて、「要改善ＪＡ（不祥事点検基準）」指定要件に該当する信用事業での不

祥事件が新たに発生した場合」に変更された。 

   イ 「役員が関与する等ガバナンスに問題ある不祥事件（子会社含む）が発生した場合」

が、「信用事業に権限を有する役員が関与する不祥事件（子会社含む。以下同じ）または

役員が関与する信用事業での不祥事件が発生した場合」に変更された。 

    

（（２２））変変更更後後ののＪＪＡＡババンンクク基基本本方方針針（（本本文文））  

   変更後のＪＡバンク基本方針は、次のとおりである。 

 報告事項２の別紙 報告事項２の別紙
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ＪＪＡＡババンンクク基基本本方方針針  
 

ⅠⅠ  「「ＪＪＡＡババンンククシシスステテムム」」のの基基本本的的方方向向  
  「ＪＡバンク会員」（農林中金の会員のうち信用事業を行うＪＡと信連、および農林中金）は、

本方針を遵守し、以下の事項について一体的に取組むことにより、「ＪＡバンクシステム」を確立

する。 

（以下、本方針において、特に注記のない限り、「ＪＡ」には１県１ＪＡを含み、「信連」には

農林中金へ一部事業譲渡を行った信連を含むものとする。農林中金が信用事業を譲り受ける際に設

置する特定承継会社については、別表のとおり本方針を適用する。） 

1  ＪＡ・信連・農林中金の総合力を結集し、全体として実質的に一つの金融機関として機能するよ

うな運営システムを確立する。 

2  全国どこでも、良質で高度な金融サービスの提供を行う。 

3  ＪＡバンク全体として、資金を安全かつ効率的に運用・活用し、経営体制・リスク管理能力・財

務体力を超えた資金運用を防止する。 

4  将来にわたり健全な経営を持続するため、自ら経営管理を高度化し、問題の早期発見と経営改善

に取組む。 

5  経営改善が困難な場合には、経営破綻を未然に防止するため、速やかに組織統合を行う。 

6  指定支援法人に基金を設定し財源を予め確保するとともに、経営改善や組織統合に必要な支援

を行う。 
 

ⅡⅡ  「「ＪＪＡＡババンンクク会会員員」」のの役役割割等等  

11  農農林林中中金金のの役役割割  
(1) 農林中金は、ＪＡバンクの総合的戦略および内部管理態勢の構築にかかる指針（以下「総合的

戦略等」という。）を樹立するとともに、本方針に基づき、信連・ＪＡに対して必要な指導を行

う。 

(2) 農林中金は、ＪＡバンクシステムの適切な運営を行うため、経営管理委員会の下に信連・ＪＡ

の代表者等からなる「ＪＡバンク中央本部」（以下「中央本部」という。）を設置する。 

  本方針に基づく個別指導の発動、指定支援法人への支援要請、本方針を遵守しない会員に対

するペナルティー措置の発動等に関しては、必ず中央本部に付議する。 

(3) 農林中金は、特定承継会社を適切に運営する。 

(4) 農林中金は、（1）の役割を的確かつ効率的に果たすため、Ⅲの３の報告等にかかわらず、な

お必要がある場合、ＪＡ・信連が会計監査を受ける会計監査人との間で情報連携を図る。 

(5) 農林中金は、ＪＡ・信連の経営管理の高度化に向けた取組みを支援する。 

22  ＪＪＡＡ・・信信連連のの役役割割  
(1) ＪＡ・信連は、本方針および本方針に基づく農林中金の指導を遵守する。 

(2) 信連（一部事業譲渡を行った信連を除く）は「ＪＡバンク県本部」を設置し、管内ＪＡが本方

針を遵守するように指導し、ＪＡは信連の指導を遵守する。なお、管内ＪＡの合意が得られる場

合は、本方針より厳しい基準に基づいて指導することができる。 

   ただし、信連によるＪＡの指導に著しい困難が生じた場合には、信連が常態に復するまでの

間、農林中金がＪＡに対し必要な指導を行う。 

  （注） 信連によるＪＡの指導に著しい困難が生じた場合等については、中央本部で審議のうえ、

経営管理委員会で決定し、別に定める。 

(3) 信連（統合県域（信連が事業譲渡を行った県域）においては農林中金、１県１ＪＡ県域に

おいてはＪＡ。）は、ＪＡバンクの総合的戦略に基づく県域戦略を策定し、一体的な事業運営に

取組む。 

(4) 信連は、ＪＡの経営管理の高度化に向けた取組みを支援する。 
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33  中中央央会会・・全全共共連連ととのの連連携携  
(1) 農林中金は、Ⅱの1の役割を的確かつ効率的に果たすため、必要があるときは、全国農協中央

会、都道府県農協中央会および全国共済農業協同組合連合会（以下「全共連」という。）と連携

を図る。 

(2) 信連は、Ⅱの2の役割を的確かつ効率的に果たすため、必要があるときは、都道府県農協中央

会および全共連と連携を図る。 

(3) 農林中金は、（1）の一環として、Ⅲの3（1）に基づきＪＡから報告される情報およびその他

関連情報等について、必要があるときは、全国農協中央会、都道府県農協中央会および全共連と

の間で情報連携を図る。 

(4) 信連は、（2）の一環として、Ⅲの3（1）に基づきＪＡから報告される情報およびその他関連

情報等について、必要があるときは、都道府県農協中央会および全共連との間で情報連携を図

る。 
 

ⅢⅢ  「「ＪＪＡＡババンンクク会会員員」」のの責責務務  

11  ＪＪＡＡババンンククのの一一体体的的なな事事業業運運営営  
ＪＡ・信連（統合県域（信連が事業譲渡を行った県域）においては農林中金）は、次のとおり、

ＪＡバンクの総合的戦略等に基づいて、一体的な事業運営を行う。 

(1) ＪＡ・信連は、ＪＡバンクにおいて基本とするシステム（ＪＡＳＴＥＭ、系統決済データ通

信システム）・事務により、全国どこでも統一された金融商品・サービスの提供を行う。  

(2) ＪＡ・信連は、災害等の発生により業務継続に支障が生じた場合であっても、利用者に必要

な金融サービスが全国どこでも提供できるよう、別途定めるＪＡバンク業務継続基本要綱を遵

守する。 

(3)  (1)および(2)の前提として、ＪＡ・信連は法令等を遵守のうえ、金融機関として必要な内部

管理態勢を全国どこでも統一的な水準で確保する。  

22  ＪＪＡＡババンンクク全全体体のの安安全全・・効効率率運運用用のの確確保保  
ＪＡ・信連は、ＪＡバンク全体での安全・効率運用の確保を図るため、次のとおり、信連・農林

中金に対する資金の預入等を行う。 

(1) ＪＡは信連・農林中金に、信連は農林中金に貯金の相当割合を預け入れすることとし、この割

合は、原則として、２分の１を下限とする。 

ただし、ＪＡは信連に、余裕金の相当割合を預け入れすることも可能とし、この割合は、原則

として、３分の２を下限とする。 

(2) ＪＡ・信連は、別途定める相互援助預金預託基準を遵守する。 

(3) ＪＡ・信連は、別途定める余裕金運用にかかる自主ルールを遵守する。 
 

33  経経営営状状況況のの報報告告等等  
(1) ＪＡ・信連は、ＪＡバンクシステム運営の基礎として、経営管理資料、体制整備状況、検査・

監査の指摘事項等、その他経営状況に関する事項等について、ＪＡは信連（一部事業譲渡を行っ

た信連を除く）経由で、信連は直接農林中金に報告を行うほか、農林中金が求める調査に応じる。 

(2) 本方針に定める基準に該当するＪＡは、農林中金が信連と連携して行う資産の精査、業務執行

体制にかかる実査（オンサイトモニタリング）に応じる。 

(3) 本方針に定める基準に該当する信連は、農林中金が行う資産の精査、業務執行体制にかかる実

査（オンサイトモニタリング）に応じる。 

（注） （1）の経営状況に関する報告および（2）（3）の資産精査・実査の基準については、別別

紙紙１１－－１１および１１－－２２に定める。 

44  資資金金運運用用制制限限ルルーールルのの遵遵守守  
資金運用（貸出・有価証券等）が体制と能力を超えて行われることを防止するため、実質自己資

本比率等にかかる基準、業務執行体制にかかる基準に該当するＪＡ・信連は、資金運用範囲の制限

 − 82  −



 

を行い、体制、体力に応じた資金運用とし、リスク抑制による損失拡大を防止する。 

（注） 資金運用制限ルールの発動基準は、別別紙紙２２－－１１および２２－－２２に、資金運用制限の内容は、

別別紙紙３３に定める。 

55  経経営営改改善善ルルーールルのの遵遵守守  

(1) 経営悪化や破綻を未然に防止するため、実質自己資本比率等にかかる基準に該当するＪＡ・信

連は、経営管理体制の整備、経費削減・合理化、資本増強、信用事業の再編（以下「事業再編」

という。）等の経営改善策を実行する。また、業務執行体制にかかる基準に該当するＪＡ・信連

は、体制の見直し等の業務執行体制の改善を実行する。 

(2) この場合、ＪＡ・信連が指定支援法人から支援を受けるためには、本方針に定める支援の前提

条件を充足しなければならない。 

（注） （1）の経営改善ルールの発動基準は、別別紙紙２２－－１１および２２－－２２に、（2）の支援策およ

び支援の前提条件は、別別紙紙４４に定める。 

66  組組織織統統合合ルルーールルのの遵遵守守  
(1) ＪＡバンクシステムの信頼性と金融機能の維持を図るため、ＪＡ・信連は、経営継続上の重大

な問題が生じた場合に、６か月以内（経営破綻の場合直ちに）に、ＪＡは信連・農林中金に、信

連は農林中金に信用事業譲渡等を行う。 

(2) この場合、ＪＡ・信連が指定支援法人から支援を受けるためには、本方針に定める支援の前提

条件を充足しなければならない。 

(3) この場合、法令に基づいて、信用事業譲渡を行ったＪＡは信連・農林中金の業務代理を行うこ

とができる。 

（注） （1）の組織統合ルールの発動基準は、別別紙紙２２－－１１および２２－－２２に、（2）の支援策およ

び支援の前提条件は、別別紙紙４４に定める。 

77  会会計計監監査査人人監監査査等等へへのの適適切切なな対対応応  
(1) 法令または定款により会計監査人を置くべきＪＡ・信連は、内部統制を適切に確立したうえ

で、会計監査人による会計監査（以下「会計監査人監査」という。）に基づいて経営の透明性お

よび信頼性を確保する。 

(2) （1）に該当しないＪＡは、会計監査人を置く旨の定款の定めを設けるよう努める。また、当

該ＪＡは、内部統制を適切に確立したうえで、当該定款の定めを設けるまでの間農林中金が求め

る会計監査人監査に代わる調査に応じる。 

（注） （2）の調査の実施基準および内容は、別別紙紙５５－－１１に定める。 

88  信信用用事事業業運運営営体体制制のの再再編編成成をを行行うう場場合合のの指指導導のの遵遵守守  
(1) 営農・経済事業に注力することを目的として信連・農林中金への信用事業譲渡による信用事業

運営体制の再編成を希望するＪＡ（以下「再編成希望ＪＡ」という。）は、信用事業譲渡を含め

た信用事業再編成計画を策定し、実践する。 

(2) この場合、ＪＡが指定支援法人から支援を受けるためには、本方針に定める支援の前提条件を

充足しなければならない。 

(3) この場合、法令に基づいて、信用事業譲渡を行ったＪＡは信連・農林中金の業務代理を行うこ

とができる。 

（注） （2）の支援策および支援の前提条件は、別別紙紙６６に定める。 

99    指指定定支支援援法法人人へへのの財財源源拠拠出出  
(1) ＪＡ・信連・農林中金は、指定支援法人に対して、別途定める基準（負担割合等）に基づき、

毎年度必要な財源拠出等を行う。 

(2) この拠出負担金割合は、各県における問題発生の有無等に応じて、格差をつけるものとする。 
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ⅣⅣ  「「ＪＪＡＡババンンクク会会員員」」がが享享受受すするるメメリリッットト  
本方針を遵守する「ＪＡバンク会員」は次のメリットを享受することができる。 

1  「ＪＡバンク会員名簿」に登録のうえ、組合員・利用者等に周知。 

2  全国統一されたシステムの利用と、これを活用した機能・商品の取扱い。 

3  農林中金がサービスマーク登録を行っている「ＪＡバンク」商標、およびこれを使用した通帳・

カード等共通資材の活用。 

4  指定支援法人の支援。 

 

ⅤⅤ  基基本本方方針針をを遵遵守守ししなないい会会員員にに対対すするる措措置置（（ペペナナルルテティィーー））  
     ＪＡバンク全体の信頼性を確保するため、本方針を遵守しない会員に対し、農林中金は遵守の勧

告・ペナルティー措置の発動に関する警告を行い、これを経てなお改善が認められない場合には、

ＪＡバンク会員からの強制脱退措置を講じるものとする。 

（注） 基本方針を遵守しない会員に対する措置（ペナルティー）は、別別紙紙７７に定める。 

 

ⅥⅥ  基基準準等等のの変変更更  

本方針の内容・基準については、金融情勢の変化、ＪＡバンク会員の経営状況等を踏まえ、ＪＡ

バンクシステムの十分な信頼性を確保する観点から、毎年検証を行い、必要に応じて変更を行う。 

 

 

 

 

 

（附 則） 

１ 平成16年6月25日付一部変更に伴う別別紙紙２２の基準の適用については、平成15事業年度にかかる

ＪＡ・信連の経営状況の報告に基づき行われる資産精査より適用する。 

 

２ 平成17年6月24日付一部変更に伴う別別紙紙２２の基準の適用については、平成16事業年度にかかる

ＪＡ・信連の経営状況の報告に基づき行われる資産精査より適用する。 

 

３ 平成 17年 6月 24日付一部変更に伴う、別別紙紙３３－－１１、３３－－３３の自力再建型資本注入を受けたＪＡ

にかかる基準、別別紙紙４４の組織統合型・自力再建型資本注入の支援実施の前提条件については、平成17

年6月24日以降のＪＡバンク中央本部委員会において新たに審議を開始する資本注入案件より適用

する。 

 

４ 平成18年6月27日付一部変更に伴う、別別紙紙２２の資産精査の実施基準の適用については、平成17

事業年度にかかるＪＡ・信連の経営状況の報告に基づき行われる資産精査より適用する。 

 

５ 平成 19年 6月 26日付一部変更に伴う、別別紙紙４４の組織統合型・自力再建型資本注入および資金贈

与の支援実施の前提条件については、平成 19年 6月 26日以降のＪＡバンク中央本部委員会におい

て新たに審議を開始する資本注入および資金贈与の案件より適用する。 

 

６ 平成 20年 6月 25日付一部変更に伴う、別別紙紙２２の資産精査・業務執行体制にかかる実査の実施基

準の適用については、平成19事業年度にかかるＪＡ・信連の経営状況の報告に基づき行われる資産

精査・実査より適用する。 

 

７ 平成22年3月26日付一部変更に伴う基準等の適用については、平成21年12月期決算にかかる

ＪＡ・信連の経営状況の報告より適用する。 
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８ 平成 25年 3月 22日付一部変更に伴う、別別紙紙１１－－２２の新たな業務執行体制に関する報告（体制整

備モニタリング）については、平成25事業年度の「業務執行体制に関する報告」より適用する。 

 

９ 平成 25年 3月 22日付一部変更に伴う、別別紙紙２２－－２２の要改善ＪＡ（体制整備基準）および体制整

備の指定基準によるレベル格付については、平成24・25・26事業年度の「業務執行体制に関する報

告」において、改善に向けた取組みが行われている場合には指定を行わない。 

 

１０ 平成 25年 3月 22日付一部変更に伴う、別別紙紙２２－－２２の要改善ＪＡ（体制整備基準）の指定にあ

たっては、平成27事業年度の「業務執行体制に関する報告」において、猶予期間を設けない。  

 

１１ 平成 26年 6月 25日付一部変更に伴う、別別紙紙２２－－１１の要改善ＪＡ（経営点検基準）にかかるレ

ベル格付基準については、平成27年1月1日より適用する。なお、指定後経過期間については、平

成26年1月1日時点で既に要改善ＪＡ（経営点検基準）に指定を受けているＪＡには「指定後２年

経過」を「１年経過」に短縮のうえ適用する。 

 

１２ 平成 26年 6月 25日付一部変更に伴う、別別紙紙２２－－２２の「役員が関与する等ガバナンスに問題あ

る不祥事が発生した場合」の基準については、平成27年1月1日より適用する。  

 

１３ 平成 28年 3月 16日付一部変更については、農業協同組合法等の一部を改正する等の法律（平

成27年法律第63号）の施行日（平成28年4月1日）より適用する。 

 

１４ 平成30年3月16日付一部変更に伴う、Ⅲの7、別別紙紙１１－－１１の会計監査報告の写しの提出、別別紙紙

１１－－２２の会計監査人の退任にかかる報告および業務執行体制にかかる実査（オンサイトモニタリン

グ）の実施基準、別別紙紙２２－－２２の指定基準ならびに別別紙紙５５－－１１については、平成31事業年度より適用

する。 

 

１５ 平成30年3月16日付一部変更に伴う、別別紙紙４４の資本注入（事業再編型）および資金贈与（財務

支援・事業再編型）にかかる支援の前提条件は、平成30年3月16日時点で既にレベル１、２の指定

を受けているＪＡには「指定後１年以内」を「平成31年3月16日まで」と読み替えて適用する。 

 

１６ 平成30事業年度または平成31事業年度の開始の時において農業協同組合法施行令第22条第１

項に定める規模に達しておらず、かつ、事業再編による経営基盤の強化を選択することを理事会、経

営管理委員会または総会等で決定したうえで、その旨を平成 31年 5月 31日までに農林中金に報告

したＪＡ（レベル格付の指定を受けているＪＡを除く。以下「事業再編選択ＪＡ」という。）にかか

る本方針の適用ならびに支援策と支援の前提条件は、別別紙紙５５－－２２による。 

 

１７ 別別紙紙２２－－２２にかかわらず、平成31事業年度の「業務執行体制に関する報告」において資金運用

体制（貸出・審査体制）の未整備が確認されたＪＡのレベル格付指定までの猶予期間は、ＪＡバンク

健全化要綱において定める。 

 

１８ 平成31年3月14日付一部変更に伴う、Ⅱの3、Ⅲの3、別別紙紙１１－－１１、別別紙紙１１－－２２の中央会等と

の連携およびＪＡ全国監査機構監査にかかる報告等については平成 31年 9月 30日より適用する。

ただし、当該日より前に組織変更を行った都道府県農協中央会については、当該組織変更を行った時

より適用する。 
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１９ 平成 31年 3月 14日付一部変更に伴う、別別紙紙１１－－２２の会計監査人にかかる業務執行体制に関す

る報告、業務執行体制にかかる実査（オンサイトモニタリング）の実施基準、別別紙紙２２－－２２のレベル格

付（会計監査）の指定基準については、平成31事業年度より適用する。 

 

２０ 平成 31年 3月 14日付一部変更に伴う、別別紙紙１１－－１１の資産精査の実施基準、別別紙紙２２－－１１の要改

善ＪＡ（経営点検基準）の指定基準については、平成31事業年度にかかるＪＡ・信連の経営状況の

報告より適用する。 

 

２１ 平成 31年 3月 14日付一部変更に伴う、別別紙紙１１－－２２の不祥事等が発生・発覚した場合の対応、

別別紙紙２２－－２２のレベル格付（不祥事点検）および要改善ＪＡ（不祥事点検基準）の指定基準等について

は、平成31年9月30日より適用する。 

 

２２ 令和7年3月13日付一部変更に伴う、別別紙紙１１－－１１の資産精査の実施基準、別別紙紙２２－－１１の要改善

ＪＡ（経営点検基準）の指定基準については、令和7事業年度にかかるＪＡ・信連の経営状況の報告

から適用することとし、令和 6 事業年度にかかるＪＡ・信連の経営状況の報告に関しては従前の例

による。 

 

以上 
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基基本本方方針針別別紙紙体体系系図図  

基基本本方方針針をを遵遵守守ししなないい会会員員にに対対すするる措措置置（（ペペナナルルテティィーー））  
勧告・警告・強制脱退 

 

別別紙紙７７  基基本本方方針針をを遵遵守守ししなないい会会員員にに対対すするる措措置置（（ペペナナルルテティィーー））  

指指定定支支援援法法人人にによよるるレレベベルル格格付付ＪＪＡＡ・・信信連連ににかかかかるる支支援援  
活用可能な支援策と支援の前提条件 

 

別別紙紙４４  指指定定支支援援法法人人にによよるるレレベベルル格格付付ＪＪＡＡ・・信信連連ににかかかかるる支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  

指指定定支支援援法法人人にによよるる再再編編成成希希望望ＪＪＡＡににかかかかるる支支援援  
活用可能な支援策と支援の前提条件 

 

別別紙紙６６  指指定定支支援援法法人人にによよるる再再編編成成希希望望ＪＪＡＡににかかかかるる支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  

業業務務執執行行体体制制にに関関すするる報報告告（（体体制制整整備備モモニニタタリリンンググ））  
報告を求める経営管理資料 

業業務務執執行行体体制制ににかかかかるる実実査査（（オオンンササイイトトモモニニタタリリンンググ））  
業務執行体制にかかる実査等 

別別紙紙１１－－２２  ＪＪＡＡ・・信信連連のの業業務務執執行行体体制制にに関関すするる報報告告等等  

指指定定基基準準  
レベル格付・要改善ＪＡ（不祥事点検基準・ 

体制整備基準・会計監査）の指定基準  

 

別別紙紙２２－－２２  指指定定基基準準とと経経営営改改善善取取組組内内容容（（業業務務執執行行体体制制））  

経経営営改改善善取取組組  
レベル格付・要改善ＪＡ（不祥事点検基準・ 

体制整備基準・会計監査）の経営改善への取組内容  

体体制制整整備備  

別別紙紙３３  資資金金運運用用制制限限のの内内容容  

資資金金運運用用制制限限  
資金運用制限の運用対象、資金運用制限の一時留保 

指指定定支支援援法法人人にによよるる事事業業再再編編選選択択ＪＪＡＡににかかかかるる支支援援  
活用可能な支援策と支援の前提条件 

別別紙紙５５－－２２  事事業業再再編編選選択択ＪＪＡＡににかかかかるる本本方方針針のの適適用用  

ななららびびにに支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  

会会計計監監査査人人監監査査にに代代わわるる調調査査  
実施基準と調査内容 

別別紙紙５５－－１１  会会計計監監査査人人監監査査  

にに代代わわるる調調査査  

財財務務  

別別紙紙２２－－１１  指指定定基基準準とと経経営営改改善善取取組組内内容容（（財財務務））  

財財務務にに関関すするる報報告告（（財財務務モモニニタタリリンンググ））  
報告を求める経営管理資料 

資資産産精精査査  
資産精査の実施基準 

経経営営改改善善取取組組  
レベル格付・要改善ＪＡ（経営点検基準） 

の経営改善への取組内容 

指指定定基基準準  
レベル格付・要改善ＪＡ（経営点検基準） 

の指定基準 

別別紙紙１１－－１１  ＪＪＡＡ・・信信連連のの経経営営状状況況にに関関すするる報報告告等等 
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別別紙紙１１－－１１ 

 

ＪＪＡＡ・・信信連連のの経経営営状状況況にに関関すするる報報告告等等 

１１  財財務務にに関関すするる報報告告（（財財務務モモニニタタリリンンググ））  

ＪＡ・信連は、経営状況に関する事項として、以下の資料等について、ＪＡは信連（一部事業

譲渡を行った信連を除く）経由で、信連は直接農林中金あて提出・報告する。 

経経営営管管理理資資料料  

 

通期実績 

○ 通期決算実績および事業計画にかかる基礎情報 
○ 事業量・Ｂ/Ｓ・Ｐ/Ｌ・自己資本比率・余裕金運用の状況等の基礎情報 
○ 会計関連資料：減損損失、繰延税金資産等（ＪＡ） 
○ 決算速報（信連） 

上半期実績（仮決算） ○ 事業量・損益にかかる基礎情報 

期末の決算見込 ○ 損益・自己資本比率による基礎情報（ＪＡ） 

そそのの他他経経営営状状況況にに関関すするる事事項項  

 早期警戒制度に基づく行政庁命令を受けた場合、その旨を速やかに報告する。 
その他、指導業務の遂行上必要な場合、求められた報告を行う。 

系系統統ＢＢＩＩＳＳシシスステテムムをを使使用用ししたた経経営営状状況況にに関関すするる報報告告  

 ＪＡ・信連は系統ＢＩＳシステムを使用して報告を行い、農林中金・信連は、指導業務の
遂行上必要な場合、系統ＢＩＳシステムによるモニタリングを行う。 

・報告を求める事項・提出期限等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員会で決
定し、別に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

・上記にかかわらず個別に報告・調査を求める場合、農林中金は中央本部に付議する。 

  

２２  資資産産精精査査のの実実施施基基準準  

「財務に関する報告」に基づき、以下の実施基準に該当し、かつ、農林中金が精査対象として

決定したＪＡ・信連は、農林中金が信連と連携して行う（精査対象が信連の場合、農林中金が行

う）資産の精査に応じる。 

➢ 「「財財務務にに関関すするる報報告告」」ををももととにに算算定定ししたた数数値値がが以以下下にに該該当当すするる場場合合  
○別紙２－１に定めるレベル格付の指定基準に該当する場合 
○別紙２－１に定める要改善ＪＡの指定基準に該当する場合 
○以下の項目が指定基準に該当する場合 
貸出等 
信用供与 

(1)分類債権比率 対信用供与額 20％以上 
(2)貯貸率 70％以上 
(3)特定業種への与信 中央本部で審議のうえ経営管理委

員会で決定した基準 
（ＪＡについての具体的な基準は、Ｊ

Ａバンク健全化要綱で定める） 

(4)大口与信先への与信（ＪＡに限り適用） 
(5)非保全債権（大口与信先のうち要管
理先以下）考慮後自己資本比率 

有価証券 (1)貯証率（ＪＡに限り適用） 15％以上 

固定資産等 (1)事業利益赤字 中央本部で審議のうえ経営管理委
員会で決定した基準 
（ＪＡについての具体的な基準は、Ｊ

Ａバンク健全化要綱で定める） 
(2)他部門運用（ＪＡに限り適用） 

共通 資産精査実施にかかるストレステスト
後自己資本比率（ＪＡに限り適用） 

８％未満 
（資産精査実施にかかるストレス
テストの具体的な方法は、ＪＡバン
ク健全化要綱で定める） 

○信用事業にかかる残高・損益・経営指標・資産の健全性に大きな変化が明らかである場合 

➢ 行行政政検検査査・会会計計監監査査人人監監査査ににおおけけるる指指摘摘やや、、事事故故・・不不祥祥事事等等ががあありり、、「「財財務務にに関関すするる報報告告」」
のの信信頼頼をを失失ううよよううなな事事態態がが生生じじたた場場合合  

➢ 行行政政検検査査をを拒拒否否ししたた場場合合  

・資産精査の実施基準等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員会で決定し、別
に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 
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別別紙紙１１－－２２ 

 

ＪＪＡＡ・・信信連連のの業業務務執執行行体体制制にに関関すするる報報告告等等  

１１  業業務務執執行行体体制制にに関関すするる報報告告（（体体制制整整備備モモニニタタリリンンググ等等））  

 ＪＡ・信連は、業務執行体制の整備状況に関する事項として、以下の資料等について、ＪＡ

は信連（一部事業譲渡を行った信連を除く）経由で、信連は直接農林中金あて提出・報告する。 

体体制制整整備備状状況況  

 ○ 内部監査体制、事務リスク管理体制、貸出・審査体制、余裕金運用体制、リスク管理体
制、法令等遵守状況 等に関するもの。 

※ ＪＡにおいては、ＪＡバンク健全化要綱に定める体制整備基準にかかる体制整備計
画・整備状況について、信連等の実査結果を踏まえ報告する。 

行行政政検検査査・・会会計計監監査査人人のの指指摘摘事事項項等等  

 行政庁命令または以下の指摘事項等があった場合、その旨を速やかに報告する。 

・ 資金運用体制やリスク管理体制等の体制上の問題に関するもの 

・ 法令等遵守状況に関するもの 

・ 自己査定の適正性に関するもの 

不不祥祥事事等等  

 不祥事等（重大な係争案件を含む）が発生・発覚した場合は、レベル格付・要改善ＪＡ制

度（不祥事点検基準）への該当有無を含め、その旨を速やかに報告する。 

※ ＪＡにおいては、ＪＡバンク健全化要綱に定める不祥事点検基準にかかる再発防止
策・取組状況について報告する。 

会会計計監監査査人人  

 ○  会計監査人が退任する場合、退任時期、退任理由および後任の会計監査人等※の選任の
状況を速やかに報告する。 

○ 会計監査人からの会計監査報告を速やかに報告する。限定付適正意見・不適正意見・意
見不表明の会計監査報告を受けた場合は、その要因等についても報告する。 

※ 農業協同組合法に定める一時会計監査人の職務を行うべき者を含む。 

・ 報告を求める事項・提出期限等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員
会で決定し、別に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

・ 上記にかかわらず個別に報告・調査を求める場合、農林中金は中央本部に付議する。 

 

２２  業業務務執執行行体体制制ににかかかかるる実実査査（（オオンンササイイトトモモニニタタリリンンググ等等））  

（１）「業務執行体制に関する報告」に基づき、以下の実施基準に該当し、かつ、農林中金が実

査対象として決定したＪＡ・信連は、農林中金が信連と連携して行う（実査対象が信連の場

合、農林中金が行う）実査に応じる。 

➢ 不不祥祥事事等等がが発発生生・・発発覚覚ししたた場場合合  

➢ 行行政政検検査査・・会会計計監監査査人人監監査査でで重重大大なな指指摘摘をを受受けけるる等等、、「「業業務務執執行行体体制制にに関関すするる報報告告」」のの内内
容容にに後後日日疑疑義義がが生生じじたた場場合合  

➢ 法法令令ままたたはは定定款款にによよりり会会計計監監査査人人をを置置くくべべききＪＪＡＡ・・信信連連がが会会計計監監査査人人をを欠欠いいたた後後速速ややかか
にに会会計計監監査査人人等等をを選選任任ししなないい場場合合  

➢ 会会計計監監査査人人かからら限限定定付付適適正正意意見見・・不不適適正正意意見見・・意意見見不不表表明明のの会会計計監監査査報報告告をを受受けけたた場場合合  

・ 業務執行体制にかかる実査の実施基準等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経

営管理委員会で決定し、別に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

（２）ＪＡは、信連等が「業務執行体制に関する報告」の点検・判定のため行う毎年度の常例の

実査に応じる。 
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別別紙紙２２－－１１ 

 

指指定定基基準準とと経経営営改改善善取取組組内内容容（（財財務務））  

１１  レレベベルル格格付付  
別紙１－１の報告をもとに、以下の基準に該当するＪＡ・信連は、対応するレベル格付

に応じた経営改善策を実行する。 

指指定定格格付付  指指定定基基準準  改改善善目目標標期期間間  

レレベベルル１１  

要改善ＪＡ（経営点検基準）指定後２年経
過しても改善の目処が立たない場合 

２年以内に、要改善ＪＡ指定を受け
るに至った指定基準に該当しない状
態に改善 

行政庁から早期警戒制度（持続可能な収
益性と将来にわたる健全性）に基づく業
務改善命令を受けた場合 

業務改善計画において定める期間 

実質自己資本比率※ 
６６％％以以上上～～８８％％未未満満 

２年以内に、格付を解消する水準に
改善 

レレベベルル２２  

当該事業年度の末日の自己資本比率が
８％未満となる蓋然性が高く、かつ経営
悪化や破綻に至る蓋然性が高いＪＡ 

１年以内に、事業再編にかかる契約
についてＪＡ総会決議により承認を
受ける 

実質自己資本比率 
４４％％以以上上～～６６％％未未満満 

１年以内に、レベル１の水準に改善 

レレベベルル３３  

レベル１・２指定ＪＡが改善目標期間内に
経営改善せず、今後も経営改善が困難と見
込まれる場合 

組織統合（信連・農林中金への事業
譲渡等）を６か月以内に（経営破綻
の場合は直ちに）実行 実質自己資本比率 

 ４４％％未未満満 

※実質自己資本比率は、農業協同組合法に基づく最終事業年度の末日の自己資本の額から中央本
部で審議のうえ経営管理委員会で決定した項目を控除して算定する。資産精査実施先について
は資産精査の結果を踏まえた実質自己資本比率を採用する。 

・  レベル格付の指定を受けたＪＡ・信連は、別紙３により資金運用範囲の制限を行う。 
・ 指定を受けたＪＡ・信連は、経営悪化や破綻を未然に防止するため、以下の経営改善策に取り組む。 
＜経営改善取組内容＞ 
➢ 経営管理の強化 
➢ 増資・内部留保積上げ等の自己資本増強 
➢ 不良資産の処理等の財務健全化 
➢ 経費削減等による収支改善 等 

・  指定を受けたＪＡ・信連は、農林中金が外部専門家と連携して行うガバナンスの有効性にかか
る調査に応じるものとし、調査結果を踏まえて農林中金が必要と判断する場合は、ガバナンス
の再構築に取り組む。この際、ＪＡ・信連は、自ら必要とする場合に、外部からの役員等派遣
を中央本部に対し要請することができる。 

 

２２  要要改改善善ＪＪＡＡ（（経経営営点点検検基基準準））  

別紙１－１の報告をもとに、以下の基準に該当するＪＡは経営改善に取り組む。 

指指定定基基準準  改改善善目目標標期期間間  

○ 要改善ＪＡ指定にかかるストレステスト後自己資本比率
８％未満 

（要改善ＪＡ指定にかかるストレステストの具体的な方法
は、ＪＡバンク健全化要綱で定める） 

経営改善計画において定める

期間 

・  要改善ＪＡの指定にあたっては、農林中金は信連等と事前協議を行う。 

・  指定を受けたＪＡは、経営改善計画を、農林中金との協議により策定し経営改善に取り組む。 

（（共共通通））  

・  当該事業年度の末日に上記の実質自己資本比率にかかるレベル１・２指定基準または要改善ＪＡの指定
基準に該当する蓋然性が高いＪＡについて、農林中金は指定を行い、早期に指導を行うことができる。 

・  上記の指定基準、経営改善取組内容等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経営
管理委員会で決定し、別に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

・  農林中金は、ＪＡバンク会員にかかる経営状況、経営の点検結果その他指導を行う上で必要と
する事項について、信連その他必要と認めるものに開示することができる。 

 − 90  −



別別紙紙２２－－２２  

 

指指定定基基準準とと経経営営改改善善取取組組内内容容（（業業務務執執行行体体制制））  
 

１１  レレベベルル格格付付  
別紙１－２の報告により以下の指定基準に該当するＪＡ・信連は、対応するレベル格付に

応じた経営改善策を実行する。  
指指定定格格付付  指指定定基基準準  

レレベベルル１１  

資金運用体制 
○ 体制整備基準のうち資金運用体制の項目が未整備 
○ 行政庁から信用事業にかかる業務改善命令等（資金運用体制）を受
けた場合 

不祥事点検 

○ 「要改善ＪＡ（不祥事点検基準）」指定後に策定される再発防止策
で定める期間において改善の目処が立たない場合 

○ 再発ＪＡにおいて、「要改善ＪＡ（不祥事点検基準）」指定要件に該
当する信用事業での不祥事件が新たに発生した場合（注１） 
※再発ＪＡとは、要改善ＪＡ指定後の再発防止策取組期間中または
解除後 3年以内に、指定基準に該当する信用事業での不祥事件（不
祥事件の開始日が当該再発防止策の取組開始日以降のもの）が発生
し、外部指摘で発覚したＪＡとする。 

○ 信用事業に権限を有する役員が関与する不祥事件（子会社含む。以
下同じ）または役員が関与する信用事業での不祥事件が発生した場
合（注２） 
※ただし、共済事業のみの不祥事件であって、ＪＡバンク基本方針
に基づく指導と同等の指導が行われる場合にはレベル格付の指定
対象外とする。（注３） 

○ ＪＡ・信連に関連する業務において役員が金融商品取引法に違反し
た場合（注４） 

体制整備 
○ 「要改善ＪＡ（体制整備基準）」指定後に策定される体制整備計画
で定める期間において改善の目処が立たない場合 

会計監査 

○ 法令または定款により会計監査人を置くべきＪＡ・信連が会計監査
人を欠いた後速やかに会計監査人等を選任しない場合 

○ 会計監査人から、不適正意見・意見不表明の会計監査報告を受けた
場合 

レレベベルル２２  ○ レベル１指定後２年経過しても、格付解除の目処が立たない場合 

レレベベルル３３  ○ 経営継続に支障を来す重大な問題あり 

（注１）本基準において「新たに」とは再発ＪＡに該当し初めて策定した再発防止策の取組浸透期間（6
か月）の経過後に、当該不祥事件の開始日があることをいう。 

（注２）信用事業に権限を有する役員には、信用事業の内部統制に関与する観点からリスク管理担当役
員を含めるものとする。 

（注３）ＪＡバンク基本方針に基づく指導と同等の指導とは「ＪＡ共済不祥事件措置基準」に基づく指
導とする。レベル格付の指定対象外としたものは要改善ＪＡに指定する。 

（注４）ＪＡ・信連に関連する業務は、ＪＡ・信連の業務またはその役職員であることを前提に就任す
る関連団体の業務をいう。関連団体は、ＪＡ・信連が出資を行うまたは会費を支出する法人と
し、その子会社も含める。金融商品取引法に違反した場合とは、刑事罰・過料・課徴金が科さ
れた場合をいう。 

・ レベル格付の指定を受けたＪＡ・信連は、別紙３により資金運用範囲の制限を行う。 
・ レベル３の指定を受けたＪＡ・信連は、組織統合（信連・農林中金への事業譲渡等）を６か月以内
に（経営破綻の場合は直ちに）実行する。 

・ 指定を受けたＪＡ・信連は、経営悪化や破綻を未然に防止するため、農林中金との協議により、以
下の経営改善策を策定し取り組む。 
＜経営改善取組内容＞ 
➢  相互けん制機能強化等、資金運用体制の整備・見直し、会計監査人から無限定適正

意見の会計監査報告を受ける  等   
・  指定を受けたＪＡ・信連は、農林中金が外部専門家と連携して行うガバナンスの有効性にかかる調
査に応じるものとし、調査結果を踏まえて農林中金が必要と判断する場合は、ガバナンスの再構築
に取り組む。この際、ＪＡ・信連は、自ら必要とする場合に、外部からの役員等派遣を中央本部に
対し要請することができる。  
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２２  要要改改善善ＪＪＡＡ（（不不祥祥事事点点検検基基準準・・体体制制整整備備基基準準））  
別紙１－２の報告により、以下の基準に該当したＪＡは、経営改善に取り組む。 

  指指定定基基準準  

要改善ＪＡ 
（不祥事点検基準） 

○ 不祥事が発生し以下の不祥事点検基準に該当 
・組織性、隠蔽、長期間、反復、多額等 

○ 行政庁から信用事業にかかる業務改善命令等（資金運用体制以外）を受け
た場合 

要改善ＪＡ 
（体制整備基準） 

○ 体制整備基準（資金運用体制以外）の項目が未整備 

・ 要改善ＪＡの指定にあたっては、農林中金は信連等と事前協議を行う。 

・ 指定を受けたＪＡは、要改善ＪＡ（不祥事点検基準）にあっては再発防止策、要改善ＪＡ（体制整
備基準）にあっては体制整備計画を、農林中金との協議により策定し経営改善に取り組む。 

※ レベル格付および要改善ＪＡの指定にあたり、別紙１－２の報告（体制整備モニタリング）
において体制整備基準項目の未整備が確認された場合、指定まで６か月間の猶予期間を設
ける。この間、該当ＪＡは速やかに体制整備に取り組む。 

（（共共通通））  
・ 上記の指定基準、経営改善取組内容、経過措置等の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、
経営管理委員会で決定し、別に定める。（ＪＡについては、ＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

・ 農林中金は、ＪＡバンク会員にかかる経営状況、経営の点検結果その他指導を行う上で必要とする事
項について、信連その他必要と認めるものに開示することができる。 
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別別紙紙３３  

 

資資金金運運用用制制限限のの内内容容  

 別紙２－１・２－２により、レベル格付に指定されたＪＡ・信連は、原則以下の資金運用制限を

行い、信連・農林中金と月次資金協議を行って運用する。 
 
１１  ＪＪＡＡ  

 運運用用対対象象  

レレ
ベベ
ルル
１１  

貸出 

・ 地公体向け貸出 
・ 地公体外郭団体（地公体が保証あるいは損失補償を行う先）に対する貸出 
・ 国・地公体の保証・損失補償付き組合員向け貸出（短期つなぎ資金を含む） 
・ 自組合貯金担保、共済担保、有価証券担保貸出 
・ その他ＪＡバンク健全化要綱で定める保証・担保付き貸出 

有価

証券 

・ 国債 地方債 政府保証債 
・ 農林債券 
・ 既存の有価証券は、ロスカット水準を設定し、損失を拡大させずに処分する。 

レレ
ベベ
ルル
３３  

レレ
ベベ
ルル
２２ 

貸出 

・ 新規資金運用は信連･農林中金への預け金に限定する。 
※ ただし、以下を除く 
・自組合貯金担保貸出 
・国・地公体の保証・損失補償付き組合員向け貸出（短期つなぎ資金を含む） 
・その他ＪＡバンク健全化要綱で定める保証・担保付き貸出 

有価

証券 
・ 既存の有価証券は、ロスカット水準を設定し、損失を拡大させずに処分する。 

 
２２  信信連連  

 
運運用用対対象象  

レレ
ベベ
ルル
１１  

○ 新規運用は、正常先または優良担保保証付案件への貸出や、公共債等の低リスク銘柄への投

資に限定。 

○ 運用総枠、業種別・格付別シーリング、与信期間等の設定。 

○ ロスカットルールの厳格化。 

レレ
ベベ
ルル
３３  

レレ
ベベ
ルル
２２  

○ 新規与信行為の停止。 

  
（（共共通通））  
・ 次期決算期までに、事業再編または組織統合を行うこと、経営改善・資本注入により当該レベル区分以上
に自己資本比率が改善すること、資金運用体制にかかる体制整備基準に基づく問題解消が確実な場合、ま
たは再発防止策（体制整備計画）の着実な実践により問題解消が確実な場合、特定の地域に限定された信
用事業に権限を有する役員が関与する不祥事件または役員が関与する信用事業での不祥事件の場合には、
運用内容を厳格に月次精査することを条件に、資金運用制限の一部または全部の適用を、一時留保・修正
することができる。 

・ 係争案件等を抱えるケースで、十分な対策が事前に用意できている場合には、運用内容を厳格に月次精査
することを条件に、資金運用制限の適用を一時留保することができる。 

・ その他、ＪＡにおいて、資金運用制限の適用を留保することができる場合の取扱い等については、ＪＡバ
ンク健全化要綱で定める。 

・ 資金運用制限適用の一時留保・修正については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員会で決定する。 
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別別紙紙４４  

 

指指定定支支援援法法人人にによよるるレレベベルル格格付付ＪＪＡＡ・・信信連連ににかかかかるる  

支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  

レベル格付の指定を受けたＪＡ・信連が、経営改善を実施するうえで、指定支援法人に

よる支援を受ける場合、以下の前提条件を充足しなければならない。  

  

レレベベルル格格付付とと  

活活用用可可能能なな支支援援策策  

支支援援供供与与水水準準  
（以下の範囲内で事案毎

に中央本部で審議） 
支支援援のの前前提提条条件件  

利利子子補補給給  

((レレベベルル 11～～33))  

○対象となる借入れ：貯払

い資金または事業再編

もしくは組織統合に必

要な資金の農林中金ま

たは信連からの借入れ 

○期間：10年以内 

○利子補給率：１％以内 

○経営責任の明確化を行うこと 

○中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹

底すること 

債債務務保保証証  

((レレベベルル 11～～33))  

○対象となる借入れ：利子

補給と同じ 

○期間：10年以内 

○保証割合：100%以内 

○保証料率：0.1%以内 

○利子補給と同じ 

資資

本本

注注

入入  

事事業業再再編編型型  

((レレベベルル 11～～33))  

○事業再編または組織統

合を行うために必要か

つ相当な金額 

○レベル１、２ＪＡについては、ＪＡの理事会または

経営管理委員会において事業再編を行う方針を指

定後１年以内に決定すること 

○10 年以内に確実に消却原資を確保するための

実効的な計画を策定すること 

○中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹

底すること 

緊緊急急支支援援型型  

（（レレベベルル 22））  

○一次支援：経営悪化や破

綻の蓋然性が消失する

水準 

○二次支援：事業再編を行

うために必要かつ相当

な金額 

○「当該事業年度の末日の自己資本比率が８％未満と

なる蓋然性が高く、かつ経営悪化や破綻に至る蓋然

性が高いＪＡ」としてレベル２の指定を受けること 

○一次支援を行う場合：ＪＡの理事会または経営管理

委員会において、事業再編にかかる契約についてＪ

Ａ総会決議による承認を指定後１年以内に受ける

方針および自己責任を果たす方針を決定すること 

○二次支援を行う場合： 

・ 事業再編にかかる契約についてＪＡ総会決議によ
る承認を指定後１年以内に受けること 

・ 自己責任を果たすこと 

・ 10 年以内に確実に消却原資を確保するための実効
的な計画を策定すること 

・ 中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹
底すること 

自自力力再再建建型型  

((レレベベルル 11～～22))  

○自己資本比率４％超

10％までの範囲内 

○責任ある経営体制を確立すること 

○以下について実効的な経営改善策を策定すること 

・ 10年以内に確実に消却原資を確保すること 

・ 注入する資本控除後の実質自己資本比率を経営改
善の開始後５年以内に８％以上に改善すること 

○中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹

底すること 
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資資

金金  

贈贈

与与  

費費用用助助成成  

((レレベベルル 11～～33））  

○助成対象：ＪＡ信用事業

譲渡を円滑に進めるた

めに必要かつ相当な費

用（継続的に発生する

費用に対する助成は５

年間を上限） 

○利子補給と同じ 

財財務務支支援援・・  

事事業業再再編編型型  

((レレベベルル 11～～33））  

○事業再編または組織統

合を行うために必要か

つ相当な金額 

○レベル１、２ＪＡについては、ＪＡの理事会または

経営管理委員会において事業再編を行う方針を指

定後１年以内に決定すること 

○破綻処理３原則（減資、経営責任の追及、組織の消

滅）に準じた対応を行うこと（貯保法を適用する破

綻処理の場合には破綻処理３原則を遵守） 

○中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹

底すること 

財財務務支支援援・・  

緊緊急急支支援援型型  

（（レレベベルル 22））  

○一次支援：経営悪化や破

綻の蓋然性が消失する

水準 

○二次支援：事業再編を行

うために必要かつ相当

な金額 

○「当該事業年度の末日の自己資本比率が８％未満と

なる蓋然性が高く、かつ経営悪化や破綻に至る蓋然

性が高いＪＡ」としてレベル２の指定を受けること 

○一次支援を行う場合：ＪＡの理事会または経営管理

委員会において、事業再編にかかる契約についてＪ

Ａ総会決議による承認を指定後１年以内に受ける

方針および破綻処理３原則に準じた対応を行う方

針を決定すること 

○二次支援を行う場合： 

・ 事業再編にかかる契約についてＪＡ総会決議によ
る承認を指定後１年以内に受けること 

・ 破綻処理３原則に準じた対応を行うこと 

・ 中央本部の審議を経た計画に基づき自助努力を徹
底すること 

損損

害害

担担

保保  

事事業業譲譲渡渡型型  

((レレベベルル 11～～33））  

○対象債権：ＪＡ信用事業

譲渡を円滑に進めるた

めに損害担保を付すこ

とが必要と認められる

農業または関連産業向

け貸付け 

○補償額：譲受時の残元本

の毀損額の 50％以内 

○対象債権から回収益が

発生した場合、その

50％以上を指定支援法

人に納付 

○期間：10年以内 

○利子補給と同じ 

○責任ある事業運営体制を確立すること 

○事業譲渡による抜本処理が最適であると判断され

ること 
一一部部  

事事業業譲譲渡渡型型※※  

((レレベベルル 11～～22））  

※  一部事業譲渡型：ＪＡにおける農業者向け取引の一部を信連・農林中金に譲渡し、地域農業基
盤の維持・強化の観点から、一定の時間をかけながら債務者管理・経営改善支援をより適切に

行う場合 

・  支援の具体的な内容については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員会で決定し、別に定め
る。（ＪＡについてはＪＡバンク健全化要綱において定める。） 

・  中央本部の審議を経る計画には、具体的な経営改善策または組織統合の内容を盛り込む。 

・  農水産業協同組合貯金保険法に基づく資金援助を補完するため、債務保証、資本注入（事業再
編型）、資金贈与（財務支援・事業再編型）を活用することができる。  

・  ＪＡバンク全体の信用秩序を維持する上で緊急かつ必要やむを得ないと認めた場合には、例外
的な取扱いができるものとし、その実施については、中央本部で審議のうえ、経営管理委員会

で決定する。 
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別別紙紙５５－－１１ 

 

会会計計監監査査人人監監査査にに代代わわるる調調査査  

以下の実施基準に該当し、かつ農林中金が調査対象として決定したＪＡは、会計監査人

を置く旨の定款の定めを設けるまでの間、以下の調査に応じる。  
 
○各事業年度の開始の時において農業協同組合法施行令第 22 条第１項に定める規模に達し

ておらず、かつ当該事業年度に開催される通常総会の時点で会計監査人を置く旨の定款の

定めを設けていないＪＡ 

 
＜調査の内容＞ 

➢ 計算書類等の正確性の検証 

➢ 内部管理態勢の有効性の検証 

➢ 会計監査人の設置その他の経営基盤の強化（事業再編を含む。）についてのＪＡ代表理事との

協議 

・調査の具体的な内容等については、ＪＡバンク健全化要綱において定める。  
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別別紙紙５５－－２２  

 

事事業業再再編編選選択択ＪＪＡＡににかかかかるる本本方方針針のの適適用用ななららびびにに  
指指定定支支援援法法人人にによよるる支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  

１１  本本方方針針のの適適用用  

（１）事業再編選択ＪＡについては、Ⅲの7（2）および別紙５－１を下表のとおり読み替えて適用する。 

読読みみ替替ええるる  

規規定定  
読読みみ替替ええらられれるる字字句句  読読みみ替替ええるる字字句句  

ⅢⅢのの77（（22））  （1）に該当しないＪＡは、会計監査人を置

く旨の定款の定めを設けるよう努める。ま

た、当該ＪＡは、 

（1）に該当しない事業再編選択ＪＡは、 

当該定款の定めを設けるまでの間 事業再編が完了するまでの間 

別別紙紙５５－－１１  ＜調査の内容＞ 

➢ 計算書類等の正確性の検証 

➢ 内部管理態勢の有効性の検証 

➢ 会計監査人の設置その他の経営基

盤の強化（事業再編を含む。）に

ついてのＪＡ代表理事との協議 

＜調査の内容＞ 

➢ 計算書類等の正確性の検証 

➢ 事業再編の進捗状況の確認 

 
（２）別紙２－２にかかわらず、事業再編選択ＪＡについては、別紙１－２の報告において内部監査体制また

は資金運用体制（貸出・審査体制）のうちＪＡバンク健全化要綱において定める項目が未整備であって

も、事業再編が完了するまでの間指定を行わない。 

 
２２  活活用用可可能能なな支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件等等  

事業再編選択ＪＡが、指定支援法人による支援を受ける場合、以下の前提条件を充足しなければならな

い。 

活活用用可可能能なな  

支支援援策策  

支支援援供供与与水水準準  

（以下の範囲内で事案毎に 

中央本部で審議  

支支援援のの前前提提条条件件  

資資金金贈贈与与  

((費費用用助助成成)) 

○助成対象：事業再編による経営基盤強

化を円滑に進めるために必要かつ相当

な費用（継続的に発生する費用に対す

る助成は３年間を上限） 

○事業再編にかかる契約についてＪＡ総会決議に

よる承認を受けること 

○事業再編による経営基盤強化の計画を策定し実

践すること 

・ 支援の具体的な内容については、ＪＡバンク健全化要綱において定める。 
・ 事業再編選択ＪＡが再編成希望ＪＡに該当しかつ再編成希望ＪＡにかかる支援の前提条件等を充足する場合、この支

援策と重複して再編成希望ＪＡにかかる支援を受けることができる。 
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別別紙紙６６  

 

指指定定支支援援法法人人にによよるる再再編編成成希希望望ＪＪＡＡににかかかかるる  

支支援援策策とと支支援援のの前前提提条条件件  
再編成希望ＪＡが、指定支援法人による支援を受ける場合、以下の前提条件を充足しな

ければならない。 

 

１１  支支援援対対象象とと活活用用可可能能なな支支援援策策  

支支援援対対象象  活活用用可可能能なな支支援援策策  

レベル格付の指定を受けていない再編成希望ＪＡ 
利子補給、債務保証、資金贈与（費用助成）、

損害担保 

 

 

２２  支支援援のの前前提提条条件件等等  

支支援援策策  

支支援援供供与与水水準準  

（以下の範囲内で事案毎に 

中央本部で審議）  

支支援援のの前前提提条条件件  

利利子子  

補補給給  

○対象となる借入れ：ＪＡ信用事業譲渡

に必要な資金の農林中金または信連

からの借入れ 

○期間：10年以内 

○利子補給率：１％以内 

○営農・経済事業に注力することを目的とし

たＪＡ信用事業譲渡の計画を策定し実践す

ること 

債債務務  

保保証証  

○対象となる借入れ：利子補給と同じ 

○期間：10年以内 

○保証割合：100%以内 

○保証料率：0.1%以内 

  資資金金贈贈与与  

((費費用用助助成成))  

○助成対象：ＪＡ信用事業譲渡を円滑に

進めるために必要かつ相当な費用

（継続的に発生する費用に対する助

成は５年間を上限） 

損損害害  

担担保保  

○対象債権：ＪＡ信用事業譲渡を円滑に

進めるために損害担保を付すことが

必要と認められる農業または関連産

業向け貸付け 

○補償額：譲受時の残元本の毀損額の

80％以内 

○対象債権から回収益が発生した場合、

その 80％以上を指定支援法人に納付 

○期間：10年以内 

・支援の具体的な内容については、ＪＡバンク健全化要綱において定める。 
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別別紙紙７７  

 

基基本本方方針針をを遵遵守守ししなないい会会員員にに対対すするる措措置置（（ペペナナルルテティィーー））  
 
 
ＪＡバンク全体の信頼性を確保するため、本方針を遵守しない会員に対し、以下のとお

り、農林中金は遵守の勧告・ペナルティー措置の発動に関する警告を行い、これを経てな

お改善が認められない場合には、ＪＡバンク会員からの強制脱退措置を講じるものとする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・経営管理資料等を提出しない会員 

・資産精査を拒否する会員 

・資金運用制限を無視する会員 

・指定支援法人に負担金を納めない会員 等 

基基本本方方針針をを遵遵守守しし

なないい会会員員  

（ＪＡバンク基本方針遵守の）勧勧  告告  

勧告に従わない場合 
回答がない場合 

（ペナルティー発動に関する）警警  告告  

（ＪＡバンク会員からの）強強制制脱脱退退 

【強制脱退の効果】 

１ 「ＪＡバンク会員名簿」からの削除 

２ 「ＪＡバンク」商標の使用禁止 

３ 指定支援法人の支援対象からの除外 等 

 

警告に従わない場合 
回答がない場合 

中央本部の場において当該会員に弁

明の機会を設ける 

それぞれ中央本

部において審議

後、経営管理委

員会において決

議を行う。 
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別別表表  

 

特特定定承承継継会会社社ににかかかかるる本本方方針針のの適適用用  
 
特定承継会社については、以下のとおり本方針を適用する。  

  

本本方方針針のの規規定定  特特定定承承継継会会社社へへのの適適用用  

○○  ⅠⅠのの11、、22、、44、、55おおよよびび66  

○○  ⅢⅢのの11  

○○  ⅢⅢのの55おおよよびび66、、別別紙紙２２－－１１、、別別紙紙２２－－２２

ななららびびにに別別紙紙４４  

○○  ⅢⅢのの88おおよよびび別別紙紙６６  

○○  ⅢⅢのの99  

○○  附附則則１１６６おおよよびび別別紙紙５５－－２２  

農林中金とみなして適用する。 

○○  ⅠⅠのの33  

○○  ⅢⅢのの22（（（（33））をを除除くく））  
信連とみなして適用する。 

○○  ⅣⅣ  ＪＡバンク会員とみなして適用する。 
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信頼されるJAを目指して

１. 豊かな農業の確立と進展
１. 魅力ある、足腰の強い農協
１. 地域と共に生きる農協づくり

1．

1．

1．

1．

1．

JAに負託された責任と使命を認識し、健全
かつ適切な業務運営を通じて、その責任を
全うします。

良質な商品・サービスの提供を通じて、組合員・
利用者のニーズを充足します。

農業・環境・金融・福祉等への取組みを通じて、
地域社会に貢献します。

経営情報の積極的な開示をはじめとして、
組合員・地域社会とのコミュニケーションを
図ります。

誠実、他人への配慮、責任を信条とした倫理観
の高い組織風土を構築します。






